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地域社会変動構造把握に関する

基礎的分析方法 (上)

一一北海道地域社会の実態分析をもとにした地域社会学的研究一一
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概 要

今日、過密一遇政の地域問題が前者はすぐれて公審問題として、後者は築港自体の解体、移転の問題としてとりあ

げられているO そうした地域問題と教育とのかかわりあいは当然に今日的問題であるが、本稿は、これらの地域問題

をさらにふかめた持点、で:';fAえ、それらの抱域の資本主義的な不均等発燥の中を資ぬく一つの合法則性を捉えることを

沼的としている。

言葉を替えるならば、それは結局は、人類の地域社会の発展構造を切らかにする仕事につらなるわけだが、研究者

集佼!のもつ問題意識の夜分けの上からは、布施がさきに本学部の産業教育計街研究施設の研究報告惑として公にした

「地域開発と学卒労働力移動Jr地域開発と地域社会構造変動Jの発展系列のうえにたっ仕事として位農づけられる。
前者において布施は、地域構造の変動はたんに NodaIRegionの変動構造としてお4えられるものではなく、その背

後に労働力それ自身が移動するよ也域的構造の変動がかくされているということ、それ故、隠者を絡会したものとして

現実の地域構造変動は把握される必要があることな述べ、またその構造を実証したが、さらにその基底には、それぞ

れの地域における家族および各殺の生産、結節機関の特定の資本主義的分解一発展の構造がかくされていることにつ

いて、すでに後者で示唆した。本稿は、もう一歩ふみこんだ次元で、社会学的にみた場合、地域社会変動構造のもっ

とも装底的なレベルである地域の各種社会組織の資本主義的分解一発展の遂事方法郊をあきらかにすることが、地域社

会学の方法論を確立する上で必要きであるだけでなく、現実の地域社会変動構造をあきらかにするためにも必要不可欠

であることを実証する昆的で構成されている。

われわれは、具体的には、北海道の215市町村をその分析対象としてとりあげ、われわれの仮説を突蕊する土台と

して指定し、 この作業をはじめた。本号で発表するのは、紙磁の関係から、その作業過緩の前半の結果でしかない

が、しかし、いくつかの実証された77インディングはある。

その一端を述べるならば、序章にみるように、昭和35年以降のわが国経済はし、わゆる都市的生産・結節組織におい

て、その従業員殺撲をあきらかに 4~5 人規模以上に上昇させているが、しかし41年以降、とりわけ都市において 1

~4 人規模の都市的事業所を拡大再生産させると Lヴ事態を生んでいる。このことのもつ社会経済的意味はきわめて

大きい。いわゆる「近代化後Jはあきらかに図式どうりに進んでいない。

また第 1撃にみるように、地域の人口増減は、北海道といったようなかなり広範域な地域をとった場合、あきらか

に、人口変動構造自体において、はげしい地域構造の再編過程をともなわざるを得ないものとしてそれが展開してい

る。しかし各地域(自治体〉を単位としてみるならば、その人口変動は、いくつかの類型に整理され、戦後段階にお

いて人口ピークが翠かった自治体ほど、そしてまた人口規模が小さい自治体ほど、近時における人口減少がはげしく

展開しているとL寸構造があきらかに看取される。北海道における「過疎現象jは深刻である。

しかし、第2章第 1節にみるように、各地域(自治体)は、いずれも工業生産カ、また農業生産力をそれぞれ伸長

させており、上述の、いわゆる人口減にもとづく過疎現象の抜本的な解決は、資本の論還にもとづく生産性向上の論

理からはただちに導きだされないそれとは次元を異にした論理構造をもっている。これをわれわれは生活の論理と呼

んだが、現実の地域社会(自治体〉の発展は、この両者の敵対的な矛盾の中でその自らの運動を展開している。それ

故、地域社会は人口が減少したからといって、ただちに世帯数を減少させ、都市的諸機関数を減少させはしない。そ
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こには独特の構造が看取される。しかし、ある稜度以上、人口が減少すると、地域社会を構成する諸社会総織自体も

解体傾向にむかうという法員iJ性があきらかにみられる。

ところで、第2章第2節でみるように、北海道における農業生産組織の資本主義的分解・発渓のパターンを分析す

ると、農家戸数の減少率のたかい自治体がただちに地域農業生産組織の全閥的解体をしめしているのではなしに、こ

うしたパターンをとるところは、がいして分解基軸がきわめて低い地域であって、その分解基軸がたかい地域、とり

わけ酸農地帯においては、逆に農家戸数の減少率のたかさに比例して、上層農が着実に、しかも地域(自治体)農家

の4鋭あるいは5割以上の構成比をもって裁に形成されてきていることがあきらかとなる。つまり、このことは少な

くとも、地域社会自体が構造的に保有する幾業生産組織の水準が、例外的ではなしに構造約に上昇したということを

物語るが、さらに、こうした燦家戸数減と地域人口減とはかならずしもパラレノレには展開していなし、。ここにはあき

らかに北海道の過疎現象の本州都府県と異なる特質が宕取される。しかしそこにも宝霊的によりお度化合れた機造的矛

j霞がうみだされる。

図 次

序章問題の提起 到人口変動の地域構造

I 地域変動機造犯援の基本的被角 第2意地域社会務総織の資本主義的分解一発展の構造

E 地域変動構造把握の方法論的諮問題 第1節地域社会諸組織と生活の論理

蕊都市的卒業所の変動をとおしてみたわが留におけ 第 l項資本の論潔と生活の論理

る地域変動構造の若干の特質 第2項人口増減と地域における社会務組織の問題

第1掌地域構造と人口変動構造 第2節農業生産組織体における資本主義的分解一発

第1節人口分析からみた地域社会構造変動 授の機造

第2節北海道の人口変動 1 一人口橘減率からみ

た分析ー

第3節北海道の人口変動 2 一人口変動類型をと

おしてみた分析ー

第4節 北海道における人口変動の構造的特質

I 人口変動類君主と人口増減本

II 人口規模別にみた地域人口動態

序章問題の提起

地域変動構造際援の基本的被角

地域社会自体の資本主義主的生産様式下における発段構

造t士、今自のわが閣においてすでにするどい社会問題と

して提起されている過努一過疎開題に端的にみられるよ

うに、地域産業の、したがってまた地域社会自体の資本

主義的不均等発展として現象している。こうしたわが国

において現に展開されている地域社会の変容過程は次の

2つの側面から捉えられなければならぬ運動として展開

している。

第1は、基本的にわが留における人びとがその金生活

の役会的再生産過程をとおして培い発展せしめた総体と

しての、生産言者カの発展に相応した地域構造自体の発展

小序北海道における農民謄分解の特徴

第1項農民層分解の裂の地域的特質

第 2~員 農民}欝分解の型と地域差是村社会構造変容と

の関連

第3境地域の農家戸数および人口減少と農民溺分

解の問題

以下次号

という側滋〈これは地域社会自体の内部構造の変容を含

めた発展と、さらに地域間構造の発疑として現象する〉

第2は、それにもかかわらずその生産諸カの発展に相応

する地域構造の発展自体が資本主義的生産様式下におい

て、その生産様式に規定されて展開されるかぎり、その

発展はきわめて階級的な形態をとらざるを得ないという

すぐれて非人間的な側磁である。これは混象的には過密

地域におけるとりわけ装置産業による公害発生に、また

過疎地域における集落自身の解体に端的に示されている

といわなければならない。

こうした事笑は、言葉を替えるならば、特定の生産様

式自体が高度に発援した生産量諸カの人間にとってのさら

なる発展をもはや促進するものではなしそれ自身、そ

の発展にとって綬桔として立ちあらわれているというこ

とを物語る。しかしこういう場合、さらに次の点をつけ

加える必要がある。
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地域社会変動構造把握に関する基礎的分析方法 (上)

すなわち第1点は、前述せる 2つの側面とは、それは

分析レベルからみた似.~蘭で、あって、現実にはそれは、そ

れぞれ別の現象として立ちあらわれているのではなし

人類史の発展が自然生的にもたらされたかぎり、それ自

身の中に、その両者の候H簡をあわせもつものとして、資

本主義的な地域社会構造変動が現にもたらされていると

いうこと。第2は次の 2つの意味において、こうした地

域変動構造は地域社会の発展構造をしめしているという

点である。(イ)これは全世界レベルでもいえることだが、

少なくともー図レベルにおいて、また地方ブロックレベ

ルにおいて、総体としての地域社会自体が保有する生産

諸カのたかまりに対応しての交通諸手段の発展によって

(ここで交通諸手段の発展という場合、当然に各種マ

ス・メディアの発展も含めて考えている)物資(商品)

そのもの、情報そのもの、そして人間それ自身の流動伎

がより一層高まり、普通的交通の基盤がそこに構成され

つつあるということ。諸個人の金生活の社会的再生産過

程の中で、かつて存在したところの局地的、地域的閉鎖

性は事実の問題としてくずれつつある。かつて人びとの

生活を局地的に、したがってまた自然生的に身分階層的

に発生、展開ぜしめたところの自然、的、物理的障碍は、

いまや自然的障碍としてではなしに克服さるべき社会的

障碍として人間にとってその位鐙をかえつつある。つま

りこうした形で、かつて綴互に異質であったところのそ

れぞれの共肉体社会は、より広い社会環境の中で統合さ

れ、肉質化されるといった社会過程が今Bあきらかに遂

行しているO 地域住民の生活にとってかつての地域社会

のもつ意味が質的に異なってきたばかりではなく、地域

的にも、その伎民の生活行動空間をとりあげてみればあ

きらかなように、それはあきらかに拡大してきている。

それは2つの過複をとって遂行している。ひとつは現実

の生活の場での地滅的統一性が、好むと好まざるとにか

かわらず特定都市を中心として地域的に拡大、再編され

るという過緩、ひとつは発渓した各種マス・メディァを

通して、それぞれの地域住民がますます拐友に情報を交

換しあえるとL、う形で、つまりコピイを逸しての共通体

験の範域が拡大するとL、う形で、その地域的異質伎が減

少されつつあるということ。別の言葉でいうならば、こ

うした形ではじめて構造的に人類はおらを潟地的なもの

ではなしに、より普通的な役界史的なものとして立ちあ

らわすことが可能となる。生産諸カの発展によってこう

した構造は慕底的につちかわれつつある。*

*ここで誤解を避けるため次の点にふれておく。以上述べた

ことは生産諸カの発展にともなって、局地的・地域約な自然

約棒碍が打破されるということであって、そうした生産諸カ
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の与を援が資本主義的な生漆様式によって担われているかぎり

種々のマス・メディァをとおしでもたらされる情報の紫、ま

たi島正東地主義における鉄道の徹去等にみられるように交通諸手

段の発展そのものがあきらかに階級的主規定性をうけている。

その意味において、いまや自然的降碍というよりむしろ社会

的障碍が、それ自身克服さるべき階級的隊待としてわれわれ

の前に立ちあらわれているということができる。

(同 上述の社会過程の進行は、マノレタスが『経済学批

判要綱』の中で「資本の偉大な文明化作用Jと呼んだも

ので、あって、資本主義的生産様式が自らの経済運動法則

にもとづいて必然化せざるを得ない社会過程、つまり資

本主義的生産様式下において人類はその社会をもはや間

定した孤立したものではなしに、それ自身を動く大きさ

として、たえず拡大しつつ発展せざるを得ないものとし

て創出するという社会の構造的発授の過程を物語るもの

であるけれども、資本主義的生産様式はそのことをとお

して、従来の地域産業自体を資本主義的に激しく分解さ

せる。そうしてその中から自らの資本としての価徳増殖

をばかり、資本の集積・集中を行なう。そしてその支え

手である資本主義的企業を、とりわけその一部を独占企

業として成長させるとともに、残余の生産組織体自体を

自らに似せて蒋綴するという営みを一刻もやめない。こ

うした営みの中で、地域の産業構造を、また経済構造

を、そして一国の経済機構を資本主義的により高度化し

てゆく。こうした営みは当然のことながら一国の社会機

構そのものの変容・高度化を国家機構のカを借りながら

不可欠に河伴せざるをえないものであるが、こうした過

程は、同時に地域住民の生活に対するさまざまな階級的

矛盾として立ちあらわれる。もっとも基底的な緩済法員Ij

のレベルでみるならば、今日のわが国における農民層分

解の例であきらかなように、その自立限界線はたゆまず

上昇している。同一規模の耕地(生産手段〉に依拠して

いたのでは、農業所得だけでは主主計の維持が年々困難に

なる。その自立しうる耕地規模は年々上昇している。こ

うした経済過程は好むと好まざるとにかかわらず現実の

問題として進展している。そしてこれは何も農民!穫だけ

に作用する経済法則ではないこと、ここに指摘するまで

もないであろう。こうした中で‘農民j議の階級分化が進展

し、とりわけ北海道では農民層の脱農化が顕著に進展し

ている。つまり、言葉な替えるならば、農村、都市を関

わずに、!日中産階級の分解が進展する。このことは、少

なくとも地域の、そしてまた一国の階級構成を変化させ

ずにはおかない。帥

**わが国において、現に惹起しているこうした分解過程は、

少なくとも昭和26年から44年にかけての実態をみる限りにお

いては、!日中産階級が、そく労働者階級に大きく変容しつつ

あるという形はとってはいない。
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たしかに傾向としては、かかる点がf割高できるが、以下み

るように、 「家j にもとづく生産・結節機関l主導草案の問題と

して拡大手写生選されている。

こうした地滅の階級構成それ自身の変容と共に地域

住民の生活上のさまざまの階級約矛盾をともないなが

ら、 μ)で述べた社会過程は現実的に進行している。つま
り淡笑的には(1Xロ)の過綬はそれ自身複合された社会過線

として進展しているということができる。こうした中で

総体としてのー闘が保有・する生産諸カの発展水準がたか

まるということは、不可避的にー閣の主士会が、構造とし

てつまり社会構造として保有せるそれ自身、径約会JlII:lヲ

な、そしてつねに対象にたいしてと同時にその対象を変

革しうる手段意識をともなった科学的認識水準が潟まら

ざるをえないことを物語るO つまり交通諸手段の発炭に

基礎づけられて、そうした発展しつつある社会構造下に

おける諸個人の内在的に保有せる生産諸カが不可避的に

高まらざるをえないとし、う過程がそこでは問符に進行し

ているO この過程の遂行は、少なくとも資本主義的生産

様式下に入っても自然性的な形で展開されているが放に

発生している階級的な矛盾、それを何よりも意識する。

そして、そこには当然さまざまな社会過程が介君主する

が、その敵対的な矛腐を止揚する営みを運動体として、

たとえば公害警反対の伎民運動にみられるように、そして

各種の地域住民の共問闘争にみられるように組織せざる

を得ない営みとして展開している。そうした諸個人のも

つ生活の営み自体が志向する行為の方向は、客観的に

は、自然生的に営まれ展開している人類史の発展を、そ

の総体として、社会そのものとして、したがってまた総

別的なものではなしに、その中の一員としての社会的個

人として自らの生活そのものを、より目的意識的に、当

然に経済法則のレベルにまでおりて、社会の階級的状況

をそれ自身ll::揚して、その総体を自らの、したがってま

た社会のコントロール下におこうとL、ぅ、そうした方向

をあきらかに志向しているということができる O そうし

た生活の営みは、人間の自然に対する、より目的怒識的

な働きかけの深まりとともに、それ自身、地域産業の発

展と手をたずさえて進行せざる宏えないものとして与え

られているとL、うことがで主ょう。

E 地域変動構造把援の方法論的諮問題

今日におけるわが街地域の資本主義的不均等発肢は、

構造的に上述したような構図の中で展関しているものと

して捉えられる。このことは、議個人の生活の社会的再

生産過程そのものが全体社会レベノレで、まさに構造的に惹

起している地域社会変動の中て¥それ自身矛盾の止揚過

程として存在するということ O したがってまた社会構造

の発展それ自身がたゆまぬ階級的矛盾の止揚遜程の中

で、その矛盾の止揚構造として不可避約に展開している

ということを物諮る。これらの運動t土地域レベルにおろ

してみるならば、地域それ自体の資本主義的な不均等発

展として、しかも他商においてたゆまず発践する交通諸

手段の助けをかりて、そうした階f~Æ的不均等発展自身を

11:綴せざるをえない運動として立ちあらわれている。そ

のjlL抗の中で、今日の地域社会の矯造的変容は、それ自

身ひとつの総体的な運動として、その発援構造をしだい

に顕在化しつつある。

今日のわが国の総体としての地域社会の機造は、鈴木

栄太郎が『都市社会学原理J(1) であきらかにしたよう

に、各官庁、海社等々をもちだすまでもなく、都市に存

在する各種機関η上下支配の命令系統をとおして、首都

東京を頂点としたピラミッ r型の上下支配の地域構造を
いよいよ鮮明化しつつある。かつてのわが国の地域構造

は、 JtlliIu的にいうならば、関関と関東といった双蜂織造

合もっていたが、そうした双除構造は、独占資本の総本

拠としての、そしてまた政府機関の総所在地で、ある首都

東京を頂点とする機迭をもつものへと変容しつつある。

そうして中部経済閣を含めて、近畿経済閣と首都経済閣

の社会的距離は、ますます縮小されつつある。

この首都東京を演点として全国にはりめぐらされた経

済的、政治的、文化的、社会的網の自は、地方大都市安

リレーポイントとして、地方中小都市、国会町、農村と

いわず、会開津々減々にまでその住民のー人ひとりにま

で、しっかりと張りめぐらされている。その中で3割自

治、 1割自治といわれるように、地方自治体ひとつをと

ってみても、その地方自治体が独自にふるまえる領域は

ますます縮小して、地方自治体に対する国家的統制は主

として財政商でのチェックをとおして強化されつつあ

る。 i可様に、日米独占体の締の自も、全国各地域にふか

く張りめぐらされつつある。

しかしながらそうした動きと同時に、地域住民の生活

!二の言者要求に応えて形成された諸組織も、それは地方的

なものではなしに、ますます首都東京を頂点とした全国

組織をもつものへと構造化されつつある。このことは労

働綴合総織にもっとも端的にしめされているといえる

が、首都東京から地方ブロッ夕、そしてさらにその傘下

の地域組織といった形で上部一下部の地域構造をもつも

のとしてそれ自身組織されている。かような窓味におい

て、そこにはあきらかに資本と相対立する労働者階級を

中執とした階級構造自身が首都東芝誌を中心とした地域機

逃自体として、 E誌に形成されているO 全国各地域の住民

は一方的に稿者によって階級的に支配されているだけで
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地域社会変動構造把援に関する基礎的分析方法 (上)

はない。と同時に、後者のレベノレにおいては、各地方に の特異性・優位殺が交通手段の発践の助けをかりて周辺

おけるいわゆる革命新自治体の誕生にみられるように、た 地域住民の諸要求にもひろくこたえるとL、う形で Regi-

んなる!日来の上一下の綴織という以上の前者のそれをお on 1は、つまり特定都市の NodalRegionは拡大する

そらくは質的に止揚するであろうところの各地域の現実 という法則投があることは、論理的には指摘できる。と

の住民の生活に根ざしたj主会の構造発肢の志向性が、っ ころで、この特定都市への人口の集中は少なくともそこ

まりその総体としての全国の地域構造の総体としての生 で生活しうる職場があるということを前提とするO その

皮諸カの発践にみあった発展という志向性が現にうまれ さい、その職場が必要とする労働力は、その都市内で求

ている。 められるものならば、あえて他地減にそれを求めるとい

かような現状の中で、地域の社会構造は、好むと好ま うことはしないで、あろう。またその地域内に条件に見合

ざるとにかかわらず18来の農村における部務社会あるい った就業の場があるならば、人はあえて他地域に流出す

は沼会町といった範域をこえるものとして地方大都市、 ることはないであろう O もちろん、この間には、地域ご

地方中小都市を中心としたワージョン (NodalRegion) とにすでに絡慈のある労働条件の問題が介在する。(3)

として再編されつつある。そして、そのことに相応して また大都市の生活様式にあこがれるといったすぐれて

!日来の部落社会また田舎町等のいわゆる共肉体社会とし cultur吋な問題も介在することは事実であるが、しか

て保有していた社会構造それ自身が変容しつつあるO し労働j市場関もそれ8身地域的構造を有している。特定

かつて布施は、そうした形で再編されつつある地域機 都市の吸引カがきわめて強い場合、その労働市場圏はし

迭は、 Region1， Regionllという二つの俊Ij留から把握 ばしば他都市の NodalRegion内にある地域をもその市

できるし、また把援される必要があるという問題を提起 場閣の中に包摂するという形で、現にある NodalRegion 

した。(2)地域構造自身の変動過緩t士、そうした2つの の構造を無祝して、この R巴gionllレベノレでの地域構造

レベルから把握することによって現実に即してより動的 はしばしばというより通常構成される。つまり現にある

に把握できると述べた。そのさい Region1とは、都市 Nodal Regionの構造の背後に、もうひとつの労働市場

社会学者が特定都市を中心として描く NodalRegionの 閣とL、うそれ自身、それも流動しつつある地域構造がか

ことであり、特定都市の商関にもっとも端的に示される くされている。そうして、こうした Regionllレベルで特

かなり広範域の地域住民が特定都市に存在する諸々の都 定都市に労働力が集中するということ自体が、その特定

市約機関を利用することによって形成する地域的統一性 都市の NodalRegionをさらに拡大させることになる。

を指している。また Regionllとは、地域伎民そのもの かような意味でリージョン IレベルとHレベルを複合

が生活の場を求めて移動する地域麹(端的には労働市場 することによって、現実の地域社会変動は、より事実に

閣にしめされるが)をきしている。この 2つの地域閣は そってあきらかにされうるというのがそのときの布施の

次のような形で¥相玄関連しあいながら豆のレベルに規 仮説であり、北海道地域におけるリージョンIIレベルで

定されながら Iレベルでの変動が惹起している。すなわ の地域構造の実態分析はすでにロ白域開発と学卒労働力

ち、特定都市の NodalRegionは、その都mを基点にし 移動』において行なった。

て張りめぐらされた樹校状に発展した交通手段に基礎づ ところで、そこでの論議は、突は次のような前提のj二

けられて、それ自身ひとつの動く大きさとしての浴場閣 に成立しているものであった。それは、地域における各

(当然に病院その他地域住民がその全生活をまっとうす 種の生産、結節機関(4)は、農村における農業生産組織

るために必要なワンセット揃った言語機関を含めた生活共 から都市における各種組織〈都市的機潟)にいたるまで

問題〉として社会的統一性をもつものであるが、特定都 たえず資本主義的に生成、発展また消滅の運動を行なっ

市Aの NodalRegionの拡大は、相隣接する都市Bの てL、るということ。そして地域社会構造の変動は、それ

Nodal Regionの縮小という事態、あるいは特定都市A 自身、その生産、結節機関の資本主義的な分解、また発

の森下へのそれの包摂といった変動を現にひきおこしな 践のパターンがそれぞれの地域の上に反映されたものと

がら運動している。そこには、あきらかに特定都市への してうけとることができる性格を基本的にもっていると

人口の集中
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本稿の問的は、農村・都市を含めてかような地域の生

産、結節機関の現に展開されてし、る資本主義的な分解・

発展パターンの分析をとおLて、そこに一体如何なる法

射殺が表取せられるのか、をあきらかにする点にある。

ということは、同時に、結果としてこうした観点からの

地減社会変動構造の分析方法の有効性をあきらかにする

ということでもあるが、以下こうした方法での地域役会

変動構造分析の意義について若子ふれよう。

かかる観点から、地域社会構造の変動なとりおさえる

という方法は、わが障の農村社会学者の中では、まず第

一に幾村の経済構造をとりおさえて、すなわち、農民総

の分解形態をとりおさえて、しかるのちにそれとの構造

的関連の中でその社会構造変動の特質を分析するという

方法をとおして、すでに農村社会の分析にかんするかぎ

り定着している方法である、といってよL、。福武i宣教授

は、自らのグループが卒くから採用していたこうした方

法を F構造分析Jと呼んでいるが、筆者の知るかぎり、

こうした分析方法は都市役会分析にかんしては、布施が

苫小牧市の社会構造分析(5)に用いた以外米だ広く採用

されてはいなし、。ましてや差是村一都市を含めた地域社会

の構造変動分析には用いられていなし、。

こうした領域は従来しばしば地域の建築構造の変動の

問題としてとりあっかわれてきた領域て、あることは事実

であるが、これを地域の生産・結節機関の資本主義的分

解一発展のレベルにおきかえてとりおさえるということ

は、第一に、その地域産業構造の問題を、その産業構造

を具体的に支える労働主体の防題、その労働・1'.i9t組織

の問題領域にうっすことによって、現代に主主きる言者偶人

の現実的な社会的行為、その生活の社会的再生産過程の

問題、その生活様式の変容、発展に関する問題領域にひ

きいれることを具体的に可能にさせる。すなわち、こう

した分析方法を用いることによって、地域産業構造変動

の問題を、すぐれて社会的問題として、地域産業組織構

造の資本主義的な変容一分解・発展のレベノレから掘りお

こすことによって、社会学が、したがってまた教育学

がその分析の主要領域とする方法論的なひとつの基礎

が、地域社会論として、地域産業変動と結合されて確立

されることを可能にする。第 2に、 同じ産業に就業す

る労働者であっても、たとえば従業員規模 100人以上

の生産総織に混ずるものと、従業員規模4人以下の生産

総織に属するものとではさ当然に階級の中での位置づけも

異なるであろう。こうして地域の産業綴織体レベルでの

分析鋭角は、地域の階級階謄構成分析との通路を用意す

ることになる。"f-.t午、わが溺の社会構造分析にとっては

「家jにもとづく生産E・結節機関の分析がそれ自身、戦

前段階とは大きく変容しつつあるとはいえ、依然今日に

おいても重量聖書な佼霞をしめていると、筆者らは考える

が、このことは必然的に資本主義的生産様式下における

格対的過剰人口の問題に結びっく領域を構成する。地域

の産業組織体の資本主義的分解一発援レベルでの分析

は、こうした問題領域との通路もひらく O

園 都市的事業所の変動をとおしてみたわが国

における地域変動鱗造の若干の特質

本論では、われわれは、その分析対象として、よ主体的

に北海j意地域社会をとりあげ、それを羽次に示したよう

な順序で、まず人口動態をとおしての地域社会の変動分

析からこの問題に接近していくが、その前に、上述した

ような分析方法で、今日のわが留の地域変動を会溺レベ

ノレでみた場合、そこに一体如何なる法則性が看取される

のかを、ここて

.発立筏主ノパミタ一ンとして若二千fj糸示しておこう。

はじめに会図的傾向から。表Iは、われわれがいう都

市的生産・結節機関のすべての発展を昭和26年から昭和

44年にかけて、その従業員規模別にみたものである。喜多

多色体の従業員規模の増大傾向はあきらかに表取できる。

しかし、昭和44王子においても金事業所の72.3%は 1~4

人規模の事業体がしめている。従業員規模 5~9 人規模

のものを加えれば、それは87%にたつする。従業員規模

100人以上のものはわずか0.8%である。また26年から

44年にかけて従業員規模別の事業所(民営、公営、関営

を含めて〉の増加をみると、この間 157万ほどの事業所

の増加がみられるが、うち48.4%までは従業員規模 1~

4人規模のものである(表 2)0*料

権第*もちろんこの数字は事業所統計lこ依拠しているので、

その制限がある。すなわち、これは纂本的にそれぞれの地域

に所夜する事業体を対象としたものであって、たとえば巨大

独占のように全閣に支社、工場をもっ事業体の全従業員を独

占企業体自体として把援しているものではない。

従業員数においては、この間17，348千人から38，177千

人に増加しているが、 44年時点で、全就業者の 18.4%

(約700万人〉は 1~4 人規模の事業所に所属、 5~9 人

規模所属のものを加えると、それは30.4%(1.160万人)

100人規模tJ、上の事業所に務めるものは30% (1.143万

人)である。一表3-(しかしこの数字の中には45年9

月現在、 163万人ほど存在するといわれる一労働省労{勤

務準局資料一内職労働者は入っていない)。かように、

わが国の緩済が昭和初年以降、高度化されたとはいって

も、超零細事業所の存在、つまり「家」にもとづく生

産・絡節機関の存在はけっして無視しえぬのが現状であ

る。かような点は表4にみるように、その従業員の事業
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地域社会変動構造把鐙に関する基礎的分析方法 (J二)

表1 従業員規模別都市的事業体の年次別構成比

民営十公設(非農林・水産j 民営(非農林・水産)

26年 29年 32if 35if 35年 38if 41if 44年

1-4人 82.8 80.1 77.4 75.6 76.6 75.1 72.9 72.3 
5-9人 8.9 11.2 12.7 13.2 13.0 13.2 14.4 14.7 
10-29人 6.3 6.6 7.4 8.1 7.6 8.3 9.2 9.2 
主)-99人 1.6 1.6 2.0 2.5 2.3 2.1 2.9 3.0 
100人以上 0.4 0.5 0.5 0.6 0.6 0.7 0.8 0.8 

事業所統計より作成

表2 昭和26:ifから 44年にかけての都市的事業体の

従業員規模別増加(民営・公営・国営ー非農林一)

総数 1-4人 5-9人 10-29人 30-49人 50-99人 100人以上 l

26if. 3，211，342 2，645，868 289，137 210，160 35，316 18，471 12，390 

44;r- 4，779，717 3，404，558 713，051 465，418 官5，743 ほ)，9日 39，994 

26fドから44if
にかけての増

1，568，375 758，ωo 423，914 255，258 (ρ，427 42，482 

制l ( 1ω) (48.4) (27.0) (16.3) ( 3.9) ( 2.7) ( 1. 8) 

事業所統計より作成

炎3 昭和44年における従業員規模別・都市的事業

体の従業員数(民営・公営・国営一非農林一)

エ-4人 5-9人 10-29人 技)-49人 50-99人 1ω人以上

7，448，512 3，5百1，985 4，115，257 11，426，372 

18.4 12.0 19.5 9.4 10.8 30.0 

Bg干IJ 生生年度、事業所統~I より

表4 昭和26年から 44年にかけての従業員の

地位の変化(民営十公営ー非農林)

車主: 主主 個人業主・役員

26年 16，154，079 4，459，429 

44年 36，765，755 5，212，206 

26;tユから44fflこ 20，611，676 752，777 

かけての域加 (1以)， ( 3.7) 

事業/IJi.統，¥1.1:りf'v-'JX

所内における地位をみてもあきらかとなる。個人業主の

家族長で、毒事業体からまったく賃金や給料をうけていな

い「家族従業員Jは昭和初年から44年にかけて 846千人

ほど増加、 44年現在で242万名を数えるに至っている。

もちろんそうはいっても、こうした家族従業員の全従業

員に対するウエイトはあきらかに減少しつつある。また

1-4人規模の事業体においても「常藤jのしめる割合

は44年度には25.4%をしめている。材料

ホ***ところで、ここでわれわれは何時lこ次の点、lこ?主意し

なければならない。すなわち、われわれが資料として用いて
いる事業所以計においては、「常尊重」とは、たとえ家族従業員
であっても賃金をえているものはこの中に入り、また後弟。
見翠人等も賃金・収入をえている以上この範聞に入っている

ということである。つまり、われわれが従前「家J 的生産組
織内において、家旅従業鈴の続騰に入れたものでも、たとえ

その額はわずかではあっても賃金、給料をえているものはこ
こでは「常雇」の中に入っている。また泌常、われれわれが

家族従業鈴 必; 雇 臨時・日産主

1，573，149 9，088，937 1，032，564 

2，418，776 2お，698，636 2，436，137 I 

845，627 17，609，699 1，403，573 

( 4.1) (85.4) ( 6.8) 

童話H寺.B雄、またパートと呼ぷ従業員であってもその緩(満期
間が一カ月以上であればここでは「滋濠」の中に入れられて

いる。ここで「在謀略・日雇」というのは「一カ月未満の期間

を定めて雇用されている者およびU 尊々重い入れられる者J を

きしている。

もちろん業穫によって、従業員規模別事業体のあり方

には援がある。卸小売業、サービス業、不動産業は従業

員規模9人以下層の事業体が9割から 9.5割以上しめ、

昭和35年段磁でみて従業員の 6-7割がこの療の事業体

に属している。対援には、鉱業、運搬業、空軍気、ガス、

水道業のように 1-9割人規模の毒事業体が6-7劉で、

50人以上層の毒事業体が1割近くに達する業穏群がある。

これらの業後では35年でみて従業員の6割以上がこの緩

の綴織体に属している。金電車業、建設業、製造業はこれ

ら2群の間に位置する。
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35年段階でみて金事業体数の
全国事業所の従業員規模別事業所数および従業員表5

74.1%、従業員総成比で42.2% 数の 35年から 44年にかけての祷成比の変化(民営・業縁別)
までが卸小売、サーピス業に入

る。製造業は事業体構成比で

15.5%、従業員構成比で38.5%

である。 35年から44年にかけて

上述の業種構成には基本的な変

化はみられないが、従業員構成

比で卸小売、サーピタ.菜、建設

業などがその構成比を若手なが

ら増大させているのに対して、

製造業で、は 38.5%から 35.7% 

へ、また鉱業では2.2%から0.7

Zへそれをおとしている点が注
目される。

ところで、以上の35年から44

年にかけての 9年間の従業員規

模別組織体の資本主義的分解一

発展パタ}ンを3年きざみに業

種別にみると、この間の変動を

貫ぬく運動法燃はそれほど単純

なものではなし、。とりわけ41年

以降の変容には注目すべき動き

がみられる。

(め卸小売業においては、 35

年から38年にかけて、 35年の従

業員規模別事業体構成比と比し

て 5~9 人規模、1O~29人規模

の事業体の増加割合がたかし、0

30人以上層についてもこのこと

鉱 業

事

業
建設業

f卒 製造業

数 卸小売業

構
金滋保険業

!戊

上と
不動産業

Z車輪j虫iJ業

室霊気・ガス
水道業

サービス業

全産主業

まL広 業

lA. 
建設業

業
製 i車業

主主

事主
郷小売業

1曹 金融保険業

h主 不動産業

上と
) 運輸通信業

電気・ガス
水道業

サーピス業

全産業

事業所統討より作成

1-
4 

35年 42.8 
44年 39.9 

35年 71. 9 
44年 63.0 

35年 50.6 
44if 50.5 

35年 83.6 
44年 79.0 

35苦手 52.6 
44年 40.4 

35>ド 93.1 
44年 92.5 

35年 54.7 
44年 43.8 

35年 56.3 
44年 5百.0

35年 82.7 
44年 78.5 

35年 76.6 
44王手 72.3 

35年 1.9 
44年 3.4 

35王手 14.1 
44年 11.8 

35王手 7.6 
44王手 7.2 

35f!o 45.9 
44年
36‘2 

35年 7.1 
例年 4.0 

35年 56.3 
44年 50.7 

35司王 5.9 
44年 3.9 

35年 4.9 
44年 4.9 

35年 40.7 
44年 30.4 

35年 23.5 
44年 20.0 

5- 10- 30-
9 29 49 

19.2 19.7 
6‘3 

21. 2 26.3 6.1 

12.0 10.8 2幽5
16.6 14.3 3.1 

22.3 18.5 3.9 
22.1 18.4 4.0 

11. 0 4.5 0.5 
13.3 6.1 0.9 

15.4 19.6 6.8 
13.2 26.6 11. 2 

4.3 2.0 0.3 
4.6 2.1 0.4 

16.2 16.9 4.6 
16.2 23.0 6.9 

14.3 18.1 3.3 
11. 9 16.8 3.3 

11.3 4.9 0.6 
13.1 6.3 1.1 

13.0 7.6 1.4 
14.7 9.2 1.8 

2.4 6.5 4.7 
5.1 16.0 8.2 

9.0 20.3 10.9 
11.5 24.6 12.3 

9.1 18.6 9.2 
8.6 17.8 8.9 

18‘9 18‘5 5.4 
18.5 20.7 7.0 

6.8 22.8 17.4 
4.4 23.4 20.6 

11. 2 12.3 4.0 
11. 9 13.5 5.3 

5.7 15.1 9.2 
4.8 17.3 11.6 

4.4 13.6 5.8 
3.5 11.6 5.3 

18.7 19.7 6.2 
16.6 19.7 8.0 

12.8 18.5 7.9 
12.6 20.0 9.0 

50- 100 300人
計(実数) % 9号 -z鈎 以上

4.7 3.9 3.3 9，874 ( 0.3 
3.3 2.0 1.2 9，468 ( 0.2) 

1.7 0.9 0.2 195，661 5.5 
2.0 0.9 0.2 345，920 ( 7.4) 

2.6 1.5 0.6 552，845 15.5 
2.8 1.7 0.6 739，536 (15.9) 

。‘3 0.1 。。 1，849，151 51. 9 
0.4 0.2 0.0 2，294，150 (49.3) 

3.9 1.3 0.3 51，301 1.4 
6.3 1.8 0.6 58，488 ( 1. 3) 

0.2 0.1 0.0 38，481 1.1 
0.2 0.1 0.0 127，129 (2.7) 

4.1 2.8 。臨7 66，590 1.9 
5.5 3.8 0.8 84，500 (1. 8) 

3.1 3.7 1.2 7，654 0.2 
3.4 4.1 1.4 8，032 ( 0.2) 

0.3 0.1 。。 7宮0，134 22.2 
0.7 0.3 0.1 982，654 (21. 1) 

0.9 0.5 0.1 3，561，695 1∞ 
1.2 。‘6 0.2 4，649，880 ( 1∞) 
6.4 13.0 65.2 506，213 2.2 
8.2 12.6 46.5 259，9∞ (0.7) 
13.4 16.0 16.4 1，702，031 7.4 
13.8 14.9 11. 2 3，286，6∞ ( 9.4) 
11. 0 14.9 29.7 自，905;618 38.5 
11. 2 15.8 30.5 12，463，3∞ (35.7) 
4.6 3.7 3.1 6，790，121 29.3 
6.5 6.4 4.6 10，459，6∞ (29.9) 
16.9 14.1 14.8 762，605 3.3 
15.4 13.7 18.5 1.188，5∞ ( 3.4) 
5.0 6.8 4.4 93，275 0.4 
6.5 7.2 5.0 312，9∞ ( 1. 0) 
15.1 25.0 23.9 1，241，924 5.4 
17.0 27.1 18.3 1. 898， 5∞ ( 5.4) 
10.2 31. 0 32.9 166，014 0.7 
10.4 31. 0 33.4 187，7∞ ( 0.5) 
6.1 5.4 3.2 2，989，818 12.9 
9.7 9.7 5.9 4，871，2∞ (13.9) 
8.9 11.0 17.4 23，157，61百 1α。
10.2 12.6 16.3 34，928，1∞ ( 1∞) 

はいえる。そして、この傾向は38年から41年にかけてと ~4 人規模の卒業体の増加塁手が 9.5 割をしめ圧倒的にた

りわけ 5~9 人震の増加率の増大となって現象する。お かし、が、 41年から44年にかけてそれは 8.6認に減少して

年から41年にかけて増加した事業体12万ほどの 3.4割ま いる。

でが 5~9 人規模のものである。 1~4 人規模!警は 4.4 ⑥ 製造業、 35年から38年にかけては、 35王子の従業員

割であるO ところが41年から44年にかけてはふたたび 1 規模'iJ1jの構成比からみて、 10人以上!替の事業体の増加率

~4人規模爆の増加率がたかまり、この間増加した20万 がおしなべて潟いが、 38年から41年にかけては、とりわ

事業体のうちの 7.2製がこれに廃する。しかし表にみる け 5~9 人規機、また1O~29人規模にそれが収長生する。

ように 5人規模以上層の事業体の増加割合は各j欝とも44 1 ~ 4人規模の事業体の増加率はさがる。ところが41年

年度の競稜罫Ij構成比を上限っている点には留意しなけれ から44年にかけてはふたたび 1~4人規模j替の事業体の

ばならなL、。 増加率が増大、この闘に増加した事業体7万ほどのうち

⑤サービス業は館小売業とほぼ悶様のパターンをと の6.2割まではこれに属する。 44年の製造業の従業員殺

っている。増加割合として減少傾向をしめしていた 1~ 模別事業体の構成比からみて、 1~4 人規模麗および 1

4人規模腐は、 41年から44年にかけてふたたび増加の傾 00人以上}替の事業体の場加率が目立っている。 5~99人

i勾をしめしている。 爆の増加率はおちこんでし、る。

② 不動産業においては、 35年から38年にかけては 1 ⑥建設業においては35年から38年にかけて、 35年の
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地域社会変動機迭把握に関する基礎的分析方法 (上)

構成比に比して、 5人規模以上

層において増加率がたかし、が、

こうした傾向は38年から41年に

かけていよいよ顕著にみられ、

この開場加した事業体の約4.4

部は従業員規模 5~29人規模!替

のもので、 1~4 人!穫は 4.6 測

である。しかしながらこの建設

業においても41年以降44年にか

けて 1~4 人規模の事業体の矯

加率はふえ 4.5割にたつする。

そして10人規模以上燃の卒業体

の増加率はおち、 5~9 人!習に

26.0%と収数する。

① ところで金融・保険業に

おいては35年から44:ifにかけて

一貫して経営規模の増加が看取

される。 35年から38年にかけて

すでに 1~4 人規模j習の事業体

は、全体としての事業体数の増

大にもかかわらず実数において

減少をしめし、 38年以降44年に

かけては 1~4 人)留にとどまら

ず 5~9 人規機関においても減

少が認められる。これに対して

35~38年にかけて1O~29人規模

腐を中心として99人隠にいたる

までその増加率はたかく、こう

した傾向は38~41年にかけても

持続され、 100~299人規模擦の

増加率もたかまる。しかし41年

から羽生Fにかけての増加事業体

は1O~29人規模に絞殺する O

⑧ 運輸通信業、すでに35年

から38年にかけて1O~29規模爆

の増加がもっとも多いが、こう

した傾向は38~41年にかけても

務取され、この間増加した毒事業

体の 4.1劉はこの}欝に属し、 41

年から44年にかけては従業員規

模9人以下層は笑数においても

減少を示すにいたっている。そ

して1O~29人腐を中心とした増

加傾向が顕著にみられる。

⑥電気ガス水道業において

表6

A 郷小売業

1-4人

35年 1.545.805 
(83.6) 

38年 1.ω9.394 

38/35 十63.58958.3 

41年 1.663.干09

41/38 十54.315
44駐日

44fP 1.813.374 (79.0) 

44! 41 +149.665 71.6 

8 サーピス業

1-4人

35年 65.358 
(82.7) 

十39.505
38 67.3 

+33.619 
41 48.6 

+44.788 
44 凶.2

44<手 771.4宮告
(78.5) 

一C 不動産業
1-4人

35年 :氾，8:地
:93. j) 

十四，6:;1
:対 95.0 

十25.670
41 92.2 

十16，471
86.3 

44'f. 11，760 
(92.5j 

D 製造業

1-生人

35q: 279，608 
{日).6J

38年 313，8伐)

38/35 十:)4，192
51.4 

41iド 329，224 

41! 38 +15，424 
31. 6 

44年 37:l， 397 
{自)，5)

業種別・年次別 (35年→38年→41年→
44年)にみた従業員規F莫郎事業別の変遷

5-9 10-29 30-49 50-99 100-29宮 3∞以上 百十

2(0331 ，769 83.063 9.826 4.706 1.682 (0.30∞ ) 1q，8o4∞9，.1。5)1l 11.0) (4.5 ( 0.5) ( 0.3) ( 0.1 

225.099 102.952 14.053 7.035 2.686 466 1.961.685 

十21.330 十四.889 十 4.227 十 2.32世 十 1.004 十 166+111020，.50 34 
19.0 17.7 3.8 2.1 0.9 0.2 

267.135 125.686 16-.423 8.501 3.239 507 2.085.200 

十42.036 +22.734 + 2.370 十 1.466 十 553 十 41十112030，515 
34.0 18.4 1.9 1.2 0.5 0.03 .0 

3(0143，.732) 8 1(406.i 9l0) 3 19.813 IO.189 4.359 768 2，(2l9o4o-.1o5j 0 ( 0.9 ( 0.4) ( 0.2 ( 0.0) 

十37.5宮1 +15.217 + 3.390 ート 1.688 1.120 十 261十208.950
18.0 7.3 1.6 0.8 0.5 0.1 

5-9 10-29 30-49 50-99 100-299 3∞以上 言十

89.234) 0 38.420 4，699) 0 Z，37) 14 1.027 1臼 790.134 
(11. ( 4.9 ( O. ( O. ( 0: 1 ( 0.0) (100.0) 
十 9.143 十6.446 十 1.797 十1.142 十 534 + 102 

十(l5o8o.-6。6)9 15.6 11.0 3.1 1.9 0.9 0.2 

ベト20.133 十10.644 十 1.971 一ト 1.845 十 823 + 95 十(61∞9.1.。30) 29.1 15.4 2.9 2.7 1.2 0.1 

ωト9.996 十 6.272 十 1.572 十 1，260 十 661 ベト l下。 十64.721
15.4 9.7 2.4 1.9 1.0 0.3 (100.0) 

128.512 61. 782 (10L.313j 0 (0&.786) 1 
3.045 
(0.513) 2 982.654 13.1) ( 6.3) ( 0.3) (100.0) I 

日~臼 10-29 30-49 込υ-99 100-290 3∞以上

1， 6fi7 iS8 9世
{リ 2百70 40 日 :弘4S。J1 

( 4.:l1 2.0! ( 0.3 (仏1) ( 0.0 JOIJ. 

+ 1.233 ート 6:;0 十 119 十 76 ート :391 + 6 ート41.7活
3.0 1.5 0.3 0.2 0.1 0.0 [1以).01

十1.248 + 693 十 12古 十 47 ..[.. 45 十 4 I +27，836 
4.5 2.5 0.5 。.2 .2 0.0 (100.0) 

十 1，7:11 十 641 十 1∞ 十 101 十 19 十 15 十19.078
9.1 3.4 0.5 0.5 0.1 0.1 (100.0) 

5，87甘 2，722 447 2ζ，1 凶 川町川
1 4.61 ( 2.1 ( 0.4' ( 0.2 0.1 I (0.0' I 100.0， 

5-臼 10-29 '対-49 ヨ)-99 100-299 3明)UJ:

12:1.416 102，496 21，697 14，:138 8，21沿 3，067 5')2，845 
;22.3' [18.51 ( 3宮) ( 2.6) i， 1. 5 '0.61 '100.01 

sう，025 116，l:xう 25，462 17，384 9，975 3，624 619，41俗

十日，609 十13，6:17 十 :1，765 + :;，026 + 1，772 十 557 一十66，558
14.4 20.5 -ひv 向4 4.6 2.7 0.8 100.0 

149，601 128，1Il8 27，581 18，964 10，9:泊 3，888 668，226 

十16，576 十11，885 + 2，119 十1，580 + 975 + 264 十48，8お
:礼o 24目3 4.3 3.2 2.0 0.5 100.0 

163，456 t:l5.8，15 29，571 20，494 12，210 4，553 7:紙 5:)6
122.1; 118.41 ( 4.0 ( 2.8J ( 1. 7' ( 0.6: 1100.()， 

44! 41 十44，1九十J:l.855 十 7，837 十 1，9鈎十1，5:30 十 1，260I + 665 十711し13.叩0l| 
わ12.0 I 19.4 I 11.0 I 2.8 I 2.2 I 1.8 I 0.9 

E 建設業

1-4人 5-白 10-お 30-49 50-官9 lOO-2~19 説的nJ 詩十

35{j: 140，604 23，428 21，153 4.920 3，41陪 1，707 441 195.61;1 
¥71.9; 12.0[ ，10.8 I 2.5) 1.7 I 0自/ ; O.2[ ¥100.0i 

十24，4告3 十 8，039 + 8，451 十 2，061 十 1，284 +羽 十 76 十44，9:埠
38 54.5 17.9 18.8 4.6 2.9 1.2 0.2 1100.0) 

+23，594 +11，355 十11，28~ 十 2，5下J 十 1，565 十 664 十 16 ート51.05:--1
41 46.2 2よ2 22.1 5.0 :l.l 1.:1 υ.03 (100.0) 

十29，091 十¥4，582 十 8，492 十 1，2了五 + 520 十 219 + 109 +54.268 
53.6 26.9 15.7 2.3 1.0 0.4 0.2 (IoO.O) 

44年 217，78よ 57，404 49，385 103 ，a()6 6，777 3，124 612 3{41050，2.020 } 
63.0 (16.6) 1]4.3) ( 3.11 ( 2.01 O.2[ 
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F 金融保険業

1-4人 5-9 10-29 30-49 50-99 100-299 3∞以上 言十

35年 m，9?7 
(52.6 

7，BF 
(15.4 

10，073 
(19.6 

3，511 
( 6.8 

1.99) 84 
( 3: (1.638) 2 (0.138) 2 5l0，3.00) 1 (10 

38年 26，106 8，153 12，20宮 4，521 2，807 764 228 54，788 

38/35 --25 881 十 271 + 2，136 十2I9，.O010 + 823 + 82 + 46 十 3.04.87 
.3 7.8 61.3 23.6 2.4 1.3 100.0 

41王手 24，888 7，953 14，109 5，850 3，483 973 30自 57，565 

41/38 - 1，218 2∞ 十 1，900 十471，.s9m 十 676 十 209 十 81 十 2，777
-43.9 7.2 68.4 24.3 7.5 2，9 100.0 

44年 は 6F 7.274) 8 15.58) 36 6，522) 3 3，389} 2 ( ~:gr (0.364) 1 (5lo8.s4-08) 8 (40.4 (13. (26. ( 6. 

44/41 --1137.2.6 70 - 205 + 1，427 十 673 十 2ω 十 57 + 32 十 923
-22.2 L可4;6 72.9 22.6 6.2 3.3 100.0 

G 運輸i重f醤業

1-4人 5-自 10-29 30-49 50-99 1∞-299 3∞以上 童十

35年 36E472} 9 (1108，i7z8) 0 11，243 3，O84) 2 2，715 l，8s9) a (0.47a) B 
66，5割)1

(54 . (16.9) ( 4. ( 4.1 ( 2. 

十 2，0τ8 + 1，911 + 3，2ω + 1，108 十 779 十 519 + 37 + 9，641 
38 21.5 19.8 33.3 11.5 8.1 5.4 0.4 

十1L4.0490 十 1，322 十 3，076
十 828 + 692 + 49西 十 46 十 7，550

41 17.5 40.7 11.0 9.2 6.6 0.6 

-22，6.0 14 316 
十十26I ，1 8.4 87 

十 850 十 503 十 338 十 74 十 722
-36 -43.8 十117.7 十ω.7 十46.8 十10.2

44年 (3463.ト2B8)3 (1136.J629) 7 (21宮3.?401)5 5，892) 8 4，658) 9 3，284) 5 646 84，503 ( 6. ( 5. ( 3. ( 0.8) 

日 電気・ガス・水道業

1-'1}，i 5-日 10-29 初 -1り 玖} 宮司 lQ()-Z9¥1 :llliJ主上 1'. 告t

:35'1 4.:110 1(，14O933 1 1. 38:1 255 2:37 285 95 7，658 
(56.:1) i.18.1I ( 3.3i ( 3.1) ( 3.7i ( 1. 2i 
ート 506 27 十 55 ?品十 241- 4 十 5 十 526

:Js 96.2 5.1 10.5 6.7 4.6 。町8 十1.0

十 186 102 42 十 21 13 ート l自1+ 日十 78 
!1 十お8.5 -130.8 53.8 26.9 -16.7 24.4 

264 51- 18 十 27 十 28 十 30 十 4 1 - 228 
-115.8 2.2 21.1 11. 8 12.3 13.2 1.8 

44;ド 4.7:18 
i1915.99 j 

1. :318 
f3.236? 8 

276 330 113 自.032
(5日.0) ¥16.81 ( 3‘4) ( 4.11 ( 1. 4) 

I 鉱業

1-4人 5-。10-2甘 :3U-49 筑)-99 100-299 :lOO以['.
:，5年 4.226 1.9伐) 1. 950 626 468 383 321 日.8074J 

(42.8 (19.21 (1日.7， ( 6.3.1 ( 4.7) ( 3.9 ( :，.3¥ (100. 
38年 4，3S5 2.1:39 2.285 584 394 294 221 10.27己

38/35 十 129 十 239 + 355 42 74 89 100 十 398
32.4 伐l.l 品4.2 10.6 18.6 22.4 25.1 100.0 

411.ド 4.052 2.122 2，494 602 :394 249 157 10，070 

41/38 303 17 十 209 ート 18 01 45 64 202 
-150.0 8.4 10;)‘5 8.9 O 22.3 -31. 7 -100.0 

44年 :も777 2.011 2，488 574 315 187 116 do:iif (:39.9 (21. 21 (26.3! ( 6.1) ( 3.3) ( 2.0) ( 1. 21 (100. 

44 i 41 275 111 61 28 79 62 411 - 602 
-45.7 -18.4 - 1.0 4.7 -13.1 -10.3 6.8 -100.0 

針金産業

1-4人 5-9 10-29 30-49 50-鉛 100-299 3ooUJ: 言十

35年 27f7267. .387 463.175 270，539 48.966 30.6ω 15.901 6.067 3，561，695 
6! (13.01 ( 7.61 ( 1.41 ( 0.9 ( 0.5 ( 0.1) (100.0) 

ート2o:l，242ート51，748 十弘、788 十 5.990 + 9.409 十 4，391 十 895 十(『t13080、48::1
38 ω.0 15.3 16.2 1.8 2.8 1.3 0.3 .0) 

十152.37 十92，351 十62.388 +31.355 十 7.858 十 3，72自 + 492 十{313(0}0•• 5。6)0 
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十279.655十77，118 十41.719 十日，847 十 5，760 十 3.642 ベト l0，223 91 十(4llo9o，-104)2 !i6.7 18.4 10.0 2.4 1.4 0.9 

444' 3{，372623，7j 71 684.3彼 4(2仏43J4 84.178 53.687 27.673 7.745 4，64ヨ，880
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は、結果としては35年から44年

にかけて 1~4 人規模殿、およ

び30人以上層が増えているが、

3年きざみにみると、まず、 35

年から38年にかけては 5~9 人

規模層、 30~49人j替、 100~299

人震の減少にもかかわらず、 1

~4人規模爆の事業体の増加率

はいちぢるしし、。そうして38年

~41年にかけても 1~4 人層の

増加という傾向は看取され、 5

~29人規模j習及び50~99人層は

減少する。しかしながら41年か

ら44年にかけては、こうした 1

~4人規模の事業体の減少がい

ちぢるしし、。そしてこの}習を含

めて29人以下j替はおしなべて実

数において減少する。 30人規模

以上j習は、とりわけ 30~299 人

}替は増加する。

① 鉱業においては、 35年か

ら38年にかけて従業員規模30人

以上閣の事業体においてその減

少がみられはじめるが、 29人以

下j替の率主義体の増加によって事

業体総数の減少はまぬがれる。

しかし38年から41年にかけては

1O~49人規模磁の機加のほか各

j曹とも減少、とりわけ 1~4 人

規模j習の事業体も分解をはじめ

る。そして41年から44年にかけ

ては各階層の金事業体とも減少

をはじめ、いわば全般的分解i傾

向を、とりわけ100人以上j習を中

心として顕著に示しつつある。

さて、以上みてきたところで

昭和35年から44年にかけての都

市的事業体の資本主義的分解一

発践をみるにさいして、 41年か

ら44王子にかけての発展にわれわ

れが注目する意味がかなり現確

になったで、あろう。業種別にみ

るならば、 i護輸通翁業、金融保

険業は昭和35年以降一貫してそ

の分解基軸を上昇させてきてお
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り、昭和41年以降においては10人以上震が分解基点とな

り、とりわけ1O~29人規模爆を中心として発展してい

る。電気ガス・水道楽においては41年から44年にかけて

30人以上粛にその分解基点は移っている。

また鉱業では41年以降、全額的な分解過程の進行が顕

著にみられる。これに対して不動産業では35年から一貫

して 1~4 人爆の漸減傾向がみられるが、卸小売業、サ

ービス業では全体として経営規模念上昇させる中で、 41

表7
都市的事業所の全国的分布構造とその変動(民議)

事業所構成比
3d5年長をl室∞ 事業所従業員構減比 品35年域をl∞

35年 44年 35年 44年

会図 1，∞0.0 1，∞0.0 130.0 1，∞0.0 1，∞0.0 151. 2 
北海道 39.0 41.5 139.1 46.1 44.7 146.7 
青森 11.6 12.0 134.8 8.2 9.3 171.3 
岩手 11.8 11.6 127.9 9.4 9.4 151. 7 
宮城 16.1 16.0 129.5 12.5 13.9 167.7 
秋間 12.1 11. 9 129.4 8.7 8.9 155.0 
ul 形 14.3 12.9 117.9 9.9 9.8 150.5 
福島 20.0 17.7 115.3 14.6 14.7 152.5 
茨城 19.9 18.5 121.5 14.0 15.5 166.7 
栃木 16.9 16.3 125.3 12.9 13.9 163.1 
群馬 17.5 17.5 130.2 14.5 15.6 163.0 

埼玉 お.3 幻.8 156.1 20.0 27.3 206.2 
千葉 21.6 23.6 142.5 14.7 21.8 223.4 
東京 113.5 122.1 140.5 171.1 161. 6 142.8 
神奈川 30.0 38.1 165.7 42.3 52.4 187.5 
新 j潟 27.6 26.1 1お.4 21. 5 21. 8 153.2 
家 III 13.7 12.6 120.9 11. 8 11.3 144.6 
石川i 12.7 12.9 132.7 10.8 10.7 150.6 
福井 10.3 10.0 125.9 8.5 8.0 143.3 
山梨 9.4 9.3 128.8 6.7 6.0 135.2 
長聖子 22.0 20.8 123.8 18.7 19.1 154.7 
岐阜 19.5 19.8 132.4 17.6 17.0 146.2 
青争防 32.7 33.0 131. 8 31.6 32.0 153.0 
愛知 臼.4 54.6 133.4 64.3 63.4 149.1 
三重 17.2 15.9 120.5 14.8 14.2 145.2 
滋賀 10.1 9.2 119.1 7.5 7.9 160.1 
京都 27.8 26.5 124.6 25.0 22.3 134.8 
大罪文 68.9 75.7 143.5 99.4 97.4 148.1 
兵庫 40.2 40.9 133.0 45.9 44.0 144.9 
奈良 8.6 8.2 123.7 5.9 5.6 145.4 
和歌山 12.6 11. 6 120.3 9.3 8.7 142.0 
鳥取 6.1 5.6 119.9 4.4 4.7 161.8 
島キ良 10.1 8.6 111.1 6.6 6.2 142.1 
i湾 LU 18.0 17.0 123.5 15.4 16.3 159.7 
広島 27.1 24.3 117.1 24.4 25.1 155.5 
山口 16.2 14.6 117.6 15.3 13.6 133.9 
徳島 9.3 8.6 120.9 6.6 6.3 143.3 
香川 10.8 10.1 121. 5 8.3 8.6 157.7 

15省毒 緩主日
16.0 14.0 114.4 12.6 11. 6 139.0 
9.2 8.8 124.5 6.1 6.1 150.1 

福岡 37.8 37.0 127.7 43.0 37.6 132.1 
佐賀 10.0 8.2 106.6 7.0 6.4 138.2 
長崎 15.4 14.1 119.9 13.3 11. 6 131. 2 
熊本 17.0 15.9 121. 7 11.4 11.3 150.9 
六分 12.7 11. 4 116.3 8.9 8.5 145.3 
宮崎 10.7 9.7 118.2 7.5 7.3 147.3 
鹿児奥 19.2 17.7 120.4 10.8 10.4 145.4 

年以降、ふたたび 1~4 人規模層の増加の傾向が看取さ

れる。そしてこうした傾向は製造業により顕著にみら

れ、 41年から例年にかけての増加事業所中 1~4 人!替が

しめる割合は44年の従業員規模別事業所構成比における

1~4 人!替の構成比50.5%を上回る62.0%をしめすにきを

っている。建設業においても41年以降、 1-4人規模層

の事業体の減少傾向はあきらかにチェックされ、間規模

の事業体の増加割合はふえているが、ここではとくに5

~9 人震への奴救がみられる。

こうした各業緩の運動をその中に含む総体としての運

動過程をみるならば、 35年から38年にかけて 5~9 人規

模層以上の増加率がおしなべてたかく、とりわけ10-29

人規模薦、 50人以上j替においてそれは顕著にみられ、こ

うした傾向は38年から41年にかけても看取されるが、し

かし41年から44年にかけては、ふたたび 1~4 人規模の

事業体の増加割合の橋大となって現象するという動きを

みせている。

さて、かような都市的事業体の35年から44年にかけて

の資本主義的分解一発展過程は、この間における地域の

発展に、次のように構造的に反映される運動としてもた

らされている。それは一口にいって、地域間の不均等発族

への構造的反映である。 35年から44年にかけて全国で、

かかる都市的事業体は 100から 130へ、またその従業員

は 100から 151へと増加しているが、表でみるように、地

域全都道府県レベルで捉えた場合、都市的事業体数また

従業員数でそれが減少しているところはどこもない。つ

まり、都道府県といったかなり広範域なレベルでみると、

全額の各地域は構造的にその都市的な機能を増大させて

いることが第一に指摘できる。しかしながら、このレベル

でみた場合においても、その発展はきわめて不均等であ

る。そもそも昭和35年段階でみても、わが閣の都市約諸

機関およびその従業員の地域的分布はきわめて不均等な

構造をもっていた。首都東京が前者で1.1割、後者で1.7

舗をしめている。東京以外に関東6県と山梨を加えたい

わゆる首都顔を考えてみると、前者の 2.5割、後者の3

割がここに集中していることになる。大阪・兵庫の前者

1.1鋭、後者1.5割、また静岡・愛知の前者0.9刻、後

者UUを加えると、ここに前者の 4.5割、後者の 5.4割
が集中していることがわかる。

ところで、そうした構造の上に、さらに不均等な発展

が展開される。すなわち、 35年から44年にかけて、事業

体の対全国比の構成比をました府県は 12都府県(北海

道、青森、埼玉、千葉、東京、神奈川、石川、岐阜、静

岡、愛知、大阪、兵療)。他は同水準の群E還を除いて、

すべて減少させている。とちわけ、山形、福島、滋賀、
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鳥取、島根、広島、山口、愛媛、佐賀、長崎、大分、宮

崎の各県の発展率は低い。かわって、神奈川、埼玉、千

葉、東京、大阪は発展率がもっともたかい。従業員構成

比でみると、 18府県がその構成比を増加、 21尽が河水

準、他はいずれもそれを低めている。発援率がもっとも

低い水準にあるところは、山梨、京都、山口、愛媛、福

i潟、佐賀、長崎等であれその対極には、青森、埼玉、

千葉、神奈川守ーがある。この場合、注目すべきことは、

東京、愛知、大i袋、兵態は全国土七の中での従業員機成比

を減少させていることであろう。東京の場合は、埼玉、

千葉、神奈川等の周辺郊の発展が顕著である。また全体

的にみて、九州、凶菌、中国などの西日本または富山、

石川、福井ーといった奥日本で都市的議機関の発展のテン

ポが遅いのに対して、関東、東北など東日本ではその発

展のテンポが卒いとし、う構造的な変動がみられる。

こうした地滅的な不均等発展は、前述の従業員規模別

の事業体の地域的な不均等発展としても現象している。

本橋はこうした全関レベルでの地域構造の全額的分析を

程的としているのではないので、以下、第2章第2露首以

下の論述にとって必要な限りでの芳子の点についてふれ

よう O

はじめに昭和41年から44年にかけての増加卒業体のう

ちでの 1~4 人規模農
表8

がしめる割合が、 44年 44ijõの構成上とを上廻って41年から 44~手
現在の伺j替の構成比ょ にかけて 1-4人規模様の増加率がた

かいところ。()内は44年構成比

工
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74.4% 

73.5% 

75.5% 

(73.9%) 

.(62.6%) 

(74.8%) 

(69.9%) うかびでる。とりわけ 愛知 71.1% 

東京都においてはその 奈良 78.8% 

還がきわめて大きいこ 福間 73.8% 

鹿児島 82.4% 
とがわかる。あきらか

に 1~4 人規模の零細事業体増加の傾向が濁取できる。

け8.5%)

(72.1%) 

(81.8%) 

しかしながら、他遂府県においては、いずれも 1~4 人

規模の事業所は44年構成比より 41年~44年にかけての増

加率の方が少ない。つまり全体的に都市的事業体の規模

の上昇化が翁取される。とくに 1~4 人規模の毒事業体の

増加率が低いところは次の17燥である。

きて、これらの毒事実は一体どう説明さるべきものなの

だろうか。単純には、これらの採においては、それだけ

都市的事業体の規模の上昇化が顕著苦に遂行しているとい

うことがいえよう。しかし、都市の区大化は、そのまま

都市的事業体の従業員規模の大型化した事業体の構成比

の増大となってただちに現象しない。前述の東京の例は

むしろ構造的に滋の現象が遂行していることをしめして

いる。事実、自立主の46都道府県ごとに44年現在の 1~4

人土産模の事業体の構成比を 表9

みると、表10の如く、 281県 44年の梼自主比をとくに下廻って

までは 75.0~ 79.9 %に入 41年から44年にかけて 1-4人

る。もちろん、市部と郡部 規模穫が増加したところ。
( )内は44年構成比

とでは、その構成比も奥な 主母子
46.5% (75.5%) 

り、市部においては32地域 山形 41.9% (77.5%) 

が70.0~74.9%内に、.また 福茨木島 25.8% (76.1%) 
47.0% (78.1%) 

郡部においても問じく 32地 千葉 59.5% (74.4%) 

j或が80.0~84.9%に入る。 新 i潟 53.3% (75.3%) 
富山 59.0% (78.2%) 

たしかに農村地域に比して 滋賀 49.0% (78.2%1 
都市地域においては、都市 鳥取 58.1% {75.3%) 

的事業体の従業員規模別機 島!潟綴山
56.0% (77.9%) 

52.4% (74.8%) 
成比において 1~4 人規模 広島 43.2% (73.0%) 

腐のi七震はおちている。し ill 0 47.4% (74.7%) 
佐賀 28.3% (78.2%) 

かし、その構成比のもっと 長崎 48.2% (77.7%) 

もひくい東京市部が62.3% 熊本 59.3% (77.7%) 

であり、それより以下にこ
宮崎 55.3% (76.5%) 

表10
従業員1-4人規模事業所の構成比

(都道府県・市部・郡部別)

10.0- 65.0- 70.0- 75.0- 80.0- 85.0-
64.9 69.9 74.9 79.9 84.9 89.9 

都道
1 4 11 28 2 耳~与も

子p部 1 6 32 6 1 

務部 3 7 32 4 

の 1~4 人規模!替の織成比が下がらないと L、う事突にわ

れわれは同時に注目しなければならない。つまり都市に

おいても、その都市の発幾とは事実の問題として、都市

的事業体の規模別構成比でみた場合、たえずこうした 1

~4人競模の事業体が一定程度拡大手子生産される構造を

それ自身の中に有している。そうして、こうした都市と

農村との関係として、前述の都滋府県における都市的事

業体の411f.から44年にかけての資本主義的分解一発渓の

パターンをみると、そこに次のような関係が遂行してい

ることに気付く。それは一口でいえば、郡部における 1

~4人規模の事業体の激しい分解と、対照的に都市部

における 1-4人規模の事業体の著しい増加である O

こうした傾向は例外的に少数の県でみられるだけではな

しに、逆に少数の燥を除いて、程度の差こそあれ、全般

的・機造的にかかる変動が進行している点、に大きなF持徴

がある。すなわち、北海道、 w形、福島、埼玉、千葉、
福井、長野、滋賀、兵蔵、山口、徳島、愛媛、佐賀、宮

崎の 15都道府県は実数においても郡部の 1~4 規模震の

~26 -
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事業体は減少、逆に都市部においてかかる腐は大阪に域 機関が地域的に累震発渡するとし、ぅ、それ自身地域的不

加をしめしている。また神奈川、京都、奈良、和歌山、 均等発展の構造をしめしていると同時に、府県レベルで

長崎、鹿児島の6府県な除いては、すべての燥において みた場合においても、そこでの市町村間の不均等発展が

郡部における増加卒業体中で、 1~4 人規模療がしめる割 問符に進展していることを物諮る。農村部、とりわけ山

合を上回る割合で都市郊における 1~4 人規模j習が増加 村においては農民療の脱産量化、目見地域化が進むと共に、

している(表省略)ο そこにおける都市的議機関も、とりわけ 1~4 人規模溺

このことは少なくとも、全国レベルで‘みた;場合、官官述 といった零細規模の機関は分解せさ.るを得ないという過

のように首都留を中心として瀬次北進する形で都市約諸 程が構造的に進行している。しかしながら重量村部におい

表 11 都道府県別過疎地 (市町村自治体)の進展

[¥ 
昭和35-40年 昭和40-45年 メ'"入 百十

(市ag町手口村40数年) 対過象疎町村主主数 % {新}
対過象疎町法村@数 言十 % % 

~t;毎遂 220 79 36 31 68 147 67 
予寄 森 67 6 9 10 7 13 19 
岩 手 63 10 16 16 10 20 32 
苦言 域 75 20 27 4 3 23 31 
秋 回 73 15 21 9 7 22 30 
山 形 46 11 24 11 5 16 35 
福 島 107 25 23 13 13 38 36 
茨 城 92 4 4 6 5 9 10 
栃 木 49 4 8 2 1 5 10 
群 ，馬 71 9 13 7 5 14 20 
士奇 三E 94 2 2 2 2 4 4 
手 業 94 6 6 O O 6 6 
主主 若ぞ 41 6 15 O O 6 15 
神奈川 38 O O O O O O 
新 潟 116 25 22 12 14 39 34 
2蓄 山 38 6 16 2 1 7 18 
石 JII 42 7 17 生 2 Q 21 
福 弁 39 6 15 8 3 9 23 
山 梨 64 16 25 8 5 21 33 
長 里子 134 37 28 6 9 46 34 
岐 阜 101 22 22 5 5 27 27 
毒事 !潟 85 14 16 O O 14 16 
愛 知 92 12 13 1 1 13 14 
3重 71 5 7 6 4 9 13 

滋 駕 53 2 4 O O 2 4 
京 都 44 8 18 5 2 10 23 
大 奴 O O O O O O O 
兵 長草 97 13 13 3 3 16 16 
葺寄 良 47 13 28 4 2 15 32 
和歌山 50 12 24 4 2 14 28 
，害も 取 40 6 15 8 3 9 23 
島 f良 61 38 62 5 3 41 67 
同 山 97 39 40 5 5 44 45 
広 烏 109 53 49 1 2 55 50 
山 口 57 29 51 5 3 32 56 
徳 島 53 21 40 18 10 31 58 
主寄 JII 44 6 11 O O 5 11 
愛 媛 73 38 52 3 2 40 55 
高 童話 55 36 65 4 2 38 69 
福 同 101 34 34 8 8 42 42 
イを 賀 49 14 29 4 2 16 33 
ま走 崎 80 28 35 14 11 39 49 
責詰 本 101 46 46 9 10 56 55 
大 分 61 38 62 12 7 45 74 
苦言 由奇 48 28 58 7 3 31 65 
鹿児島 97 50 52 13 23 73 75 

全国吉十 3376 898 27 8 274 1172 35 

- 27-
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てのいわゆる「家」にもとづいた農業生産組織、また都

市的議機関の分解・解体は、同時にすでにみたように都

市部における従業員規模 1~4 人震といった「家」的零

級事業体の輩出としヴ事実を対極にともなっている。こ

の場合、差是村部において分解、解体した「家」が都子行部

においてあらたに創出された「家」と直接的に結ひ、つか

ないことは事実であろう o (すなわち、農村部において

その解体を余儀なくされたもっとも生渡益事霊の劣悪な生

産・結節組織体の構成員は、都市在sへ流出した場合にお

いても、自らを食労働者としてしか位置づけることはで

きないであろう。都市においてあらたに輩出しつつある

「家」的生産・結節機関は、それなりの資産また資本を

その前提とせざるを得ない。一基底としての経営資金の

相違〕かような意味におし、て、全体的な傾向としての生

産・結節機関の自立限界線の上昇に対応して、しかもそ

の中で一定数たゆまず拡大再生皮されるところの「家j

的生産・結節機関自身の自立限界線そのものも上昇して

いるとLヴ現実が、言葉を替えるならば、従前の(典型

的には戦前段階における) I家J的生産・結節組織と現

段階における「家J的生産・結節組織との相違が、前述

の如き、市部、郡部における都市的議機関の 1~4 人裁

模層の分解一発展パターンの棺遂として如実に反映され

つつ、現段階における地域社会変動は進燥しているとい

うことがあきらかとなる。

さて、以上は、全国における都市的諸機関の41年から

44年にかけての資本主義的分解一発展パターンの分析の

一織をとおしてあきらかに吃られたことであるが、差是・

漁民層の分解をふくめて、今日、わが国の地域構造は大

きく変容しつつある。 ~'ì、過疎開題に焦点をあわせて

みるならば、それは35年から40年にかけては、表11にあ

きらかな如く山陰、問問、九州などの主として刻日本地

域における問題としてするどく提起されたことがあき

らかとなるが， 40年から45年にかけての変動をふくめて

考えるならば、過疎開題t土問日本治減と共に、なにより

も北海道地域社会の問題として、また策北地域における

社会問題としてE誌に惹起していることがあきらかとなろ
う。

本橋t土紙絡の関係から、数到にわけて発表せざるをえ

ないが、かような過疎開題がきわめてするどく惹起され

ている北海道地域社会をその分析対象にすえ、北海道

215市町村の現実の変動過程を、すでに前述せる視角か

ら分析し、そこに裁に寅かれている運動法則をあきらか

iこすることを目的としている。このさL¥われわれは、

まず、人口動態から問題に接近し、ついで、都市 農村を

含めた全地域の農民腐の分解と都市的事業所の分解・発

渓形態をあきらかにする。さ当然に地域の康業機迭・変動

の問題、また幾、工、磁問の生産額と地域ii.築、さらに

地減の生産・結節機関の分解・発展形態が問題となる。

そうして、こうした 215市町村における生産・結節機関

の分解・発表形態を基底において、それをすでに前述せ

るリージョン IおよびEレベルで社会的に統合する中核

都市のかかる生産・結節機関レベルで、の運動法則のより

詳級な分析が問題となる O 最後に、われわれは、北海道

という l地域社会を分析対象にすえた研究の一般化の程

度の問題にふれざるを得なし、。そこでは当然に、本:務:で

はその片鱗にしかふれられなかった全鼠レベルでのかか

る池波発展構造の問題がふたたび提起されざるをえない

であろう O

すでtこみたように本稿の目的は、地域社会の構造変動

を、すなわちその資本主義的構造発展を、 リージョン I

およびEレベノしで、従えることをi在援のお的としてはいな

L 、。そうした変動の基底として存在する農業・ヱ業から

商業・サービス業をふくめた全産業の生産・結節組織体

自体の資本主義的な分解一発展形態の市町村レベんで、抱

綴されうる法則伎をあきらかtこすることを臨畿の目的と

している。本橋では市町村レベルでみた場合のいわゆる

階級的な払抗関係、またそこでの現実的な諸偶人の金生

活の役会的再生産過程をとおしての行動様式、すなわち

その生活様式をとおしての階級的矛盾の止揚過程、文化

様式の変容の問題等々は、一応分析枠外においている。

これはまた別に燦掬さるべき重要な主題である。

本橋(その 1)での作業はグ'ループ共同で行なった

が、復接の執祭分扱t土、序章は布施、第l主主は)11崎、第

2主主は神田、布施である。全体の統ーは布施の資任にお

いて行なった。なお、本研究にさいして、その集計作業

の一端を生活教育研究室の安部、三回、勝又、!f-J11君!ら

学生諸君きが怒ったことを記さなければならなし、。

(1) 鈴木栄太郎 r都市社会学原怒J (昭和当2王手・有斐閣又l土、未来主主
鈴木栄太郎著作集第六巻)とくに第三議都市の機能を参照せよ。
(2) 布施鉄治「地域機発と学卒労働力移動J(北大教育学部産業教育

言十殴研究施設研究報君子毒事・第五号・昭和39年)
(3) たとえば労働省の「賃金稼造主基本識変」によっても，昭和44年
の製造業生産労働者の賃金は努子平均で東京57，3∞円，全国平均・
54，4∞円であるのに対して，北海道においては， 50，100円である。
そして，さらに企業関絡室長がそこに存在することはいうまでもな
むミ。
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(4) 鈴木栄太郎の場合，その r都市社会学原理』であきちかなよう

に都市にある議機潟をその生産量機能をもっ機関を含めてすべて結

節機関として一括している。しかし，都市，それに農村において

都市的機能をもっ集落に存在する機関は，基本約に生産量機関と結

節機鈎にわけてtE主ねばならぬと考える。かかる点に関しては布

施鉄治 rJ由域j(北大教育経済研究会総r経済と教育JÐ{1和39~ .東
洋館出版社所収)を参摘されたし。

(5) 布施鉄治「地域際発と地域社会変動機造j(北大教育学部産量業救

育計画研究施設研究報告審・第六号.al:1和41年)第五章・拠点工
業開発都市における地械社会構造の変動を参照されたし。

第 1章 地域構造と人口変動構造

第 1節 人口分析からみた地域社会構

造変動

地減社会構造の変動を分析する際にわれわれが最初に

用いる指標は人口変動である。人口の動態は社会構造を

分析する際の基礎をなすものであることは人口学や人口

理論の諮成巣をもち出すまでもなく切らかである。

人口研究の領域は古典的な経済学説の最も論争会呼ん

だ領域の 1つであった。われわれはこの小議においてこ

のような人口研究の領域を体系だって論述することをさ

げて霞援事実の分析に当る。われわれが社会構造変動の

分析に取り組んだ対象は北海道全域215市町村である。

われわれが北海道の人口変動の分析に際して用いた資料

は n~勢調変J であった。われわれはまず大正 9 年から

はじめて昭和45年までの各市町村の人口実数をとらえ、

これをもとにして昭和30年な 100とした人口変動指数を

作成した。これらの主主礎資料のつみ重ねの上にわれわれ

は2つの作業を行なった。 1つは昭和25年以後5年ごと

の人口増減率地図の作成、つまり人口増減の地域的(自

治体)構造を把援する作業。もう l つは大正 9~から昭

和45年までの各市町村ごとの人口変動に基づく市町村レ

ベルで、の人口動態類裂の設定である。ついでわれわれは

この類型の地域的動態的な分析を行ない、北海道におけ

る人口動態の地域構造をとりおさえた。前者は北海道の

人口変動なマクロな形で把握することを録的とし、後者

は人口変動をミクロな形で地域史的に把援することを忍

約とした作業である。われわれはこれらの2つの作業を

通して北海道に現に惹起している人口の激しいナダレ現

象とその構造的な集中化現象をはっきりとみてとること

ができた。第 1の分析と第2の分析はともに明確にこの

事実を実蕊するであろう。

第2節北海道の人口変動

一人口増減率からみた分析ー

われわれは全道215市町村の人口の増減率の地閣を作

成することによって北海道全体の人口変動をトータルに

把握しようと試みた。人口増減率をわれわれは8つに分

類した。

① 30%以上増加

② 20%以上30%未満増加

③ 10%以上20%未満増加

④ 0%以上10%未満塙加

⑤ 0%から10%未満減少

⑥ 10%から20%未満減少

⑦ 20%から30%未満減少

⑧ 30%以上減少

これらの基準によって昭和25年から5年ごとの人口増

減の地図を作成した。

A 昭和25年から昭和30年迄の人口増減率地図(P30) 

8 昭和30年からsjg手1135年迄の人口増減率地図(P30)

C 昭和35年から昭和40年主主の人口増減率地図(P31)

D 昭和40年から昭和45年迄の人口増減率地図(P31)

これらの地図の作成から得られた結果についての要点

は次の如く表現される。

(1) 昭和25年から昭和初年までの人口増減率の傾向

昭和30年まで全道的に人口の増加の傾向がみられる。

早くも道央ベルト地殺といわれる札幌、恵庭、千歳、苫

小牧などの都市の人口増加が30%以上となっていると問

時に、帯広、新得、上士幌、上)11、緩臼でも30%以上の

人口の増加がみられた。他方、人口の減少もまたあらわ

れはじめている。登宮、小平、歌志内、砂原ではすでに

10%から20%の人口の減少があらわれており、道内の漁

村地帯における人口の減少が特に目立っている。しかし

基調としては全道各地減の人口は橋加している。

(2) 昭和初年から昭和35年までの人口増減率の傾向

昭和30年から昭和35年の時期になると人口が増加して

いた地域が次々と減少地域に変ってゆく。 10%から20%

の減少を示しはじめた地域は、湧別、主主間原、、新得、

増毛、浜主主、厚問、美子都、島牧、福島、銭亀沢、南茅部、

椴法務などのような、やはり遂弱から道北にかけての日

本海側の漁村地域であるという点が特徴的である。 10%
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教育学部紀要第 19号

までの減少地域もまた著しく治大した。その数は97に達

している。それは道南から遂北にかけての農漁村地帯で

あり、また十勝の畑作地帯においても、かかる傾向がみ

られはじめる。

(3) 昭和35年から昭和初年までの人口増減率の傾向

減少の傾向は昭和35年になると全道的に広まった。 10

%から20%の減少を示す地域が急増したのに加えて、さ

らに20%から30%の減少を示す地域が出現したことが大

きな特徴としてあげられる。それは次の地域である。

芦別、歌志内、上砂川、奈井江、美唄、夕張、楽沢、

占縁、湧Z昔、幌加内

これらの地域は鉱業地域という性格をもっている。こ

のことは30年以後の高度経済成長にもとづくエネルギ一

政策の転換が具体的な姿となってあらわれたことを示し

ている。以前に10%1とりの減少を示した地域はさらに10

%から20%へとその減少本を深めている。

他方、札幌は人口を30%以上増加させ、苫小牧、登別

(前線別)、白老など滋央ベルト地帯と呼ばれる地域への

人口の増加が進んだ。これと共に、各地方中核都市の人

口の着実な増加がみられる。帯広、 ~II路、旭川、北見を

はじめ留萌、滝川、岩見沢、江郎、恵庭、千歳、 2主演、

虻田などの地域がそうである。

このように食道の人口の変動構造は道夫ベルト地滑へ

の集中的増加を頂点として、地方中核都市の箸突な人口

増加と炭鉱都市の急減少と幾漁村の人口の着実な減少と

いう 2つの相反する方向へと分解を深めてゆく。

(4) 昭和40年から昭和45年までの人口増減率の傾向

昭和40王子から昭和45年の時期の北海道の人口の変動は

すさまじい様絡をもつに至った。人口の高い修の形成と

落ちこんだ谷がかつてない規模で遂行した。漁村、炭鉱

都市についで急激な減少を示した深い谷とでもいうべき

地域、つまり30%以上の減少地域は、

猿払、幌加内、小平、沼回、鶴居、阿寒、音別、南富

良野、大海

であった。

さらに20%から30%以上減少した地域は、

中JII、音威子府〈前常量産)、初山別、西興部、滝上、上

JII、白i権、丸瀬布、湧別、奈井rr、重量浦、神窓内
である。

また、小得、函館、深川などかつての中核都市の人口

の減少が進んだという事実も主主gすべき現象である。

人口の増加地域は28にすぎなし、。これらの地域は2つ

の特徴をもっ若手にわけられる。ひとつは道央中核ベルト

地帯に属する自治体群であり、ひとつは地方中核都市君事

であり、後者には、その憐接する町村との構造的結びつ

きをもって人口増を行なっているものもみられる。

A 道央工業ベノレト地帯自治体群

札幌一蕊庭一千歳ー苫小牧一白老一腕!ðlj-~義務一伊

達一虻田

B 地方中核都市群

札幌一石狩一江別ー岩見沢

鋭l路一銭11路村

宇野広一音更一幕別

1illJII一東鷹柄

区西館一亀随一上機

このほか、岩内、淀川、稚内、北見、途車皇、中様津

(ただし函館は低滞〕

われわれは以上のような人口増減率の君主史的な推移か

ら北海道地域内においても、過疎と過密の2極分解がまI!!

域変動構造自体として王手ごとにますます深くなってゆく

過程をはっきりと認めることができる。

われわれが知るきぎり、昭和38年から45年にかけての

第2期北海道総合開発計磁は次のような論理構造をもっ

ていた。それは一口でいうならば、 27年から10カ年にわ

たった第1期総合開発言十留が、食糧増産、地域資源の開

発、電源開発などの広域総合協発であったのに対して、

第2期計画は第2次産業、なかんずくE重化学工業誘致の

ための産業基盤整備に主重点をおき、戦絡的地域として道

央工業ベルト地帯を設定、ここにE重点的に財政投融資を

行なうことによって、道内他地域に波及効果を及ぼすこ

とをとおして、全体としての北海道地域社会発擦を計ろ

うというものであった。しかしながら以上われわれがみ

てきたところであきらかなように、市町村レベんでの人

口増減を指標にしてみた限りにおいて、事態は全く逆に

展開している。すなわち波及効果はプラスの俣~濁ではな

しにあきらかにマイナスの形であらわれている。

第 3鮪北海道の人司変動 2 

一人口変動類型をとおした分析一

それぞれの地域社会はそれぞれの歴史をもっている。

人口変動も又それぞれの地域住民の生活史な反映した性

格をもっている。次にわれわれは第2の分析として、さ

らに詳細な形で各地域の歴史的な人口変動を分析する。

われわれは人口指数から各地域ごとの大正9年から昭

和45年までの人口指数のグラブを作成、次のような獲理

結巣を得た。

A 人口減少地域群

1 昭和25年を人口のピークとする地域群

2 昭和30年 グ

3 昭和35年 グ
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地域社会変動構造把援に関する基礎的分析方法 (上)

4 昭和40年 グ

B 非人口減少地域群

5 非増減地域群

6 増加地域群

これらの分類はさらに戦前と戦後を比較することによ

って総分されている。すなわち、人口減少地域群は人口

の落ち込みによってその動態のパターンが異なってくる

からである。

全体として北海道の人口指数の推移は昭和30年までえ苦

笑に増加していたが、その後停滞的に推移しているO し

かし個々の市町村をとってみると雨極に分解しているこ

とがあきらかとなる。

図1-2
北海道の人口指数の捻移
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A 人口減少地域群

(1) 25ピーク地域群

昭和25年をピークとする地域群はさらにその歴史的な

性格から2つに細分される。第1は昭和15年に谷をつく

り得び上昇し昭和25年をピークとする地域。われわれは

これを25ピークA地域君事と呼ぶ。第2は地域社会が形成

されて以来、人口が上昇しつづけ昭和25年をピークとす

る地域群。われわれはこれをおピーク B地域群と呼ぶ。

昭和25年を人口のピークとする地域群は28地域である。

(a) 25ピーグA地域群

この地域群は15地域を数える。この地域群に属する地

域は次の通りである。

積丹町、神恵内村、京極町、真狩村、ニセコ町、磁寿

都村、赤井川町、共和村、大滝村、摩関村、中頓別町、

音威子府村、著喜茂別町、塗1南町、剣淵町

この地域群は主として札幌市に近接するが交通の不便

な山村と漁村から形成されている。昭和45年度の人口規

模の分布からみると 2千人から 4千人規模の人口数をも

っ地域群で、もある。山村のほとんどは畑作地帯であり、

ばれいしょが1主要な生産物である。

図から明らかなように、これらの地域の昭和45年にお

ける落ちこみは戦前の水準をはるかに超えている。

(b) 25ピーク B地域群

A地域群が戦前に一度人口減少を記録し、戦後にかけ

図1-3
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て回復、その後再び急激な人口減少を起こした差是山村地

帯で、あったのに対して、 B地域群は純粋にJll裂を形成し

ているoこの地域若手は次のとおりである。

上砂川町、泊村、湧別町、小平町、三三石町、豊演l!lJ、

砂原町、留辺楽町、議官富町、歌志内市、寿都町、森田了、

端野町

合計13地域からなるB地域群はA地域群とは異なる地

域的性格安もつ。それはほぼ北海道の海岸線にそって点

在している半農半漁地域(その大部分は畑作〉と歌志内

図1-4
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教脊学部紀要第 19.j予

上砂川、治、小平のような鉱業地域とから形成されてい

る。 B地域群はA地i域群に比して昭和25年の人口ピーク

がはるかに高くなっている。 A地域群が二段の務差をも

って減少し続けてきた歴史をもつのに対して、 B地滅容宇

はえ雪突に増加をとげsi1和25ffで減少しつづけただけに減

少水準はA地域群に比してはるかに低いといえよう O こ

の地域群の人口の落ちこみはおおむね大1E9年水準かそ

れに前後した水準である。

(2) 昭和30年を人口のピークとする地域群

昭和30年をどータとする地域群もまた2つに細分する

ことができるo 1つは昭和15年を谷とし昭和初年にピー

クに達し、それ以後減少しはじめる裂であり、もう 1つ

は地域社会が形成されて以降上昇をつづけ昭和30俸のピ

ークから減少しはじめる山裂を形成する地域若手である。

この型は昭和25年のどーク地域鮮と 5:1f.の日、?室長をへた人

口減少地域若手とみなすことができる。

われわれは前者を30ピークA地i当日群、後者てど30ピー夕

日地域群と呼ぶことにする。

全体として、昭和30:停をピークとする地減税は72地域

を数える。これは全体の分類を逸して絞も多い裂であ

る。

(a) 30ピークA地域群

25ピークA地域群と悶じ裂であるが戦前の人口水準は

昭和30年のピーク時々にくらべて25ピークA地域群よりも

低い。それは25ピークA地域群よりも人口の減少傾向が

それほど進んでいないことを意味するとわれわれは考え

るO しかし、昭和45年における人口水準は大正9年の人

間1-5
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日指数と!湾じかそれと前後するまでtこ至っている。この

裂に入る地域群は合計27であった。われわれはこれをさ

らに厳密に3つに綿分した。

(1) 30ピークAI地域群 これは昭和5年に山をつく

り昭和15年に谷なつくる地域若手である。それは次の17地

主主て、ある。

浜益村、驚橋l!ly、F日竜町、 1民主主IUy、西興部村、佐呂間

IlIJ、秩父別町、洞爺IHr、初山別村、礼文町、楽沢町、

島牧村、業rd-ilそJlI町、比布町、猿払村、 i首毛町、東料

UL村

この下位地域若手は戦前の人1:1水準のどの時点における

よりも昭和45主F段階における人口の滋ちこみが深L、。

同 30ピークA豆地域群 これは昭和5年に谷をつく

る地域群である。それは次のH自滅若手である。

天Z昼間J、絞戸町、 平日空襲D庁、合子l灯、 浦臼町、 言語越町、

深川市

図1-6 

~PA Il地域群
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これらの地域は昭和45年における人口減少の水準が戦

前における最低の水準にほぼ等しし、。この中には深川市

のような差是村都市が含まれている。

付 30ピークA湿地域群 これは昭和15年に谷をつく

る地域若手である。それは次の15地域である。

秩父別町、増毛町、池田町、洞爺町、比布町、新十津

川町、烏牧村、東利尻町、楽沢町、初山別村、猿払村、

礼文町、浜頓別町、 l漆別町、池田町

この地域群は昭和45年の人口水準がほぼ昭和15年の水

準つまり戦前の議低の水準に等しし、。しかし、新十津川
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地竣社会変動構造把援に関する基礎的分析方法 (上)

!図1-7
30PA沼地域苦手

十勝:段別府
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町、島牧村、楽沢町だけは昭和45年の人口水準が戦前の

どの持点にもましてその落ちこみが深L、。

以上われわれは30ピーグA地域群を調査分してみたが、

この地域群はまた北海道における平均約な人口規模をも

っ地域つまり l万人から 2万人の水準にある(昭和45年

時点〉。

(b) 30ピーク B地域群

この君主に属する地域群は44を数えた。地域的性格とし

ては第1に遂内の差是漁村地帯と十勝を中心とする畑作地

機である。この地域群もまたさらに細分される。 1つは

昭和45年Aの人口水準が昭和5年の水準に前後する地域

君卒、もう lつは昭和20年以後の時点の水準と前後する地

域である。われわれはそれらをさらにそれぞれ30ピーク

B 1地域群と30ピ-;7Bll地域群と呼ぶ。

(イ) 30ピークBI地域群

この地域君事は昭和5年もしくはそれ以前の時点の人口

水準にほぼ近い人口の落ちこみを示している。それはお

地域である。

椴法華村、八雲町、女満別町、壮撃事町、沼田町、鶴居

村、中川町、中富良野町、松前町、利尻町、厚真町、

東川町、'戸井開I

(ロ，) 30ピーク Bll地域若手

この地域群はほぼ昭和20年の水準に近し、。このことは

30ピーク B1地域若手に比して人口の落ちこみがゆるやか

であることを示している。その数は26を数えているO

苫前町、鹿部村、木古内町、南茅部町、知内町、大野

町、福島町、七飯町、今金町、北様山町、乙部町(以

関1-8

30PB 1 地域君事
網走:女満別町
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上道南地帯)

大樹町、中札内村、訓子府町、新得町、上士幌町、本

別問、上漁別、清水町(以上道東地帯〉

由仁町、妹背牛町、北村、江苦s乙町、当麻町〈以上空

知・上JII地方〕
遠別町、えりも 1I日

約半数近くが道南の農漁村地帯であり、あとは道東の

畑作地様、空知地方の米どころが、この地域苦手女形成す

図1-9
30P B II地域群

渡島:木古内町
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教育学部紀婆第 19号

る。この地域群は1万人から2万人規模の地域である。

このほかに30ピーク B地域群でありながら戦前のlE!i¥i1

な数字が不明なために比較できない地域があった。それ

は次の5地域である。

黒松内町、東軍手似村、欧主主IlJj、忠類村、:y;:別田J

図1-10
30PBill地域若手

十日除更別 村
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(3) 昭和35年をピークとする地域群

昭和35年をどーグとする地域群もまた2つに総分でき

る。第1の型は昭和30年から昭和35年を高原のようなピ

ークとする地域群である。第2の裂は山裂をなす地主義者手

である。われわれは前者を35ピークA地域群、後者を35

ピーク B地域群と呼ぶ。 35ピーク地域群は合計60の地域

を数えた。

(a) 35ピークA地主主群

35ピ t1A地域若手は合計23を数えた。われわれはこの

地域君事も又さらに人口減少の戦前と戦後の水準を比較す

ることによって 3つに細分した。第1は昭和15年以前の

水準まで落ちこんだ地域群である。われわれはこれをお

ピークAI池域群と時ぶ。第2は昭和20年前後まで滋ち

こんだ地域群。第3は昭和25年のレベんまで務ちこんだ

地域群。われわれはそれぞれ35ピーグAlI地域群、 35ピ

-t1Aill地域群と呼ぶ。

(1) 35ピークAI地域群
この地域群は35ピークA地域群のやで最も人口減少が

進んでいる。それは6地域である。

大成町、美唄rli、滝上町、音別町、愛7J1j町、輿f!ll町

美唄i督7J1せは鉱山、夫成町は漁業、愛別は水筒、その

他は焔{乍~中心とする地域である。

鴎1-11
35PA 1 地域群
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(吋 35ピークAll地域群

この地減群はほぼ昭和20年水準まで昭和45年の人口水

準が落ちこんだ;地域である。それは次の 7地域であっ

1':"0 

丸瀬布町、夕張市、三銭市、赤平市、長沼町、小清水

町、厚沢部町

この地域群には夕張、三宝生、赤王子とL、う炭鉱都市が含

ま*Lている。
関1-12

35PAll地域群

?i!知:夕張市

ハυ

ハυ
A

U

A

U

A

υ

5

4

3

2

1

 

噌

ta

動・
3
ふ

司

自

由

樽

‘

E
A

唱
E

;jl …ァX
/¥  
一/

70 

60 

50 

40 

T S 
9 5 ffi ~ a 30 35 ~ ~ 



地域社会変動構造抱援に関する基礎的分析方法 (上)

(!~ 35ピークAill地域苦手

この地域群はこれまでどの地域群にもない比較的人口

減少が浅い地域群である。それは昭和25年以後の水準へ

と落ちた地域群である。この地域群は35ピークA地域、税

金体の人口の落ちこみの傾向を特徴づけるものとわれわ

れはみている。なぜなら、このような落ちこみは以前の

どの地域群にもみられなかったものである。それは10地

域を数えた。

雄武町、1f!来町、'*室町、芦別市、津別町、美瑛町、

余市町、上富良野町、足寄町、鵡川町

図1-13

35PA湿地域群

後志:余市町
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この地域群は人口水準が1万人から2万人規模の地域

である。津別、美瑛、余市、上富良野町、 E手来は稲作地

域、足苦手、雄武、茅2震は畑作地域である。芦別市は代表

的な炭鉱都市。

(b) 35ピーク B地域群

昭和35ピークB地域群は37地域ある。この地滅の人口

の務ちこみ傾向の中には、たしかに戦前レベルの水準の

地域が6地域あったが、全体として戦後水準とりわけ昭

和25年から30年前後の水準に落ちついている。これらの

地域は中核都市から最も離れた地域を形成しているとい

う点が特徴的である。

われわれはこれまでの手法により人口減少水準によっ

てさらに35ピークB地域群を3つに細分してみた。第1

は戦前水準に洛ちこんでいる地域君卒、第2は昭和22年前

後の水準に落ちこんでいる地域群、第3は昭和30年から

昭和35年まで落ちこんでいる地域群であり、われわれは

それぞれ第1地域穏を35ピーク B1地域群、第2z.35ピ

-PBH地域群、第3を35ピークB湿地域群と呼ぶこと

にする。

(イ) 35ピーク B1地域群

この地域群は前に述べた通り 6地主主である。

鹿追町、美深町、 i資JI!.田了、白滝村、阿寒町、奥尻町

鉱山のある阿寒町を徐いてすべて畑作地域である。

留1-14

35PBII地域群
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同 35ピ-PBH地域群

この地域群は35ピークA源地域群においてあらわれは

図1-15

35P B II地域群
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じめていた傾向をうけついでいる。次の18地域である。 昭和羽生ドをピークとする地域群もまた2つに縮分され

斜竪町、常呂町(以上網走地方〕 る。 1つは停滞をつづけそののちに減少しはじめる地域

柴山町、月形町、海幌町、奈井江町(以上空地方〕 君章、もう 1つは増加をつづけ高い水準で減少をはじめる

l主主王将、下川町、土別市、朝臼蹄J(以J二上川地方〉 地域群である O われわれは前者を40ピーグA地域群、後

追分町、積別IBJ(以上胆振地方〉 え告を40ピーク B地域群と 1I手ぶ。 40ピーク地域群は合わせ

上の閥的、熊石田J(以上檎山地方) て18地域を数える。この地域鮮は海岸線に沿った主要都

仁木町、平取町、白糠町、幌M;IAJ r有に多いとL、う特色をもっているO つまりこの地域群は

奈井江町、穂別町、白糠町などの鉱業地域のほかに道 商業的地峡とL、う性格をもっている。

j七の稲作地平告がこの地域群を形成する。 (a) 40ピークA地域群

付 35ピークB源地滅群 この地域群は9地域をえるO

この君主に隠する地域群は35ピークA地域群にはみられ 2富良野市、当別町、終走市、瀬棚田J、尻岸内陸丁、紋Bせ

なかったより人口減少の浅い地域ということができる。m-、小棒市、阪館市、江差町

このことがおそらく 35ピークB地域若手全体を特徴づける 図1-17

とわれわれは考える。それは次の13地域である。

日高町、減河町、門別町、新冠町(以上臼i潟地方〉

厚岸田丁、標茶町、弟子殿町、'jJ1j海村(以上線~I地方)

校拳町、新篠津村、 ir号機日1]、 l~)111灯、美幌町

関1-16

35PB湿地域群

日高:新冠町
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35 ピーク B地域若手は主として日潟地方の重量山村と郵II~各

地方の農村から形成されている。

われわれは以上の観察から35ピークB地域群は30ピー

クA地域群に比して人口減少の水準が浅いということ。

さらに潟じ35ピーグ地域群のtやでも35ピークA地主主群と

35ピークB地域群の人口減少傾向は差異があり、 A地滅、

群は沼地域群よりも人口の減少傾向でより深いというこ

と。以上の諸点の指摘が可能であろう。全体として35ピー

ク地減若手反戦後時点の減少水準に止っているといえる。

(4) 昭和40年をピークとする地域群

-38-

40PA地域苦手
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小樽、語録館、網走、紋別、富良野というような人口規

模の大きな務業都市にすら人口減少が起きていることを

われわれは知らされるのである。この型の地域群は35ピ

ークA地域群とほぼ類似しているO それは5年の時間差

をもっ高原状のピークを形成する。 35ピークA地域若干が

炭鉱都市を含んでいたのに対して40ピークA地域群は海

岸線に点、夜する都市とL、う性格をもっている。

(同 40ピークB地域群

9地域がこの裂に属する。

倶知安町、4;苦手市、留萌市、標津町、広尾町、羽幌町、

静内町、 1菊富良野町、羅臼町

この地域訴もまた商業都市の性格を強くもっている。

しかし、 A地域群と異なる点は人口減少水準がはじまっ

たばかりであるとL、う点であろう。 A地域群は長く伸び

なやみ、そのうちに減少しはじめたので、よワ一層人口



図1-18

地域社会変動構造把渥に関する慕礎的分析方法 (上)

遠軽町、根El[市、室蘭市

40PB地域群
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i減少水準が深くなっている。

B 非人口減少地域群

(5) 非増減地域憲章

人口が減少を示してはいないがこの5年間人口の増加

減少も示さない地域群がある。この地主主群は小樽や溺館

がたどったと同じような裂をたどるとわれわれは予測す"

る。それ故ここでは一応40ピーク地域群に入れて総括し

よう O それは次の 3地域で、ある。

国1-19

非増減地域苦手
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この地域は硲ヱ都市としての性格をもっている。にも

かかわらず停滞があらわれている。

全体として40ピーク地域群は主要喜な磁工都市を含んで、

いる。人口の落ちこみがわずかであるとはいえ、このよ

うな主要な都市においてすらも人口の減少あるいは停滞

ヵ:はじまっている。

(6) 増加地域群

われわれはこれまで人口の減少地域をいくつかに分け

てみてきたが、最後に人1=1の増加地域に限をむけてみよ

うO 場主目地域群L]:逆に人口の増加の水準によっていくつ

かに総分することができる O

a 干写増1)11地減若手

b 低増加地主主群

c 高増加地域群

d 趨増加地域群

増加地域若手は合計28地域であったから北海道の全市町

村の10%強にすぎない。しかしこの地域に北海遂の人口

の約40%が集中している。

(a) 再増加地域群

人口が戦後に務ちこみながら存びもりかえしつつある

地域をわれわれは認めることができた。これは人口の増

加地域がきわめてまれで、ある以上にまれなケースであ

る。 9地域からなる再増加地域群は次のとおりである。

上磯町、器内町、音3芝町、華客別問、士幌町、浜中町、

~II路村、東勝裕町、石狩IR了

間じ蒋増加地域若手でも、石狩町、東驚楠町、銀!路村、

園1-20
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幕別町のようなのちに述べる人口の高い増加地域に隣接

する地域の伸びが急である。それはそれぞれ札幌市、旭

川市、iWlI路市、帯広市に隣接する地域である。これに対

して残りの地域は人口の増加の回復のテンポはゆるやか

である。この中で帯広市周辺の 3地域が存期加君主を示し

ているのが特徴的である。

(b) 低犠加地滅群

この地域群は昭和30年の人口の水準に比して 130%以

下の伸びを昭和45年時点において示す地域である。それ

は5地域ある。

伊達町、稚内市、広島町、場鬼沢市、中標津町

図1-21

低増加地域哲学
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この地域は共に商業約な都市で‘ある。問符にこれらの

都市は稚内市、中標i撃を徐いて道央ベルト地帯に入って

L 、る。

(c) 高増加地域群

この地域群は昭和30年に比して昭和必至手の伸びが 130

%以上に達している地域を含んでいる。それは次の7地

域である。

恵庭市、帯広市、北見市、旭川市、滝川市、千歳市、

虻田町

これらの地域は帯広市、北見市、旭川市、滝川市のよ

うに農村地域安背景として形成された商業都市で、ある。

(d) 超増加地域群

超増加地域群は北海遂において最も急な人口増加を示

した地域である。それは次の 7地域であった。

亀関町、札機市、iWlI路市、登別市、苫小牧市、潟老町、

江別市

-40-

図1-22

潟増加地域群
十勝:帯広市
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図1-23

・超増加地域群

石狩:札幌市
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地域社会変動構造把援に関する基礎的分析方法 (上)

超増加地域群の特徴はちとりわけ昭和35年以後に人口 付金道215の市町村の全般的な傾向としては、夜倒的

が急な増加をとげた点、にある。またこの超増加地域群は に人口の減少が波状的に深化しているということ。し

札幌、吉小牧、白老、登別そして江別のように道央ぺん かも早い時期(とりわけ25年段階〉に人口減少をおこ

ト地帯に集中的にみられる。そのほか亀田町の人口の増 した地域ほど昭和45王子の時点でのより一層の人口減が

加が特に沼立ってし必。この15年間に3.5傍にもなった 著しいということ。しかも戦前段階においてすでにー

のは亀田町のみでる。すでに人口減少傾向をもちはじめ 度人口減を経験した町村ほど現段階での人口のおちこ

た古い都市函館市とは対照的にそのベットタウンとして みが激しいとL、う特徴があきらかに看取されるという

の急m町の急激人口増が表取されるのである。 こと。

われわれは以上で北海道における人口変動の史的分類 ω 人口減少の傾向は、その動態のパターンごとに、す
を終わるが、以上のカテゴリーに入らない事例があった なわちここでいう人口ピークごとにみるならば、 25年

ことをつけ加えておきたい。それは次の 7地域である。 30年、 35年とそのピークが移るごとにたんに農漁村の

われわれはこれを2ランダムピーク地域群と呼んだ。 みではなしに、 35年には炭鉱都市に、そして40年には

生田原町、長万部町、砂JIIIBJ、幌加内町、北竜町、東 古くからの商業都市にまで人口減少の波がうちよせて

神楽町、様似町 いることが看取されるということ。

図1-24 同 その対極である人口の増加地域t士、きわめて限られ
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た自治体においてみられるにすぎないが、とくに道央

工業ベルト地帯への集中が顕著であること、また地方

の拠点的な都市への人口集積がその隣接せる町村を含

めて現に惹起していること。かかる構造が表取できる

こと。

以上の考察をとおしてわれわれは北海道の人口変動の

運動方向が地域的にますます2極分解をてげているとい

う事実を指織することが可能であろう O

第4飾北海道におけ人口変動の構造

的特賞

I 人口変動緩裂と人口増減率

官官露首においてわれわれは、北海道における人口変動を

マグロな形とミグ戸な形で考察してきたが、とりわけ後

者の考察においていくつかの人口変動の型を設定した。

前者と後者の関係、すなわちこれらの裂と人口の増減率

との関係をわれわれはあきらかにしておく必要があるだ

これらの地域の人口も減少しているO そしてこの地域 ろう。

群にも一定の傾向がみられる。それは戦前と戦後におい これをみたのが表 1-2であるが、表であきらかなよ

て2つの同水準のピークをもっているとL、う点である。 うに、人口変動類型と人口増減率との間にはあきらかに

しかしそのピークは一様ではなかったので、われわれは 相関性が認められる。昭和30年以降40年にかけて人口が

あえてこれを例外的なカテゴリーとした。 59%以下に減少した町村においては、その41.7%までが

以上においてわれわれが用いた手法は、一口でいうな 25P裂に属している。 60~69%減少j習においても38.9%

らば、それぞれの地域〈自治体〉の人口動態を人口のピ が25P型、 30P裂に属す町村は33.3%である。しかし人

ーグ時に焦点をあててますご分類し、ついで戦前の人口水 口70~79%減少爆になるとその62.4%までが30P裂に入

者室と戦後の人口水準との比較をとおして下位分類をほど り、 80~89%減少廃においては、重心は35P裂に移行、

こすことによって、北海遂215の地級社会がもヴヒスト 30P裂に属するもの40.5%、35P裂に属するもの45.2%

リカルな生活の構造を、人口の動態そのものとして把綴 となる。そして90~99%減少腐においては35P裂は52.0

しようとする試みのひとつのであったが、ここではひと %をしめる。人口が30年段階に比して10%以内増加した

まず次の3点を指摘しておこう。)習においては40P型と再増加裂で''77.0%をしめ、 10-2ゆ

-41-



教育学部紀婆第 19号

表 1-1 人口変動類型整理表

大分類 中分類1 実数 中分類2 実数 ノj、分類 バナーン

25P地域群
28 28 

25PA地域群 1 

25PB地域群 2 

30PAI地域群 3 

30PA地域群 27 30PA立地域群 4 

30PAm地域群 5 

人 30P地減群 71 

口 30PAI地域群 6 

減 30PB地域群 44 30PAH地域群 7 

少 30PA園地域群 8 

地 35PBI地域総 9 

域 35PA地域哲学 23 35PBH地域群 10 
君学 35PB型地域群 11 

35P 地域群 60 

177 35PBI地域群 12 

35P 沼地域群 37 35PBH 地域群 13 
35PB園地域群 14 

40P 地域群
40PA地域君事 15 

18 18 
40P B地域群 16 

手ド 非増減地域群 17 

減少人口 〆域地群/ 
得増加地域群 18 

31 31 低増加地域哲学 19 

高増加地域群 20 

出l 走量増加地主義群 21 

7 7 2ランダムP地域群 22 域群7

215 215 
」一一一
表1-2 人口変動型と人口増減率との関係

;六:
A B C 

25IWIWIWIWI~I~ t減手普ド 干I加曽草 低t加~ I i担2普l5l 趨増JJI1 ラダJP 2 ンA PIPIPIP 
p¥A¥B¥A¥B¥A¥B 

150 以上 7 7 

130-149 2 1 1 7 10 

110-129 1 11 2 5 9 

1∞-109 2 1 1 5 5 13 

90-99 111 412 81 5 2 2 125 

80-89 212 10 7 116 3 1 1 142 

70ー79 6 1 14 24 716 1 1 2 161 

ω-69 14 715 51 3 2 136 

59以下 513 112 1 12 

言十 28 27 1 44 1 23 1 37 1 9 1 9 1 3 1 9 ¥ 5 1 7 1 7 1 7 1215 

事 昭和30年を 1∞とした45年段階の指数

- 42-

実数 実数 /実数P君事
中分類 中分類 大分類

/215 2/215 1/215 /215 

15 6.98 53.57 
13.02 

13 6.05 46.43 
13.02 

15 6.98 55.56 

7 3.26 25.93 12.56 

5 2.33 18.52 

33.02 

13 6.05 2宮.55

26 12.09 59.09 20.47 

5 2.33 11.36 

82.33 

6 2.79 26.09 

7 3.26 30.44 10.70 

10 4.65 43.48 

27.91 

6 2.79 16.22 

18 8.37 48.65 17.21 

13 6.05 35.14 

9 4.19 50.00 

9 50.00 
8.37 8.37 

4.19 

3 1.40 9.68 

9 4.19 29.03 

5 2.33 16.13 14.42 14.42 14.42 

7 3.26 22.58 

7 3.26 22.58 

7 3.26 22.58 3.26 3.26 3.26 

215 100 ()() 100.00 100.00 100.()() 100.00 

%増加藤では増加裂と非増減型で77.8%、20

~30%増加藤で、は高場加裂と非橋滅型で80.0

%、そして50%以上増加腐はすべて趨増加型

に入ることがあきらかとなる。

しかしここで向特に注意しておく必婆があ

ることは30年ー段階に比して人口増の1213治体

が人口変動裂では人口減少パターンの中に整

理した35P殺、および40P裂に入っていると

いうこと(つまワこれらの自治体はピーク時

に比べると人口は減少しているが30年段階と

比べると増加なしめしている)。また30年段

階と比して人口を減少させている自治体が人

口増加がパターンの中に入る得増加裂の中に

位霞づけられているということであろう。

しかしいす叩れにしても表 1-2でみた如く



地域社会変動構造把握に関する基礎的分析方法 (上)

人口の増減率と人口変動裂とは相関性をもっている。

ここで、われわれは次索以下では分析の焦点、を昭和35

年以降45ifまでの10年間にしぼるので、一応、 30年を100

とした45年の各市町村の人口指数と、 i可じく35幸子を 100

とした場合の指数をかかげておくことにしよう o45年度

には30年に比して39の自治体で人口が増加し、 48の自治

体で3割以上人口が減少していること。 35年に比して37

8治体で人口増、 29内治体で3割以上人口減とL、う事実

があきらかとなる。

表1-3 
30年基準と 35年基準の人口増減指数比較

混と513O:lf.を 1ω 35年を 1ω
とした場合 とした場合

150 以上 7 ( 3.3) 5 ( 2.3) 
130-149 10 ( 4.7) 2 ( 0.9) 

110-129 9 ( 4.2) 15 ( 7.0) 

l∞-109 13 ( 6.0) 15 ( 7.0) 
90-99 25 (11.6) 23 (10.7) 
80-89 42 (19.5) 56 (26.0) 
70-79 61 (28.4) 70 (32.6) 
ω-69 36(16.67) ) 17 ( 7.9) 
59 以下 12 ( 5. 12 ( 5.6) 

言十 215 ( 1∞) 215 ( 1∞) 

1I 人口規模完IJにみた地域人口動態

きて、以上みてきた全遊 215市町村の人口数減本、ま

表1-4
人口規模市町村数の推移(30-45年)

人百¥年 30 35 40 45 

1ω万~ 一 一 1 
80万~ 一 1 一
60万~ 1 一
40万~ 1 一 一 一
20万~ 2 ヱ 2 2 

10万~ 4 5 5 5 
9万~ 1 一 一
8万~ 1 1 1 1 

7万~ 一 一 一
6万~ 1 4 2 3 

5万~ 5 3 3 3 

4万~ 4 5 8 7 

3万~ 10 8 8 8 

2万~ 18 20 16 13 
1万5千~ 30 27 25 21 

1万~ 57 56 40 31 
9，000- 19 17 23 11 
8，OQO- 14 17 21 22 
7，000- 20 18 15 26 
6，0ω一 6 10 18 14 
5，000- 8 8 7 20 
4，000- 7 6 8 10 
3，000- 7 6 10 6 
2，000- 一 1 1 11 

言十 215 215 215 215 

たその人口変動型は、少なくともそれぞれの自治体の人

口規模ともまた密接な関連があると考えられる。次にこ

の点を検討しよう。

昭和45年度における北海道の人口総数は518万人であ

るが、 30年以降45年にかけての人口規模別自治体数の変

遷をみたのが表 1-4である。この表をみてただちにあ

きらかになることは、 1万人以上 l万5千人未満、 1万

5千人以上2万人未満、 2万人以上2万5千人米満}震が

着実に減少する一方、町村の人口規模8千人以下!簡が増

加していることであろう。とりわけ6千人規模、 5千人

規模、 2千人規模の自治体が大織に増加しているO これ

に対して他方の緩への人口の集中、具体的には札幌市へ

の人口集中が激しい勢いで進行しているO

表1-5
自治体の人口規模と人口増減率との関連

l ¥人¥口昭¥和す、3る0描昭年輯量をlOOe 59 60 70 80 90 100 110 130 以-1t 50 
言十

6年の
L下1 
69 79 89 99 109 129 149 

100乃ー~ 1 1 
40万~
20万~ 1 一 1 i- 2 
10万~ 1 一 2 2 5 
9万~ O 
8万~ 11- 1 
7万~ 一 一 O 

6万~ 1 1 1 3 
5万一 一 1 1 1 3 
4万~ 1 1 1 1 1 1 1 7 
37J- 1 2 2 2 1 8 
2万~ 1 1 3 4 2 1 1 13 
1万5子~ 2 2 5 9 2 1 21 

1万~ 1 3 7 13 4 1 1 1 31 
9，000 2 2 生 2 1 11 
8.000 3 2 10 4 2 1 22 
7.000 1 6 14 4 1 一 26 
6，000 1 8 4 1 14 
5.000 5 11 3 1 20 
4.000 2 3 2 1 1 1 一 10 
3，000 1 5 一 6 
2.000 1 6 3 1 一 11 

員十 12 36 61 42 25 13 9 10 7 215 

いま、 45年の市町村の人口規模と人口増減率をクロス

させると表 1-5が得られる。一般的lこいつて人口規模

の小ざい自治体ほど人口増減率が激しいということは指

絡しえよう。

ところで次に人口変動型とこの市町村の人口規模とを

クロスさせると、ピーク別の人口動態類型と人口規模と

が相関なしめすことは2当然であるが、さらにここで宥過

してはならない特徴的な事実は、このピーク別の人口変

動類裂が、人口規模の特定のF皆様のj漫に特徴的な類型と

してあらわれるのではなしに、人口規模階機の異なる幾

つかのj欝にとくに頻度の潟い類型としてあらわれている
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表1…6-A
(人口変動類型と自治体の人口規模との関連(実数)

ねま
25 30 30 35 35 4D 4D ;11' 干草 増 2革 走塁 2P 
P P P P P P P 増 f首 1量 増 7 力2 ン 計A B A B A B 減 力日 力5 方Eダ
型 型 裂 E控 製 5古 ~ ~ ~ 型 型 裂 ム型

-1∞万人 1 1 
-20万 」 11- 11- 2 
-10万 11- 11- 112 5 
- 9万 11- 一O 
- 8万 11- 1 
- 7万 O 
- 6万 -11 11- 1 3 
- 5万 一一 111 1 3 
- 4万 31- 11- 11- -11 1 7 
- 3万 11- 1 1 1 212 1! - 8 
- 2万 1 1 1 21- 211 31 1 1 1 113 
-1万5二F 41- 314 611 11 111 21 
- 1万 518 2 1 10 11 1 21- 11- 1 131 
-9，000 1 1 1 412 1 1 1 -11 11 
-8，0∞ 313 713 21- 21- 11-一一 1 122 
-7，000 516 712 31- 21- 1 1 26 
-6，000 212 311 51- 11- 14 
-5，000 514 312 41 1 1 1 20 
-4，000 1 1 1 411 11- 2 110 
-3，000 212 21-一一 6 
2，0ω~ 512 21- 21- 11 

計 28 27144 23 137 919 319 517 7 7 1215 
L-曲

表1-6B 人口変動類型と自治体の人口規模との関連構成比

は
25 30 30 35 35 4D 4D jド 再 i!i: i窃 超
P P P P P P P t普 f替 t国 I哲 J普
A 8 A B A B 減 力2 !Jn 力E 方E

Z出 E百 裂 主主 主2 裂 型 主当 型 主主 主主 型

-1∞万人 100.0 100.0 
- 20万 ω.0 50.0 100.0 
- 10万 20.0 20.0 20.0 40.0 100.0 
- 9万
- 8万 100.0 100.0 
- 7万
- 6万 33.3 33.3 33.3 100.0 
5万 33.3 33.3 33.3 100.0 

- 4万 42.9 14.3 14.3 14.3 14.3 100.0 
- 3万 12.5 12.5 12.5 25.0 25.0 12.5 100.0 
- 2万 7..7 7.7 15.4 15.4 7.7 23.1 7.7 7.7 7.7 100.0 
-1万5千 19.1 14.3 19.1 28.6 4.8 4.8 4.8 4.8 100.0 
- 1万 16.1 25.8 6.5 32.3 3.2 3.2 6.5 3.2 3.2 100.0 
~自，000 9.1 9.1 36.4 18.2 9.1 9.1 9.1 100.0 
-8，000 13.6 13.6 31. 8 13.6 9.1 9.1 4.6 4.6 100.0 
-7，000 19.2 23.1 26.9 7.7 11.5 7.7 3.9 100.0 
-6.000 14.3 14.3 21. 4 7.1 35.7 7.1 100.0 
-5，000 25.0 20.0 15.0 10.0 20.0 5.0 5.0 100.0 
-4.000 10.0 10.0 40.0 10.0 10.0 20.0 100.0・
-3.000 33.3 33.3 33.3 100.0 
2.000- 45.5 2 18.2 18.2 1∞.0 

とL、う事実であろう。たとえば30PA裂は人口規模 3~ 高L、。ひとつの緩類的な爆をもっピーグ群は40PBの3

4人膚で33.3%をしめすとともに、 7千人膚で23.1%の 万人、再増加裂の 2万人にすぎない。われわれはかよう

比重をしめず。また35PBは人口規模 5~6 千人膚およ な人口変動の現象過程を f重層構造的推移」と呼びた

び 1 万~1 万 5 千人}欝でかかる裂をとる自治体の比重量が L ¥と考えるが、こうした議震構造的推移過程を顕示す
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人口変動型類の地域的構造

::そ
25130 30135 35140 4P } 手ド

手増加厚l低加増 ;訓R曽1i 走I加t5 s 
2ム

PIP PIP PIP 
型B 1滅型韓 ;P 言fA BIA BIA 

裂雪岩 !m 型 型型 型型 車J 裂 ダ型

石狩 111 1 1 1 1 1 1 212 10 
渡島 2 11 2 l 1 1 1 18 
桧 UJ 31 2 31 2 10 
後志 111 3 1 1 1 1 1 1 1 1 1 20 
空知 21 6 51 6 生 1 1 1 3 1 28 
上 JII 214 41 3 61112 1 1 1 1 25 
鵠高高 113 2 1 2 9 
宗谷 214 2 1 1 10 
網走 313 41 6 512 1 1 11 26 
E旦援 2 112 21 2 1 111 3 15 
日 t詰 1 1 5 1 1 9 
十勝 11;2 812 2 1 3 1 20 
卦i路 111 5 2 1 10 
根室 1 211 1 5 

言十 沼 27 39123 371 9 913 915 717 7 1 215 
」

表1-8
図1-25

人口変動の重層構造的推移

の少ない地域。また人口の減少した自治体においても

減少率は少ない地域として特徴づけられる。人口変動

パターンは25P裂から超増加型まで含まれるが、その

6割までは超増加裂、 i高増加裂、増加型、手厚増加型に
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入る。

渡島一人口指数80~89、 50%、しかし全道的にみるなら

ば人口減少率の少ない地域として特徴づけられる。人

口変動パターンではその 6害uまでが30PB裂に入る。
檎山一人口指数70~79、 50%0 前記 2 支庁よりも人口の

減少率はあきらかに高いが全道的にみるならば減少率

は差稼たかくない地域である。しかし人口変動裂では

そのすべてが30PB君主、 40PA裂に入る。

後志一人口指数70~79、 65%。前述檎山と非常に似たパ

ターンをとるが、人口減30%以上の町村があらわれて

いる点が爽なる。人口変動裂では 5.5割まで25P裂に

入る。そして 9.5割までが減少型である。

空知一人口指数70~79、 39.3%0 59以下21.4%、ここで

は人口の減少率がきわめてたかい自治体の多いことが

特徴的となる。人口変動裂では対援に少数のお増加

裂、増加裂が存在するが、 9.3割の自治体は25P型、

30P型、 35P君主に属する。

上)11一人口指数70~79、 44.0%、河80~90、 33.0%0 70 

~79%にピークがある点祭知と似たパターンを総体と

してはとっている。しかし人口変動裂でみると、空知

においては40P裂の自治体がみられないのに対して上

)11ではかかる8治体な含んでいること。また高増加型

都市を含んでいる点が大きな相違点となる。

留萌一全般的な傾向としては人口減はあきらかである

が、人口指数 110~60 までひろく分散する。しかし人

口変動裂でみると 5.6割までが30P型にあつまるo40 

P裂も 2.2割ほどある。

るならば図 1-25がえられよう O

(三) 人口変動の地域的構造

最後に、以上検討してきた諸点を空間的に北海道地域

の上におとして、かような人口変動が地域構造自体とし

てはどのような変動過程をしめすものとして把擬される

のかを検討しよう O 以下ここでは地域を一応支庁単位に

区切ることにするが、表 1-7は北海道 215の自治体の

人口増減車与を地域的にみたものである。次主主以下の分析

との関逮j二、人口指数は35年基準を採用している。また

表 1-8は人口変動型の地域性をみたものである。術表

によれわれわれは次の諸点の指摘が可能であろう。

石狩一人口指数 110以上60%。全体的に人口減の自治体

表1-7
人口増減率の地域的構造

支¥庁¥、3¥5¥年基指人口数焦
59 60 千0 80 90 100 110 130 150 

下以
以 ~r 

69 79 89 99 109 129 149 上

お狩 2 1 1 4 2 10 
渡島 9 6 2 1 18 
桧 l幻 5 3 2 10 
f圭;ぶ 1 1 1 13 2 1 2 20 
主主 主司 6 4 11 4 1 2 28 
上 111 2 11 8 2 111 25 
留萌 1 2 2 2 2 9 
{17ミ ，を弘矛、 1 ー 3 3 2 1 一 10 
網走 6 6 6 3 111 26 
般事長 1 1 4 2 1 3 1 2 15 
日高 2 5 l 11 9 
十勝 6 9 1 3 11- 20 

卦線11 量路芝 2 1 
1 2 1 1 10 
1 2 2 5 

言f 12 17 70 56 23 15 15 2 5 215 

一
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宗谷一留萌と同様の傾向をしめずが、とりわけ人口指数 問題である。次重量以下でわれわれはこうした課題にとり

99~60への集績がたかし、。人口変動型においても留務 くむことにしよう。

と似かよって30P型の兆設がたかし、が、問時に25P裂

が2割をしめていることが留萌と異なる。

網走一人口が増加する自治体も宏子みられるが、全般的

な傾向としては人口指数80~60に集中する。人口変動

類裂では、 35P型への集中皮が高い。

AEl.振ーこの支庁に属する自治体は人口増から減までひろ

く分数することが、そして支庁全体の傾向としては減

少傾向が強いが、会遂的にみるならば人口増の傾向が

石狩支庁についで高い地域として特徴づけられる O 人

口変動型にもこのことは反映して、超場加裂、高詩書加

w、増加君主、非増減型に属する町村比が全i町村の 4.0
割をしめることになるが、俄は35P型、 30P裂、 25P

裂に分散する。

日高一人口指数89~70、 77.8%。全体的に人口減の傾向

が顕著である。しかし後志とは異なって人口変動指数

では35PB裂に全体の 5.6鋭があつまる。

十勝一前述日高支庁と同様、人口指数89~70、 75.0%を

しめすが、人口増の自治体数は臼商より言語L、。しかし

人口変動裂でみると、高増加型、再増加裂の自治体が

含まれているとはL、ぇ、全体の5鰯は30P裂に入るこ

とがあきらかとなる。

釧路一人口増から人口減までひろく分散するが、全体の

基調はあきらかに減少をしめしている。しかし人口変

動型でみると35PB型が全体の 5割をしめ、これに再

増加裂を加えると 7割の自治体がこれに入り、十勝農

村に比して人口減少の時室長があきらかに看取される。

根室一人口増の自治体が80%をしめるO 石狩支庁をしの

いで地域社会自体としての人口増が顕著にみられる地

域である。人口変動裂でみても、 40PB裂4鋭、非増

減型2割、得増加型2舗となり、 30P型、 25P裂をと

る自治体が存在しないこともこの地域の大きな特徴で

ある。

以上、われわれはかなりインテンスィブに現に北海道

地主実社会の上に構造的に展開されている人口変動の特徴

について検討を加えてきた。もとより各市町村別の年齢

構成の分析など、このレベんから深めなければならない

課題は数多く残されているが、本稿では、以上みた点を

土台において、さらに次の分析課題に入ることにしよ

う。

すなわち、それはーロでいうならば、上述したような

形で展開している不均等な人口変動構造の背後にどのよ

うな社会構造上の変動が惹起しているのか。それはどの

ような法則性をもつものとして把握されうるのかという

第2章 地域社会諸組織の資本主義

的分解一発躍の構造

第 1:節 地域社会議組織と生活の論理

以下、本家て、北海道における農業生産組織および生

法、結節約な都市的諸組織の資本主義的分解 発展パタ

ーンの分析をとおして、地域社会構造の基礎変動を寅ぬ

く諸問題を捉えるにさいして、本節ではその前提として

次の2点にふれておく。

第11;翼資本の論理と生活の論理

ひとつはすでに第1主主で‘みたようなパターンをとって

現に構造的に展開されている激しい人口減の現象は、そ

れぞれの地域(自治体)における地域伎民の日々の生活

の営みを通しての、なかんずく各種生産・結節綴織での

社会的労働を通しての地域社会自体の総体としての生産

力が上昇しないが放に、引き起こされている現象では決

してなし¥ということに関連した問是露である。北海道に

おける事実に刻lしてみても、この10年間、その自治体が

如何に規模の小さい自治体であったとしても、また現在

その人口規模を縮小させつつあるとしても、地域社会自

体の農業生産力、また工業生産力は着実に上昇させてし、

る。つまり音楽を替えるならば、地滅住民の総体として

の生産力の増強にもかかわらず前述の如く激しい人口減

の現象が裁に惹起しているところに今日における資本主

義的な地域社会再編過程の大きな問題があるといわなけ

ればならない。

表2-1は、この10年間にわたる各地域ごとの農業総

生産額(農業粗収益)、工業出荷寝室(鉱業を除く)、商業

販売額を整理したものであるが、次の2点はただちに明

らかになるであろう。第1は総体として北海道の各地域

は着実に差是業、工業、そして潟多量販売綴を伸ばしている

ということ O 第2はそれにもかかわらず、それらの発展

が不均等に展開されているとL、う事実を反映して、自治

体相互間の絡慈は増大してきているということ。事実、

われわれが資料的に整理不可能な若干の自治体を除いて

検討してみても、各自治体ともその生産量カを着実に伸ば

していることが実証される。また北海道において特徴的

なことは、いわゆる農村地域において、昭和35年度と比

して、この10年間に工業生産出荷額の伸びがかなり高い

町村が数多く見受けられること、また農業生産額の伸び
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表2-1
昭和35年から 44年にかけての農業・工業
生産額および書道業販売額の推移

み〉¥
農業 工業 商業

S35 I S43 S35 I S44 S351 S44 。-5 112 51 122 61 107 

5-10 67 52 33 32 43 

10-20 M 50 22 34 26 44 

20-50 10 日 10 29 21 44 

50-100 7 8 30 7 18 

100-500 6 9 7 18 

500-1.∞o 1 4 3 

1.000-5，∞o 3 1 6 

5，000-1.∞o 2 。
10，000-20，000 1 

10，000-20，000 213 213 202 202 215 215 

本農業生産額1;1:農業組収議，工業生Z差額1;1:工業出荷額の数字
実数不明のため整潔不可の自治体を除く。

の高さがかなりの町村において特徴的にみられることで

あろう。

いま、工業生産力の伸び率に比して農業生産力の伸び

喜容が低いとL、う形態(I裂)、農業生後の伸び率とヱ業生

産の伸び主容がほぼ等しい割合をとる形態 (H型)、幾業生

産の伸び主容が工業生産の伸び率より優っている形態(班

型)に分けると、 I型 115、 E裂45、盟主~45 (工業統計

および農業統計実数不明のため整理不能なお自治体をi徐

く〉となるo 1型のうちの工業生産カの伸びの内訳をみ

ると 500%以上のもの50%、 300~499%のものが45.2%

をおめる。 またH君主においては、農業生産力の伸び300

%以上のものが35.0%、残りの65%はいずれも200~299

%の伸びであるO

また、分類可能な200自治体について、幾業粗収入と

工業出荷額との割合からく鉱業生産額、商業販売額は指

標に入れていなし、)、長差業組収入が60%以上の地減を農

業地域、幾多長粗収入が40~60%の地域を農工地域、工業

生産額が60%以上の地域を工業地峡として35年から45年

にかけての変化をみると、表2-2のように農業地域が

減少して工業地域が薄笑に増大していることがあきらか

となる。

差是2-2
昭和35年から 45年にかけての農
業地域・農工地域・工業地域の変容
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かようにみてくると、北海道における各地域の農業生

産力、二仁業生産力の伸び及ひ、差是工別にそれをわけた場合

の構造変化はあきらかであるが、それにもかかわらず前

章でみた如き激しい人幻滅が現に惹起していることがあ

きらかとなる。つまり、今日すぐれて社会問題として提

起されている過疎開題、そしてその対極にある過密問題

は、地域レベルの生産力視点とはただちに直結しない問

題として提起されていることがこうしてあきらかになろ

う。

考えてみるならば、生産力の発展と人口の増大が地域

的に平行して河一校を保つのは、資本主義的生態様式以

前の閉鎖的な地域共向社会においてのことであり、資本

主義的生産様式それ自身の発援は、たえざる地域社会の

i日米の生産組織自体の分解、解体過程として自らを立ち

あらわし、地域的に生産力の発展と人口の潟大とを~~

無関係にする。このことは何よりも戦後の日本幾村のよ

うに、農村社会が、したがってまた幾業生産そのものが

醤家に権力に支えられた共同体のクッションなしにスト

レイトに資本主義的経済法則の中に包摂された場合に、

とりわけ35年段階以降の農業生産様式の変化に端的にし

めされているといわなければならなし、。すなわち、 「差是

選法J以降の農業生産における土地生産量性向上の論理か

ら労働生皮性向上の論理への‘その重量業生産に対する{濁

値志向の転換は、そもそも生産伎の向上が労働生産伎の

向上にしたがって展関される以上、生産性の向上そのも

のが労働力の減少を、すなわち地域人口の減少を必然化

する論理を内包していたといわなければならない。

しかしこうし寸場合、その背後にある構造についても

ふれる必要さがあろう。すなわち、工業生産を含めての全

機構的な再生産構造の中における差是業生産の位[段づけ

それ自身の土地所有の独占、生産手段、生産周期の自然

的制約を独占資本が趨加利潤実滋、低賃金のために利用

することによって、つまりその労働生産性のもつ相対的

な位霞づけ(その低伎役)と、独占資本との関述によっ

てかかる現象は現に惹起し、逆に工業生産における労働

生産伎の優位伎に立脚して、とくに生建設備の拡張それ

自身による労働需主さによって、工業の立地又は開発しつ

つある地減に、また重量・工業の全体の生産構造を資本主

義的な論理によって経済的政治的にコントロールする地

減に、すなわち特定都市に労働力が過度に集中する。今

日における地減社会のそれ自」きするどい階級的矛盾をI};)

包する不均等発展は、かようにみてくるとこうした資本

の論理にもとづく生産性の向上の祝点からは解決されえ

ぬものとして、現に与えられていることがあきらかにな

ろう o

この資本の論理と次元を異にする法別的論理をわれわ

れは「生活の論理Jと呼んで、いるが、この場合、資本の
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論理と生活の論理とは、たしかに論理的にはその構造次

元を異にする。しかしこの両者は現実的には、その現に

生をうけた言語偲人の現実の生産過程の中ではつねに敵対

的に矛盾しあう関係として、しかも生活の論理は、当然

に資本の論裂を止揚せざるをえないものとして、自らを

経済・社会構造そのものの構造的変容なとおして史的に

具現化ぜざるをえないものとして与えられているという

ことができる。主主主主を努えていうならば、現に与えられ

た人類の歴史的発展段階下における階級社会において、

諸倒人がその自らの生の展開を個性的に展開するその過

程において、当然に試行錯誤の弁証的な行為志向がそこ

では多様な生活体験として展開されるわけだが、しかし

それにもかかわらず、その生活史(生活の社会的干草生産

過程〉を賞ぬいて、自らの偲伎をより現実的に実現せざ

るをえない志向性は同時に、自らを階級として自覚せし

めざるをえない行為志向を顕在化する社会過程としてあ

らわれる。そして、その社会的行為の諸結果は、偶人的

な生活の見果てぬ夢としてではなしに、つねに社会構造

それ自体を、つまり社会的に協働する仲間と共に階級的

状況を一歩一歩まさに構造的に止揚せざるをえない過程

として客観的には与えられている。こうした諸個人の生

活の社会的再生産過程を食ぬくひとつの合法則的な論壌

をここでは生活の論理とよんでいる。もちろん上述の過

程の中には、人びとの社会的行為自身がその自然、的対象

とその変革を、またその対象に対する働きかけの手段と

その変革志向を不可欠に含む行為である以上、前述の農

業生産における土地生産性の向上、まずこ金主主業における

労働生産性の向上をその不可避的な婆芸誌として含有する

ことはいうまでもない。しかしながら、それを糞ぬく生

活の論理は、人間の人間としての生活の社会的再生産過

程に絞ざしているという点において、その基盤を失なっ

た。単に剰余i 倒{底実現~求める交換価値のための価儀増

殖の志向性に支えられたそれ自身労働者の剰余労働の上

に寄与して展開しうる資本の論理とは決定的に呉なって

いるといわなければならない。

さて、以上によって、過疎開題は単純に、生産性の向

上の論理からはとげぬことがあきらかであろう。

第2項 人口増減と地主主における役会議綴織の

問題

地域社会の変動過程は、それ自体あきらかに前述のよ

うに資本の論潔からは一元的にとけぬ地域住民の生活の

論理念その中に内包している。ここで、は、その生産力安

増強させつつも、なお人口を減少せざるをえないという

状況下にある地域社会自体のもつもうひとつの構造につ

いて次にふれよう。

常識的に考えるならば、第1主主でみたような激しい形

での人口減は、当然にそれぞれの地域社会が地域社会と

して保有せる生活組織(世帯)、そしてまた各種の生産・

結節組織をただちに変容せざるをえないものとして立ち

あらわれると考えられよう。しかし事態はけっしてそう

単純に直線的には現象していなし、。そこには人びとの生

活そのものがおりなす地域社会自身が濁有にもつ構造が

存在する。

いま、世帯、農業生産組織(農家)および都市的諸機

関(事業所)をとりだして、人口の増減とそれら組織の

増減との間に一体いかなる構造的関連があるかをみる

と、次のような地域社会のもつ独自の構造が存在するこ

とがあきらかとなる(資料の制約から都市的機関の変動

は35年→44年のものだが、他はすべて35年→45年にかけ

ての変動である〉。

(1) 第1に指摘できる点は、すでにみたように全選

215自治体中の8.3劉 078市町村)までは人口を減少さ

せているが、世帯数においてそれを減少させているとこ

ろは4.2部 (98自治体)であり、人口減はただちに役帯

減としては現象していないということ(しかしこのこと

表2-3 人口の増減と世帯数・事業所数・農家数増減との関連

世帯数()量数} 宅係業所数(指数) 農家数(指数)

人 口
150 149 129 109抽朗 79 曲 59 150 149 129 109 99 89 79 l加盟曲 79 69 59 言f

増減 ~ ~ 
以上 130 110 曲部由加曲以下 以上 130 110 曲抽舶 70 以上 90 朗 70 曲以下

1泊以上 5 5 2 1 2 5 
130-149 2 1 1 1 1 2 
110-129 10 5 10 2 2 1 1 1 3 7 1 2 15 
l即-109 10 5 2 B 3 1 1 4 3 4 4 15 
田-99 2 19 2 1 6 14 1 1 2 3 6 7 5 23 
回-89 14 34 7 1 3 8 19 17 6 3 2 白 20 13 12 出
争0-79 16 51 3 7 15 19 20 7 2 2 14 25 21 8 70 
曲-69 3 12 2 2 3 3 5 3 1 1 5 l 10 17 
59t:fl 5 3 4 1 1 4 4 1 1 1 2 6 事 3 12 

，;t 17 17 38 52 61 16 7 3 4 お 34 57 岨 37 14 4 1 7 :17 70 53 47 215 
% 7.9 7.9 17.7 24.2 28.4 7.4 3.3 1.4 1.9 10.7 15.8 お.5 21.4 17.2 6.5 1.9 0.5 3.3 17.2 32.6 24.7 21.9 l帥

* 事業所のみ昭和35年を 100とした 44年の指数 他はすべて昭割135年を 100とιた45年の指数
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は当然に1役帯当りの家族員の減少を意味する)。また

農家戸数は例外的な1自治体を除いてすべての市町村に

おいて減少、さらに都市的事業体においては2.6割の自

治体で全体社会における都市化の進擦にもかかわらずそ

れが減少していることがあきらかとなる。つまり、この

10年間全体的な農民層の分解過程の進行の中で、農家戸

数が減少、人口減が8.3割の市町村でみられるわけだが、

人口減にみあった形では役帯数は減少しておらず、また

都市的事業体の減少は世帯数の減少よりもさらに少ない

とL、う構造がそこに存在する。逆にいうならば、人口が

減少しても、なおi投手持数が増加、そして都市的事業体も

域加している自治体もみうけられる。そこにわれわれは

人口減にもかかわらず、地域社会がなお地域役会として

存続、一定の発展を志向するというその独得の発展構迭

を清取することができる。しかしそれにもかかわらず58

自治体においては都市約機関そのものも分解、減少して

いるとL、う事笑を看過すべきではなし、。また、たとえば

老人単独散殺の出現など世帯そのものの質的変容も考慮

に入れなければならない。

(2) 以上の構造をもう少し立ちいってみるならば、そ

こには次のような傾向性が表取される。

(イ)人口が昭和35年より増加している37E!治体において

は1自治体を徐いて、すべて投手持数、事業所数とも増加

しているということ。そして人口の増加率が痛いiまど、

それに見合った形で世帯数、事業所数も増加している

ということ。(ロ)人口がl割以内減少の自治体においては

世帯数、善事業所数ともなお増加傾向が支配的である。付

人口 1~2 割減少自治体において役帯数の減少、また都

市的事業体の減少する自治体もあらわれてくる。しかし

減少傾向はまだ一般的ではない。仲しかし人口 2~3 割

減少自治体になると世帯数減少の傾向は一般的となり、

4.3割の自治体において都市的事業所はあきらかに減少

をしめず。，'i指数100~ 1O9を一応停滞とおくと人口 2

~3 都減の自治体においては役帯数はすべての自治体に

おいて停滞および減少となり、都市的事業所においては

6.9割の自治体においてそれは停滞、減少をしめしてい

ることがあきらかとなる。かような意味において人口 2

割以上減の段階は2割以内減の段階とあきらかに異なる

といわなければならない。偶人口 3~4 割減少自治体に

なると、すべての自治体において世常数は減少をしめし

また都市的事業所においてもその減少自治体の割合の方

がふえる。(ベそして人口 4割以上減少自治体においては

そのすべての自治体において世帯数も 2割以上減少する

にいたる。

(3) 以上みてきたヒこ二ろによって、人口増加の自治体

において世帯数、都市的機関数ともに増加していること

は問題ないとしても、人口 1割以内減少自治体において

も、こうした傾向が持続されること、そうして 1~2 割

減の段階で減少の自治体もみられはじめ、 2~4 客11減少

の段階になると世帯数、事業所数ともあきらかに減少の

傾向が一般的に翁耳元され、 4割以上減になるとこうした

傾向がさらに深化していることが認められる。

これに対応した農家戸数減少の傾向をみるならば、人

口減3割以kの町村において農家戸数の減少割合3割以

上爆の割合がもっとも向く、ついでそれは10%以内の増

減の自治体にたかし、ことが特徴的となる。ついで、この

割合がたかいのが人口 1~3 割減の自治体、もっとも少

ないのが人口 1割以上増加の市町村である。

さて、以上は昭和35年から何年にかけての人口変動と

それに伴う役幣数、都市的諸機関数、農家数の変動をと

おして地域構造の変化をみたものであるが、ここにいう

までもなく都市的諸機関および幾多量生産組織としての農

家は、生産および結節機関としての組織体自身の規模

を、その数と同時に、たゆまず変容させている。言葉を

替えるならば、そこには生産・結節組織自体の資本主義

的な分解一発展の法則が組織体自体の規模の縮少、発展

の特定のパターンをとおして、地域構造の変容それ自体

として貫徹している。次に節をあらためてわれわれはか

かる点を検討しよう。

第2節 農業生産組織体における資本

主義的分解一発展の構造

小序北海道における農民層分解の特徴

ここではまず北海道全域にわたる農業生産組織のこの

10年間にわたる資本主義的分解一発展の問題をとりあげ

よう。これはいわゆる農民j欝分解の問題になるが、ヌド節

では、その分析を経営耕地規模別の組織体の変動レベル

に限定する。

昭和35年から40年にかけて l自治体を除いてはいずれ

も農家戸数が減少、全道レベルでみるならば、 233，634戸

から 165，978戸へと 7.2割に農業生産組織体そのものが

減少している。しかし北海道地域社会の大きな特質は、

この問、水田地帯では5町以上層、畑作酪農地帯では10

町、 15由工藤という上層農家群が急速に形成される中で、

経営規模の零細な農家群が激しく脱幾化するという過程

をとって、かかる農業生産組織体の減少とL、う事態が遂

行しているという点にある O たとえば、この10年間、全

道で1町以下擦が25，069戸減少しているのに対して、 10

IUJ以上層は13 ， 353戸増加している。 35年~40年段階と、

40年~45年段階を区切って考えると、この閥、農民層の
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表 2-4

経営耕地 i討積規模別農家戸数の変化 (35年・ 40年・ 45年)金返

O.lha 0.3 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 :1.υ !j.0 7.5 ]() 15 20 25 リha 柑外

00.5  1.0 1.5 2.0 ‘ 3.0 5.0 7.5 10.0 15 2，白 25 泊 以 j 規定

35年I28，5o:l 15，849 16，001 12，2:11 12，928 16，υ06 15，悦156，857 32，857 :)2，8告114.320 1， il5 ( 310 
401，ド121，549 11，568 13，082 9，5:よ2 9，49'2 11，518 12，262 48，180 30，567 14.9九4 1 1， ~)]9 2.8il. i 羽 j

45t年116，328 8，349 10.607 7，:l86 6，517 7，318 7，376 :凡86727，77313，;'4713.547 6，397 2，764 1，1幻 904

分解主主事告は7.5町から10田了に上昇、 とりわけ40年から45

年にかけての段階でかかる過穏が激しく現出しているこ

とがあきらかとなる。 35年から45年にかけて10町以上隠

は13，353戸場加しているといったが、うち 9，215戸まで

は40年以降1闘員したものである。

金返 215市町村における農民硲分解の分岐点をメルク

マーんにして、 35:浮から羽生子、また40年から45年段階に

いたる変動をみると、次の言語点の指織が可能である O

(1) 表にXの記長子を付したのは分解の分岐線がひけず

いわば下懸から i二層にいたるまで、全倒的に農家が減少す

るパターンであるが、こうした自治体数は40年以降減少

さとしめし、 35年から40年にかけてこうした傾向をもった

自治体においても上腐食家群が形成されはじめている。

(2) 全体的に分解の分岐点が上昇してきている。 35年

から40年にかけては5町に山があって、 3町、 7.5町、

表2-5

昭和35年→40年→45年にかけて
の農民層の分解の分岐点の変化(支庁別区分)

101町という願になるが、 40年以降は、 5聞Iの111がより高

くなり、 10町、 7.5町、 15町とその分岐点が上昇した自

治体のしめる割合があきらかに高くなっている。

(3) もちろんこうした傾向は、その地域のもつ農業生

産の形態によって規定されている。いま 215自治体を支

ri'別にわけてみるならば、 35年~40年段階において、す

でに十勝、タ11路、根室、室長谷といった熔作麟農地帯の市

町村は少数のものを除いてその分解の分絞点は7.5町以

上になっている。そして分岐点10町にその中心があった

ことがわかる。幼年~45年にかけて、それはさらに上昇

し、その分紋点のや心は15町に移行している O 畑作地帯

の網走においては 5 町~7.51好から 7.5 町~1O闘Jに分岐

点は上昇している。これに対して石狩、空知、上JIIとい

った水白地帯においては 3~ 5 slJから、ま童心は5田Jおよ

び5slJ以上!習に移行をしめしている。

かような形で、 35年から 40

年、そして40年から45年と農民

l冶で 1 1.5 2 2.5 3 5 7.5 10 15 20 X 自;古f*
!替の分解2車輪はあきらかに上昇

しているが、次に市町村別にこ

の分解基軸の変動のパターンを

類製化すると表2 5が得られ

る。かならずしもすべての市町

村においてお年から45年にかけ

て農民j習の分解基軸が上昇して

いるわけではなし、。農家戸数増

加の分紋点が下がった自治体も

みうけられる。しかしその中で

もっとも多い類型は、分岐点が

5田T→5田Jと変化しない型であ

る。ついで'3町→5田Iに上昇し

た君主、 7.5田I→10町に上昇した

裂、さら5に町→7.5町の裂、

10田I→15町の型、分絞点、がひけ

ない裂がこれに続く oつまり大

きくわけるならば、(イ)35年~40

年にかけて 3町が分絞点であ

り、 40年以降、 3→3固了、 3→ 

5旬、 3→7.5町とそれが上昇

した群、(同35年~40年にかけて

田I 匝J 田I 田I 開I 田J 田r ~r 酉T 田f 言十

ti 1す 4 2 1 3 10 
渡島 1 4 1 4 1 7 18 
桧 i担 2 1 6 1 10 
後志 1 1 5 4 2 2 1 4 20 

35 窓生日 8 17 1 2 28 
年 f: 111 3 9 3 5 4 1 25 
f事務 1 4 3 1 9 
宗谷 1 1 4 1 3 10 
織走 10 11 4 1 26 

40 目星援 3 3 2 2 5 15 
王手 臼高 2 2 2 3 9 
十勝 7 10 2 1 20 

根量11 室絡 1 2 4 1 2 15 0 
1 4 

言f 1 1 2 9 36 57 38 34 4 33 215 
0.5 0.5 0.9 4.2 16.7 26.5 17.7 15.8 1. 9 15.3 l∞.0 

石狩 1 5 3 1 101 
渡島 1 2 2 7 2 1 3 18 
桧Ili 1 2 4 2 1 10 
後志、 1 1 1 6 6 2 3 20 

40 :'.l!知 2 22 1 1 2 28 
年 上 111 6 11 5 3 25 
留萌 1 5 1 2 9 

↓ 宣言谷 2 3 2 3 10 
織走 2 10 14 26 

45 ij!l振 6 1 3 1 4 15 
王手 日 i高 1 1 6 1 9 
十勝 7 13 20 

線劃11 護路 3 2 3 2 10 
1 4 5 

言十 1 3 2 1 16 77 35 42 n 16 215 
0.5 1.4 0.9 0.5 7.4 35.8 16.3 19.5 10.2 7.4 l∞.0 
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地域社会変動構造抱援に関する基礎的分析方法 (上)

5町が分岐点であり、 40年以降、 5→5町、 5→7.5町、 以下、本節においてはこうした表2-6にしめした類

5 →lOfßJと分岐点が上昇した群、け35年~40年にかけて 君主にそって、そうした農業生産組織体自体の資本主義義的

7.5町が分岐点であり、 40年以降、 7.5→7.5町、 7.5→10 な分解一発援のパターンが全体としての北海遊地域社会

町、 7.5 町→15111J とそれが上昇した群、村35年~40年に 構造の変動とL、かにかかわっているかを次の 3点におい

かけて10町が分岐点であり、 40年以降、 10町→10町、 10 てあきらかにしよう。

日IJ→15町と分岐点が上昇した群、また35~40年段階から 第1は、農業生産形態の別に各支庁別にわけた場合、

すでに分岐点が15町であり、それが変らない群、肺35年 そこにいかなる構造があるか、という問題。

から45年にかけて分岐点がひけない群、付その他の群 第 2は、当然のことながら、たとえば差是民}替の分解の

(なお、 35年~40年にかけて分解の分岐点がひけず、 40 分岐点が同じ5町→7.5fsJというパターンをとっていた

年以降それが明確になった自治体については、前述の(ホ) としても、その増加しつつある農家群が現実に全体とし

を除く各若手の中に基本的に佼種差づけられる〉の各群に分 ての農家震の中でのしめる割合によって、地減社会自体

類が可能であろう O が保有する農業生産量組織体の社会構迭は馨しく異なった

表2-6 昭和35→ 45年にかけての農民層の分解型別・支庁別・自治体区分

エヒ 石狩渡島桧山後志~先日上111 留萌宗谷網走胆振 a高十勝劃11路線:iii: 言十

1.0→1.5可 工 1 
1.5叫 3.0 1 1 

2.0→3.0 2 2 

2.5→2.5 1 1 
2.5→3.0 3 1 4 

2.5→5.0 3(1) 4 
3.0-+1.5 1 1 
3.0→3.0 1 (1) 2 4 
3.0→5.0 2 ヱ 4 5(2) 5(2) 3(1) 3 28 

3.0→7.5 (1) 1 2 
E ・.-司..畠ー--副司降開F 暢靖司.~..停 .降骨骨司陣骨...-値.--柚#伺・--・ 4晶曙噂可旬崎司--司..明.-.-明咽"---幽圃..開"榊角田.働e・h・・---・・・ e蜘岨恥骨静伺・F仲周司---唱.w...___ー---・ 4凶・・--.‘声“曲骨・・・・・・回'曹司与肺悼噂骨噂噂崎剛値ーーーー.蜘陣『台・w--.号事体噂・・.欄.-

5.0-+3.0 (1) 1 
5.0→5.0 (1). 2 4 1 10(4) 2 1 2 1 2 1 31 
5.0→7.5 2 2 3 1 (l) 1 (1) 5(1) 17 
5.0→10.0 1 1 1 2 1(1) (1) 8 
7.5→5.0 1 エ 2 
7.5→7.5 (1) 2 1 2(1) 1 1 9 
7.5→10.0 ヱ 3 ヱ 3 8 l 1 6 1 25 
7.5→15.0 1 1 2 
帽'司伽--ー‘ー・.-----‘-- --ー・帽『匹---ゆ~--_.幽'・ー--蜘--・.__._~-・・噌司.---，"--・..圃刷.----時..神世幽・刷梢嚇.--・・...--骨師咽'--~---'鳴・.司幽曹司'帽帯、骨--柚潤曹岨.. 胸・・崎.. 惨劇且樹園階叫・ a・F明'也事司戸骨骨，噸--.・・.._-ー .. 砕圃M副-_.，・--

10.0→ 5.0 (1) (1) (1) 2 (1) 6 
10.0→ 7.5 3 3 
10.0→10.。 2 3(1) 1 1 8 
10.0→15.。 1 (1) 8(1) 2 4 17 
15.0→10.。 1 1 
15.0吋 15.。 2 2 

15.0→ 7.5 1 1 
.------嚇事情喝幽曲誼色--- 崎樹園'姐幽--ー・、---噌.--・・峰崎w・・噂・ー--.・・歯切争時相暗・.........仲唱...・ e・・------.・・a・・・・・.働咽暢明------跡事句凶・.. ゆ骨骨・ー・・明・・-ー-~--胡坤守司胸骨榊柳時--_.，・-----圃 e・ーー--・・岨.. 伽ーゆ暢・・圃司骨ー樽柿喰

X→ 1.0 1 1 
X→ 1.5 1 1 
X→ 2.0 1 1 2 
X→ 3.0 2 エ 1 4 
X-+ 5.0 2 1 1 1 1 6 
x叫 7.5 (1) 1 1 3 
X→ 15.0 1 1 
3→ x 1 ヱ
X→ x 3 1 1(1) 1(1) 3 4 15 

言十 6 (4) 17(1) 10 19(1) 18(紛 21(4) 8(1) 9(1)制3) 12(3) 9 19(1) 9(1) 4(1) 215 

注 O内は都市
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教育学部紀婆第 19号

ものとなってあらわれてくる。つまり農民爆の分解2露戦

の上昇の問題を地域の農業生産組織の社会構造の問題と

して質的に吟味するとL、う課題。

第3は、本稿第1宝章ですでに援起した地主主における幾

家減少率とかかわらして考えた場合、さらにまた人口増

減の問題とかかわらした場合、こうした差是民腐の分解基

軸の型は、それと一体L、かに構造的に関連しあいながム

地域の社会構造を主主底的に発展ぜしめているかという隠

題である。

第1:(資 重量民層分解の製の地域的特質

(イ) 中核水凶地帯、北海道における中核水問地帯とし

て石狩、主主知、上JIIの62市町村をとらえると、ここにお

いてもっとも支配的な裂は5町一歩5町型と 3町→5的援

で、あることがあきらかとなる。前者17、後者16である。

とりわけ5町→51町裂は空知に集中している。そして

5.8割の自治体は45年段滋で分解基軸5町l震に集中して

いる。分紋点が7.5にあるのは、千歳、江別、由仁、箆

良好、南富良野、剣淵、音威子府、中JII、占冠といった

焔作の比重が高い市町村であり、lOalTにあるのも、石狩

を除いては幌加内、美瑛、上富良野と畑作の比援のたか

い地域である。分解義輸のひけないところは札幌、歌志

内、上砂川といった市郊で、ある O

(め渡島、検iおの渡島半島にひろがる28市町村におい

ても、 40年から45年にかけて分解基軸が5田TJ替に集中し

ている自治体が11ともっとも多いが、全体的な慕調は、

学長差半漁の自治体数が多いとL、う現実を反映して 1~3

町腐にそれが停迷する群 (7自治体)、及び分解主主戦がひ

けない自治体 (5自治体〉を含んで、、分解基軸が低く、

しかもその中で上隠農家群が形成されずにいわば全額約

な零浴化をしめしている点にあるといわなければならな

い(かかる点は51llT以上層の構成比を検討すると、より
明確となる)。もっとも分解主主執が7.5町以上になってい

る町村も 5自治体ほど存在するが、それは森、八雲、長

万部、乙郎、瀕械といったJ:際{乍・酪農地情である。

川 大雪山系以間の主として太玉判明白斧にひろがる股

娠、日高の24市町村をみると、うち12自治体までは分解

基軸 5 町}穫に集，{~してきているが、そして分解基軸 3 町

以下および全部的零落町村6、また7.5悶J以上の分解基

軸をもっところ 6を数えるが、前述の遂繭の波王寺、檎山

の市町村と異なれる点は、とりわけ胆振の市町村が道夫

工業ベルト地帯に包撰され、また綴光資源を有するとい

う点もあって、分解基較のひけない、いわば農民j替の全

面的零務パターンをもっ自治体が、道南地域におけるよ

うに過疎化のフアクターにもとづいて、かかるパターン

をしめすのではなしに、逆に主主接的な都市化のフアグタ

ーによってかかるパターンをしめしているという点にあ

るといわなければならなし、かかる自治体として虻問、

洞爺、壮筒、伊達があげられる。なお、分解毒主軸7.5田J

以上の市町村は、白老、基豊浦、 2差額、早来、新冠、 1吉小

牧であるO

(斗 次にわれわれは北海道における典型的な畑作地帯

をみよう。 通常それは十勝と網走によって代表されるも

のとしてうけとられてきたが、以上本橋でみてきた分析

視角からみると、十勝と網走の農民腐の分解パターンは

若干爽なっている O そして前者のグループに鎖l路、根

室、宗谷の市町村を加えることが可能となる O まず、 十

勝、銀|路、根室、宗谷の45市町村についてみよう o この

道策および道jとにひろがる畑作酪農地帯における主主きな

る分解パターンは10岡了→15町製および7.5町→10町型で

ある。前者16自治体、後者1013治体を数える。そして45

年段階で分解務執が15揖Jに収数してきたところは21自治

体10町に収数してきたところ141::J治体である。分解薬事由

5町とL、う自治体も 3ほど存在するが、それはいすeれも

釧路支庁の市町村 (&111路市、 WJI)s各村、音別町)である。

なお分解主主軌のひけない全部的零落化がみられる 3自治

体は宗谷の礼文、刊尻、東利尻といった漁村で、ある。

こうした十勝、釧路、根2室、宗谷の市町村に対して鰐

定支庁の26市町村をみると、そこにおける差是民謄分解の

分岐点の主望書な裂は、 7.5町一歩10町、および5町→7回I

となり、前者に比して分岐点が1階梯ひくいことが特徴

的である。 45年現夜2613治体中、 10自治体において分解

主主翰は10町に、 14自治体において10町に収数してきてい

る。

制送北の日本海側にひろがる留萌支庁の 9市町村を

みると、言tr述の宗谷の町村に北接する椀廷、天塩では、

分露軍基軸は7.5町→10町および5町→10町とたかく、つ

いで溺接する遠別においても 5町→7.5町とL、う型をし

めしてし、るが、それ以南の4市町村においては分解基軸

は51llnこ収数ずる。なお、最磁の増毛は3闘丁である。

付 波長者半島以北の日本海側および学締山獲にひろが

る後志支庁の20市町村においでは、それぞれの地域の特

憶に応じた分解パターンをしめしている。分解線がひけ

ないところから分解基戦10町までひろく分散する。分解

慕翰10町→10町裂は主主狩、留寿都、 7.5->-7.5型はニセ

コ、京極、 15町→7.5町は喜茂別といずれも羊蹄山麓の

焔作地帯の農村であれ また、泉松内、積丹、赤井川に

おいても分解基執は5町→7.5罰Iと上昇している。他緩

の分解基軸のひけないところおよび分岐点が3町以下層

というパターンをしめすところは、治、神恵内、小樽、

島牧、古平、それに山村の仁木といった日本海沿岸の市

。，M
whυ 



地域社会変動構造把援に関する基礎的分析方法 (上)

町村若手で、あるO その中間に3→5町塑4闘Tを含めて 5町

に分岐点が収赦するところ 6自治体(妻子都、蘭越、侭知

安、岩内、余市、共和〉がある。

第2項 農民層の分解の型と地域農村社会構造

変容との調達

北海道各地域の農民j習の分解形態は、その差是業生産形

態の相違によって地域ごとに511lJ1習に分紋点、が収放する

もの、7.5町に収数するもの、 10町に収益まするもの、15町

に収数ずるものにわけられるが、官官述のように幾民層の

分解の分岐点が7.5町であって、それ以下隠が減少しそ

れ以上}習が増加している場合においても、その増加しつ

つある 7.5符以上層の地域全農家戸数に対する割合のい

かんによって、現実に農業生産組織体によって構成され

る農村地域社会の構造は随分と異なるものであろう。昭

和35年以降のわが慰霊量村社会の変動は一般的に戦後の差是

地解放によって形成された零細土地所有にもとづく中幾

層が、その中から一部の上層重量家を輩出しつつも、それは

ごく一部で、あって一般的に激しく下降分解・零滋する過

程として従えられる O そしてそれはその普遍的な形態と

しての農民!替の兼業化の一般化として理解されるもので

あるけれども、北海道地域の場合、現象的には以下みるよ

うにあきらかにそれとは異なったパターンをとって農民

}替の分解が現に進展している〈ここで現象的にという言

葉を用いたのは、たしかに以下みるように北海道におい

ては上層農家が、いわば構造的に形成されているわけだ

が、その経営内容に一歩ふみこんで考察すると、それは

巨額の負僚の上に成立しているという現実があるからで

ある。すなわち、本質的には都府県農家と同様に自力で

は経営の拡大・上昇がはかれないという酒家独占資本主

義段階における農業生産の基本的矛盾がここでも糞徹さ

れている。しかしここでさらにわれわれが北海道地域社

会における幾業生震を、したがってまた農業生産組織の

問題を考えるさい表過してはならないことは、穏作にお

いても、熔作においても潟度化した機械化差是業生産体系

を組織内にとりいれて、対自然との関係においてあきら

かに従前に比して、より高度化した農業生産組織が現に

形成されつつあるということ、そしてその生産組織にお

ける議本的な矛屡が、会機構的な資本主義の干写生産量構造

における矛盾として、差是業では具体的に{箇々の農家の8

額の負債と、その負債に対する金利、返債の問題とし

て、するどく立ちあらわれている点にあるということで

ある。)

そうした中で、たとえば地域差是家の半数以上が分解の

分岐点7.5町以上層でしめられている場合、もはやわれ

われは、その地域全士会自体が構造的に自らの主主康の社会

約機迭を高度化しつつあるとL、う点を認めざるをえない

であろう。また反対に、たかまりつつある分解の分岐点

7.5 11lJ以上!習が 0.1 刻~1 割程度であるならば、 しかも

それがたゆまぬ差是家戸数の減少をともないながら遂行し

ている過程として考察されるならば、一般的にわれわれ

は、その農村社会はいわば全面的零落過程により近い型

をとって、現に運動していると佼鐙づけることが可能で

あろう。

われわれは次にかかる点を(1)昭和45年段階で分解の分

絞点が5関Iにあるところ(J主体的には典裂として分解主主

総3町→5町型2813治体、 5防J→5町}替31自治体があげ

られるが、それは全体で7713治体ある。)(2)殉じく分解

の分岐点が7.51!lJにあるところ(典型として3町→7.5

町型、 51!lJ→7.5目IH盟、 7.5町→7.5町裂があげられるが、

その他を加えて 35段治体ある。)(3)分解の分岐点が10田I

にあるところ(典型として、 5附→101可型、 7.5fIlr→10 
町君主、 10悶I→101町裂、があげられるが、その他を加えて

42自治体ある。)(4)分解の分岐点が15町にあるところ(典

裂として7.5田J-~1511lJ型、 10町→151吋裂、 15町→15町裂が

あげられるが、その他な加えて 22自治体ある。)(5)分解

慕輔が3町未満であるところ (2313治体)(6)分解基軸が

ひけないところ(16自治体)に区分して以下検討しよう。

(1) はじめに分解基勅5町}習をみると、表2-7にみ

るように北海道における中核水問地帯石狩、空知、上)11に

おいて、とりわけ空知において地域の農家の半数以上が

分解主主軸5担I扇以上によって構成される自治体が現に形

成されつつあることがあきらかとなる。かかる自治体は

全道的にみて11自治体、分解主主戦5掴rl脅全体の14.3%を

しめる O そして地域全農家の 3割以上が5町以上爵によ

ってi構成される自治体は43自治体、分解慈市富5鋼工!議全体

の55.8%をしめる。これに対して渡島のl町村に9亀裂約に

みられるように、農民j替の分解基軸が同じく 5悶Iである

といっても、その現に場加しつつある 51!l]以上爆の地域

全体の差是家に対する構成比が1割以下のa治体は1213治
体15.6%ほど存寂する O 以上において、第1に空知、石

狩、上)11において形成されつつある分絞点5町題以上と

道南とりわけ渡島において形成されつつある問腐とは、

地域社会の構造変化とL、う観点から考えるとあきらかに

異なるということ。そして第2に中核水問地帯を中心と

して分解基軸5町という形で現に形成されつつある北海

道の上層農家群は一般的にいって地域社会の中で、いわ

ば特権的に資本主義的農業経'滋を志向しつつ構成される

ものではなしにまさに構造的に地域の農業生産構造その

ものを変革するものとして形成されつつあるものである

ことがひとまずあきらかになろう O
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表2-7 昭和45i手における農民腐の分解の分岐点別の支庁別分岐点比;

A 分解遂事由511lJに収数する暦の分解の分岐点以上め構成比 B 向7.5田J)爵の分解の分岐点以上の矯戎比

2ド:i度桧n!:!白石 3史上部11網留後 言十お山援;葛狩知]JJ絡走菊志
卦以構岐成上比曜点¥¥i支¥庁¥別

波桧 E旦1i "控上卦11家網 E直後

島山援 j守知}Ii路谷定務芯

9.9%以下 6 1 2 3 12 9.9%以下 1 1 1 1 1 2 7 
10-19.9 1 1 1 311  1 9 10-'19.9 1 2 1 4 
20-29.9 23132  1 1 1 14 20-29.9 1 1 1 1 3 1 2 10 
3()-39.9 2 2 2 1 6 3 231  22 30-39.9 1 1 1 1 3 1 8 
40-49.9 1 151  1 9 40-49.9 3 3 
50-59.9 1 132  7 50-59.9 1 1 
ω-69.9 1 1 2 ω-69.9 1 1 2 
70-79.9 1 1 2 70-79.9 

言十 746  6 5 ~ II 3 2 5 6 77 言f 2 2 1 3 1 5 2 2 10 1 6 35 

C 同101llJ層の分解の分絞点以上層の構成比 D I弓15田7層の分解の分絞点以上層の織成比

分構以岐成土点曜比¥¥支¥庁¥名
波 R毘日石 :zi!上十鋭機宗網留後

計
島古監 J首 3主主u)11 D聾絡笠谷主左翼高志

5以情2岐上成見点層¥¥ 支¥庁¥名
十劃11 後主主砲

言十
1普符笠谷話量

9.9%以下 2 1 1 1 1 6 9.9%以下
10-1宮.9 1 2 1 4 10-19.9 1 1 
20-29.9 1 1 4 1 17 20-29.9 4 4 
30-39.9 3 2 1 16 30-39.9 
40-49.9 2 1 1 1 3 8 40-49.9 7 2 1 1 11 
回-59.9 2 2 111  7 50-59.9 1 1 
60-69.9 1 2 3 60-69.9 2 1 3 
70-79.9 I 1 70-79.9 2 2 

言十 131  1 1 3 7 3 13M  2 2 42 戸十 13 2 4 2 1 ~ 

E 問3剖1以下車草分解の分岐点以上層の構成比 F 分解の分岐点、がひけが信のi町以上層情成比

K 
i度桧白石室上留後

五十
鳥山 i議狩知)11務芯

梼以1町上成層比¥¥ !支¥出¥名
i産桧目旦 2霊祭後

鳥山主長声日谷志

9.9%以下 3 2 2 7 O 2 2 
10-19.9 2 1 1 1 1 8 9.9%以下 2 1 1 2 6 
20-29.9 1 1 10-19.9 1 2 3 
30-39.9 1 1 20-29.9 1 1 
40-49.9 1 1 1 3 3()-39.9 
50-59.9 1 1 40-49.9 
60-69.9 3 3 50-59.9 
70-79.9 1 1 60-69.9 

70-79.9 2 2 
言十 5321261  3 23 80-89.9 1 1 

明)- 1 1 
点十 314233  16 

ところで次に、この5町に分解の分岐点が収数する濁 5晋J君主のように分解の分岐点をひくめている自治体にお

を 3 町→ 5 町型、 5 町→ 5 町型、 2.5 町→ 5 町裂、 x-~ いてもこのことはあてはまると考えられるが、 i廷に分解

5町裂、 7.5町→5町型、 10町→5町裂に細分して捉え 基軌を 3町→5闘I型のように上界させたところでは、ご

なおずと、変容しつつある北海道水問地場のもうひとつ く常識的に考えると、自立限界水準の安定層の比率をそ

の構造があきらかとなる。すなわち、こうした6裂にわ れだけひくめたことが予測される。言葉を答えるならば

けると、 35年から45年にかけて 5町→5町裂のパターン 主主底的にいって地域社会の構造自体がそれだけ不安定に

をとるところが5町層に分解の分岐点が収数する麗の主 なり、矛盾をふかめていることが予測される。

流をなしていることが第 1にわかる。そしてこの裂に 事実において、 5町→5町裂をとる31自治体では、そ

おいては当然のことながら35年→40年、また40年→45年 のすべてにおいて 5町以上層の溝成比は高まっている。

と全体として分解慕輪以上の農家の構成比をたかくする たとえば愛知の南幌向村では35年~40年にかけての 5 町

ことが考えられる。そしてまた 7.5 町→ 5 町型、 10田J-~ 以上層の増加57戸に対して40~45年には 157 戸の増加を
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みせており、 5町以上潟の構成比も49.9%から70.5%に

たかまっている。これに対して 3田了→5間丁型をとる28自

治体においては l自治体(後宏、の蘭越町〉を除いて、い

ずれもその分解薬事由以上の農家の地域全農家に対する構

成比をひくめている。 2.5附→5田了裂をとる 4自治体に

おいても悶様である。これらの町村においては分解益事告

以上}替の上層農家の構成比がそれだけ減少したのだか

ら、従前に比しての地域の生産組織構造自体が、全体と

して農民腐の分解主主戦がたかまる中で、つまり一方によ

り大型化した農業生産組織が輩出すると同時に、その自

立限界線以下の農家戸数をそれだけ構成比において多く

するとL、う形で、構造的により不安定にならざるをえな

い。矛盾が地域において差是業生皮組織自体の規模の相違

となってより直接的に反映されることになる。そしてこ

うした矛盾は今日の段階において鋭角約には、道南の渡

島の町村よりもむしろ上川、~知支庁に属する北海道の

中核約米作地帯にあらわれてし、るということができる。

すなわち 31HJ→ 5 町型および 2.5 回J-~5 町裂をとる自治

体中45年段階で5町以上!替の農家の地域全農家に対する

比率が2割以下の町村11をとりだしてみると、道南の渡

島の町村においては分解基軸 2.5 町~3 町て、あったとき

も、その分解3露戦以上!替の比主与は低率であり、分解基車ih

が上昇してもその型は道南では一般的にそのまま維持さ

れている。地域の農業生産組織構造に変容はなL、。しか

し道央.~tにおいては、かつての分解接戦以上の幾家構

成比が分解基総の上昇ととも急速に下がるという形態が

一般的に苦言取される。上JIIのさ当麻では45.1%から9.0%

に、また旭川では35.6%から8.6%に、東驚憾では52.0

%から15.6%にそれは下がっている。こうした傾向はこ

の31llJ→5町裂に入る上)'1の他の町村、また空知の町村

においてもみうけられる O いくつかの例をあげるならば

同じく上)11の東神楽においては57.8%→26.7%へ、亡と別

においても67.1%から36.6%へ、空知の妹背牛‘において

も67.9%→33.55'0'へ、江部乙においても51.8%から24.8

Zへとそれは下がっている。かかる毒事実は少なくとも昭

和45年度においてその分解慕絡が5田nこ収数してきてい
る北海道の水隠地帯においても、そしてかかる 5町以上

j警が地域農家の3割以上をしめる自治体が分解基救5町

!務全体の55.8%をしめているという意味において、かな

り安定した形で5町以上層が構造的に形成されてきてい

るとみられる北海道水沼地簿においてもその内部におい

て、前述した意味で、直接的な形での矛盾が顕在化してき

ていることを意味しているといえよう。

(2) 昭和45年におし、て分解基軸7.5町に収数する自治

体は35ほどあるが、他j替と異なって分解基翰以上の農家

のしめる割合が3割をこえる町村数の比率がひくいこと

がこの療の第1の特徴である。逆にいえば、この懸の特

徴は、分解基軸以上の農家のしめる比重まが 1~2 舗の自

治体の割合が全体の40.0%をしめている点にしめされて

いる。(表2-8)そしてこれらを地域的にみるなら

ば、分解禁戦以上の差是家の比率が地域の農家数の3割以

上をしめる自治体は、 j二JII、宗谷、網走にそれぞれ2町

村以上あらわれていることもまた特筆しなければならな

い。つまり 7.5町に分解薬事出がある群の形成されつつあ

表2-8

分基点以上の t構成比
分解のう示基点

9.9%以下 10-29.9% 30%以上

7.1550田R匝I1 I 
15.6 28.6 55.8 
20.0 40.0 40.0 
14.3 28.6 57.1 

15匝J 。 22.7 77.3 
3町以下 30.4 30.4 39.1 

る7.5町以上層の比重量の高い町村は道北東部にある。こ

のj習の主流は5町→7.5揮I裂(1わであるが、これに3

→7.5町裂 (2)を加えて分解基軸がたかまった19自治体

含みると、 2自治体を除いていずれも分解の分岐点以上

の差是家の構成比はさがっている。うち9自治体は分解基

駄の上昇にもかかわらず、 10%以内の構成比減である

が、 8t':!治体はそれ以上の減なしめしているo ~ 、うまで

もないことであるが、 7.5→7.5町裂および 10→7.5町

裂のように分解基絡が下がったところでは分解の分絞点

以上の農家比率は増大している。

(3) 分解2露戦が10町層に収数した自治体は42存在する
が、この}習においては前述の 7.5何層と異なって分解の

分岐点以上の農家の構成比が3割以上をしめ、その自治

体数は57 ‘ 1%を数える。また~体の26.2%の自治体はか

かる爆が地域の農家の半数以上をしめる。分解基軸5悶J

j習と比較しても分解基軸以上の農家が地域の農家の半数

以上をしめる自治体数の割合はたかいことが大きな特徴

である〔分解薬事由5罰JJ欝ではかかる浅治体は全体の14.3

%)。また表2-9にみるように、そうした分解毒喜納以上層

が地域全農家に対する構成比の潟い自治体は、地域的に

は網走をや心に十勝、議11路、根室長、宗谷、留務の畑作・酪農

地帯に集中的にあらわれている。この10罰Iに分解の分岐

点が収殺する若手の主流は7.5町→10田JfI!iであるが、この10

罰Jに分解主主戦が収数する型の次の大きな特徴は7.5町→

10田了と、その分解基軌をたかめながら、しかもその中で問

符に分解の分岐点以上の農家の構成比をたかめつつある

j誌にある、つまり構造的に地域の農家の農業生産組織の

構造をたかめつつ、かかる過程が遂行している点、にある。

この点は前述の分解基軸5回J}替、また7.5町!簿と大いに
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昭和35年→40年→45年にかけての分解の分岐
点、の変動にともなう分岐点以上層農家の構成比の変動

ag和45年に 構成比 5年前の分解の分岐点以上層繕成比 45年段階分解の分岐点以k場構吹上主

おける分解
;¥t 

9.9 10 20 30 40 50 ω 字。 80 9.9 10 20 30 40 50 成) 70 
1普 減 % ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ % ~ ~ ~ ~ 一

の分岐点 以下 19 29 39 49 59 69 79 以ド 19 29 39 49 59 69 7宮

3田I膚
分主23解主小0→築4こ軸3t3J開町t FsJ ， 9 

4 4 1 2 1 ヱ 1 2 
1 1 1 1 
7 1 6 2 1 1 1 2 1 2 1 1 1 1 
12 6 6 2 2 工 2 1 1 1 2 l 3 1 ワ“ 1 3 1 

5開I層

分ーたL35解持と小0→纂4こ軸ろ552J町十可ド5， っ

31 31 8 6 9 4 3 エ 3 4 2 8. 6 5 2 1 
8 8 B 1 4 2 1 
32 1 31 2 4 2 3 3 6 8 4 8 3 日 9 4 1 1 
71 40 31 18 10 11 7 6 7 8 4 11 8 12 19 11 6 2 2 

7.5田I場
分7たi55解と持0→基→こ7軸ろ73.5F05町町. っ

9 9 3 4 1 1 1 1 2 2 3 
4 4 3 1 1 1 1 1 
19 1 18 4 5 3 4 1 1 1 b 2 7 4 1 

小 .H 32 14 18 10 5 6 4 4 1 1 l 6 4 lU 日 3 1 2 

10田j層 10→10問J 8 8 2 5 1 3 エ 2 2 

分た上解Pと7老こ事軸ろ トっ
1 l 1 工

55→→M10m町J 8 
l 1 2 3 1 1 D l 1 1 

25 14 11 3 8 9 3 2 1 3 5 4 4 4 3 1 
小 (;r 42 24 18 2 5 15 13 4 3 6 4 8 5 8 7 3 1 

15階層 15→15町 2 2 1 1 1 1 

上終1150→41155町-r 
2 l 1 1 1 2 
17 6 11 1 4 1 5 2 2 1 1 1 4 7 1 2 2 

づ、，ij- 21 9 12 2 4 3 5 2 2 2 1 1 4 10 1 3 2 

~r 178 93 85 32 24 37 2古 20 14 12 9 1 24 20 35 30 34 16 13 6 

(i歪 45年現迩分解基軸 2.5町以下、およびX→X型、またいずれか一方がXであるものつ 37自治r事を除〈。

異なる O すなわち、 7.5→10町裂をとる24自治体中14自 見より鮮明にみうけられる。分解薬事ih15旧jにi校教する自

治体においては、あきらかにその分解の分i技点の上昇に 治体は22を数えるが、うち77.3%までは分解の分岐点15

もかかわらず、分岐点以上の幾家の構成比を昭和40年か 田1以上層が地域の差是家数の 4割以上をしめる自治体であ

らお年にかけてたかめつつある。その端緩な例は、悦怒 る。これは他腐にはみられなかったこの震の大きな特徴

の21.7%から71.7%とL、う構成比鴻にみることができる である。かかる自治体は地滅的には十勝、釧路、根室、宗谷

が、網走の興部でもその構成比を20.8%から57.0%へと に集中してし、る。この分解基軸15田Iに収数する}替の主流

たかめている。また分岐点以上の農家の構成比を減少さ は10町→15町型である。ところで前述の分解基軸10肉j替

せた10町村においても 10%以上それを減少させたところ と同じく分解の分岐点の上昇に相応した分岐点以上の差是

は1自治体のみであり、他はいずれもその分解主主総の上 家の地域全農家に対する構成比を、 10闘I→15町裂をとる

昇にもかかわらず10%以内の構成比減でしかなし、o 5町 1713治体および 7.5→15田J裂をとる 2自治体を加えてみ

→10町裂と分解の分岐点を大きく高めた8自治体におい ると、この15町}替においては、分解の分岐点の上昇に相

てはさすがに分解の分岐点以上の農家の構成比が大縞に 応して分岐点以上の農家の構成比が増加した町村は7町

下関っているところが多いが(石狩、 i幌加内の2醒Iでは 村を数えるにすぎないことがあきらかとなる。とくに

30%台から 10%以下へ、丸瀬布、重量減では 20%台から 注目されるのは十勝支庁に属する自治体と、郵11路、根

10%以下へ、また海ノ上においても40%台から10%台に 察、宗谷に属する自治体の相違がはっきり見出せる点で

それをおとしている。室蘭のみ 10%以下かわらず。)そ あろう O すなわち、 10町→15町裂、 7.5町→15町裂にお

れでも根室市においては30.3%から34.7%とそれをたか いて十勝支庁の10市町村はおしなべてその分岐点以上の

め、天塩町では59.2%→56.0%とわずかにその構成比を 農家の地域全農家に対する構成比をひくめているのに対

ひくめたにすぎなL、。 して、浜中、標茶、様津、中標津、別海、猿払、校卒と

(4) 分解基軸15町に収殺する薦においては、分解主主軸 いった町村はその分岐点の上昇にもかかわらず、おしな

以上の農家群が構造的に霊長出されているとL、う事態がー ベてその構成比をたかめているのである。分解基軸15由工
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の自治体のうち十勝支庁に属する自治体でその構成比を

たかめたのは151liJ→151llr裂をとる広尾と更別のみであ
る。

十勝と他の道東北農業地帯とは異なった構造変化がこ

こにあきらかに籍取される。

(5) 次にその対極である分解の分岐点が3町以下}警に

収数する群をみてみよう。かかる自治体は23ほど存在す

るが、その分解の分岐点以上の農家の構成比が3割以上

をしめるところは39.1%で、あり、反対にその構成比が1

割にみたないところは30.4%と他群に比して高率であ

る。地域的にみるならば渡島、検山に典君主的にみられる。

道南の町村においては一般的に分解基軸以上の幾家のし

める構成比はひくい。 L、ま分解の分岐点以上の幾家の構

成比3割以上の自治体をみると、鷹樹、比布、愛JjIJ、上

J!I、東Jff、中富良野、それに三石、砂JfI、仁木がとりだ

せる。上川支庁に属する水田地祷差是村が6町村含まれて

いることが特徴的となるが、その周辺の水沼地帯がそう

であるように分解基執が5問に上昇した場合を考えてみ

ると、前記6町村の昭和45年現在の5町以上j替の比率は

10%以下1、10%台4、20%台1となり、すでに分解基

軸5町療のところでみたところとi湾機この6自治体の農

業生産組織構造もきわめて不安定になることが予測され

る。

(6) いわば全面的零落過程をとっている分解基軸がひ

けない自治体は17ほど存在するが、それは2群にわかれ

る。 1群は3町以上層なし、またあっても地域差量家の中

での構成比1割に満たぬ!習で、あり、それは12自治体ある o

小樽、歌志内、上砂川といった都市的自治体な除いていず

れも半差是半漁地帯の自治体である。もう 1群は3町以上

j替の地域全農家に対する構成比が5割以上をしめすもの

であり、従問、洞爺、壮齢、伊達といずれも胆振支庁に属す

る町村がこれに入る。観光の影響とまた道央工業ベルト

地帯の影響をうける畑作地帯である。したがって、いま

7.5町以上爆の構成比をみるならば、構成比l割以下2、

1割合1、2割合1となる。すなわち前述のように北海道

においてE誌に構造的に形成されつつある畑作地帯とは異

なった運動形態をとっていることがあきらかであろう。

さて、以上みてきたところから次の指摘は可能であろ

う。

第1に、北海道においてはその支配的な傾向として水

問地帯においては分解毒主戦5町薦、また熔作・酪農地帯

においては10町、 15町とその分解基軸が上昇してきてい

ること。

第2に、しかもそれはごく 1部の震がかかる分解の分

岐点以上の上層化を農業生産総織それ自体として確立す

るとL、うのではなしに、地域の農家の全般的な傾向とし

てかかる農業生産組織自体の上昇化が現象的に笑現され

ているということ、とりわけそれは氷問地帯においては

お狩、空知、上)11の平庭部に、また畑作・酪差是としては

十勝、説11路、根室、宗谷それに網走に典型的にしめされ

てし、るということ O

第3に、稲作についていうならば第2に述べた意味に

おいて道央中核水問地滑の他地域に対する優位態はゆる

がすことはできないとしても、上)11支庁に演する町村、

また空知支庁に属する町村においても、その分解基軸の

3町→5闘IとL、う上昇にともなって、分解基軒以上の、

つまり農業での自立限界線以上の農家の構成比が急速に

減少するとL、う形での地域の生産組織自体の構成上の矛

盾が顕在化しつつあるということ。

第4に、知-1%農地帯についてみるならば、畑作地帯

からの商事農地殺の分化、確立の程度がこの10年間急速に

すすみ、とりわけ昭和40年以降、酪農地帯の形成が顕著

にすすめられていることに相応して(すでにわれわれは

網走と十勝、鋭|路、根室、宗谷とではその差是民爆の分解

の分岐点が異なることを指摘した)、従前北恨の畑作地

情としてその営'差是形態の確立が十分で、なかった郵11路、根

室、宗谷(それに留萌‘上JIIの一部を含めての)での10

町、 15町とL、う農民}欝分解の基軸の上昇化がめざまし

しまた分解基軌以上爆の農家の構成比も同時に高まる

という構造変化が顕著にみられはじめたということ。こ

うした形でのまさに構造的な地域幾業生産組織自体の大

型化は、この酪農地帯における大きな特徴であるという

こと。ここにはこの10年間あらたに創出された農民層が

あきらかに存在する O こうしたやで従前からの北海道の

中核的畑作地帯である網走地方では分解基執も 7.5町~

10町と他の焔作・滋長基地帯と比してひくしまた分解まま

軌10町→15町型の町村を多数擁する十勝においても、同

じ10町→15町の分解裂をもっ&111路、根室、宗谷の町村と

は全く逆に、分解基軸の上昇にともなって、分解の分岐

点以上の農家構成比があきらかに減少するという構造変

化をしめずに至っている。まさに矛盾は顕在化している。

おおよそ以上の諸点の指機が可能であろう。さて、そ

れでは第1節で、みた差是家戸数の減少、また人口の減少と

グロスさせてみると以上の諸点は、さらにどのような様

迭的特質をもった運動として摘出されることになるであ

ろうか。以下、第3点の考察にわれわれは入ろう。

第3項地域の農家戸数および人口減少と農民

層分解の問題

はじめに、地域差是家戸数の減少率と農民層の分解型と

の関速から考察しよう。

- 57ー



教育学部紀婆主席 19号

表2-10はそれを表示ししたものであるが、まず気付

くことは、分解主主戦が3町以下の群および5町にそれが

収数する!習においては農家戸数の減少 1~2 刻、 2~3

鱗といった減少率の少ない自治体の鋭合が多く、分解基

軸7.5町以上の群とはあきらかに異なっているという事

表2-10
農家戸数減少率と農民層の分解の裂との関逮

立で率 90% (35年間 l∞ 59% 
以上 8骨-80 79-70 69-60 以下

X→X 1 4 4 4 2 
3→ X 1 
づ、 言十 1 4 4 4 3 

X → 1町 1 
1→1.5 1 
x →1.5 1 
3→1.5 1 
X→ 2 1 1 
2.5→2.5 1 
2→ 3 1 1 
1.5→ 3 1 
2.5→ 3 3 1 
3→ 3 3 1 
5→ 3 1 
X→ 3 2 1 1 
〆l、百十 2 9 6 3 3 

2.5→ 5 3 1 
3→ 5 2 9 11 5 ヱ
5→ 5 1 9 11 7 3 
7.5→ 5 1 1 
10→日 3 1 2 
X→ 5 2 1 2 1 
ノi、計 3 20 30 16 8 

3→7.5 1 1 
5→7.5 1 6 6 4 
7.5→7.5 3 4 2 
10→7.5 1 2 
15→7.5 1 
X→7.5 1 1 1 
ノj、言i 2 12 12 9 

5→10 1 2 5 
7.5→10 8 6 11 
10→10 4 3 1 
15→10 1 
ノj、計 1 12 11 18 

7.5→1.5 1 1 
10→15 1 1 6 6 3 
15→15 ヱ 1 
X→15 1 
ノj、 言十 1 1 6 8 6 

詰十 8 36 70 54 47 

llIJの町村においては、その主流は 7.5町→10田Tとその分

解主主軌をたかめている裂であるにもかかわらず、その中

で、分解の分岐点以上の農家の構成比もまたたかめてい

るところが多いことについてふれた。こうした事実を考

慮に入れると、このj欝の中では、農家戸数の激しい減少

の中で、分解の分岐点以上の農家の地域全農家に対する

構成比をたかめつつ地域の農業生産組織の構成を構造的

に変容しつつある自治体がうまれていることがあきらか

となる O つまり、差是家戸数の激しい減少の中で地域差是業

生産組織自体が全面的に解体してしまうのではなしに、

一方の極に大君主化した上腐差是がはげしい勢いで構造的に

創出されつつ地域の農業生産綴織構造自体を変容しつつ

あるパターンがとりわけ豊富農地帯として顕在化しつつあ

ること力:あきら点追となる。

もちろん北海道に存在するのはかかるパターンのみで

はなし、。その対緩には本州都府県の過疎地域に一般的に

みられる地域の農家戸数の激しい減少の中で、農業生産

組織自体が発展せずに余溜的に解体してゆくパターンを

とるところもある。かかる過程を構造的に理解するため

にわれわれは表2-11を用意した。この表はそれぞれの

分解の分岐点ごとに、その分岐点以上の農家の構成比と

幾家戸数の減少率との関迭をみたものである。分解の分

岐点をひけない幾家群においては 1田I以上層の構成比を

規準にした。

(1) この一速の表で第1に気付く点は、分解主主総の現

にひけない層、また分解の分岐点 31l1J以下j替において

は、農家戸数の減少君事の少ないほと:lIIi者においては 1町

以上層、後者においては分解の分絞点以上 (3町をこえ

ることはなし、))替のしめる構成比の高い自治体数が多い

ということであろう。逆に表現するならば、この10年間

における農家戸数の減少率 3~4 鎖、 4 割以上といった

その減少率が激しいj欝ほど1町以上層および分解の分岐

点、以上震のしめる地域全農家に対する構成比はひくし

その地域社会はいわば全面的な零落過程をしめしている

ということである。かかる点は分解の分絞点5闘I溜にお

突であろう O 分解の分岐点 7.5 園丁!習においては 2~3 割 いてもまた翁耳元されるところである。

減、 3~ HiU減にその比重はうつる。そして分解の分岐 しかしながら分解基翰7.5町以上爆においては、かか

点10町層においてはあきらかにこの10年間に農家の減少 る傾向は藩取できない。むしろ逆の構造変化をそこにわ

本4割以上の附村しめる比重量が42.9%ときわめて高率で れわれは読みとることができる。すなわち、農家戸数の

あることが特徴的となる O こうした意味においてわれわ 減少率が 4 割以上、あるいは 3~4 割と激しし、ほど、そ

れは第 1に、一般的に分解の分絞点が高まるほど農家の の分解の分紋点以上の農家の地域全農家に対する構成比

減少率の高い町村の割合も多くなり、とりわけ分解基軸 がたかくなるとL、う傾向性を看取することができる。そ

10符の形態をとるj警においては農家の減少率も潟いとい してかかる傾向はとりわけ分解の分岐点10町震に端的に

うことが指摘できょう。 しめされているといわなければならない。

ところでわれわれはすで、に前項において、分解基戦10 以下、われわれは、こうしたマトリ、ソグスを前援とし
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表2-11 農家減少率と分解の分岐点以上の農家精成比との関連

A 分解の分岐点 ら由主}遍 (昭和35王手口100) B 分解の分岐点 ワ.5町通草

農家ltI輔導
90%以上 89-閥均一70 69-削 59):)，子ー

骨鞍点以上溝喋比
90%以上回-80 79-70 69-曲 59以下 ，¥十

9.9%以ド 1 4 4 1 2 12 日.9%以下 5 1 1 7 
10-19 3 3 1 2 9 10-19 2 2 4 
20-29 2 8 3 1 14 20-29 1 1 5 3 10 
30-39 7 5 8 2 22 30-39 1 3 2 2 8 
40-49 1 6 1 1 9 40-49 2 1 3 
切 -59 2 会 1 7 50-59 1 1 
曲 -69 1 1 2 60-69 2 2 
70-79 1 1 2 70-79 

3 20 30 16 8 77 O 2 12 12 9 35 

C 分解の分岐点、 1 0田Jl蕩 D 分解の分絞点、 1 5盟JI議

農家活減量惇
90%以上回-80 79-70 69-60 ，59以下 首i骨髄者以七構喧比 90%以1: 89-80 79-70 69-舶 59以下 3十

9.9%以下 1 1 1 3 6 9.9%以下
10-19 2 1 1 4 10-19 1 1 
20-29 2 1 会 7 20-29 1 3 4 
30-39 3 2 1 6 :lO-39 
40-49 2 3 3 自 40-49 2 5 4 11 
50~59 2 2 3 7 50-59 1 1 
ι0-倒 1 2 3 山 -6甘 1 2 3 
70-79 1 1 7υ~79 1 1 2 

1 。 12 II 18 42 1 1 6 8 6 22 

I三 分解の分汲点、 3IEJ以下溺 F 分解の分岐点がひけない是正 (1盟J以上層構成比)

緩司五;笹"十
90%以1: 89-則 79~7ü 耐~柑 59以下 ，1I' 

うJ崎弘')， 1締iYi:比 初%以J: 89-80 79-70 69-60 59以下 首十

9.9%以 l、 1 2 3 1 7 。 1 l 2 
10-19 1 l 2 2 6 9 .9%以ド 1 3 2 6 
20-29 1 1 10-19 1 エ 1 3 
30-39 1 1 20-29 1 1 
40-49 1 1 1 3 :lO-39 
50~59 1 1 40-49 
60-69 3 3 50~59 

70-79 1 1 60-69 
2 白 6 3 3 23 70-79 1 1 2 

80-89 1 1 
90- 1 1 

1 4 4 4 3 16 

て、各璃ごとにやや立ちいって考察しよう。 山村の仁木といった1群、さらに組援の伊達、殺撃事、洞

(2) 表 2-11でXおよび分解基軸が 3 町以下関の 3~ 爺といった 1群、それに上JIIの水田地帯比布、東JII、中

4割、 4割以上農家戸数減の自治体は、おおむね地域差是 富良野、愛別、鷹巣がそれで、ある。前述のように上JIIの

業生産組織が全磁的に零落しているところと考えられる 1群はやがて分解基軸5田rJ習に上昇せざるをえない群で

が、これに属する13自治体をみると、空知支庁の歌志 あろうし、胆振の 1群にはあきらかに工業化および観光

内、上砂川といった都市、また上JII支庁のJ二JII(水問地 の影響が表取される。

帯)を除いては、いずれも主として遂海の半農半漁地帯 (3) 5町に分解主主執が収数する震には‘農家戸数の減

の自治体、すなわち、椴法華、南茅部、大成、神恵内、 少~1 割未満の自治体から 4 割以上減の自治体までふく

泊、流斧内、戸井、悦泉、江主義、浜益であることが特徴 まれている。しかし農家減少率のとりわけ激しい4割以

的となる。いま農家戸数 2~3 割減の自治体をとりだし 上の減少j替の中には布狩、空知、 j二JIIといった北海道に

ても、それは夕張、虻問、小樽を除いては、熊石、島牧、 J二 おける中核水団地帯市町村は含まれていなし、。そして農

の菌、三石、増毛、礼文、東利尻といった道北にまでの 家減少率 3~4 'l!ílJ J替の中にはおおよそ 3 割程度合まれて

びた半農半漁地帯であることがあきらかとなる。ところ いるO つまり分解基軸5町をとる自治体の中において、

で分解基軸がひけず、またひけても 3町以下}警に属しな とりわけ農家戸数減をはげしくみせている町村の大宗

がら農家戸数減の2割以内の自治体は一体如何なる要因 は、北海道における中該的水問地帯以外の地帯に属する

によって農家戸数減をかかる程度におさえているのであ 町村であることがまずあきらかとなる。分解の分岐点5

ろうか。それをあきらかにするのは本項の課題ではない 町をしめす石狩、空知、上JIIの中核水問地帯の農村は農

ので、ここでは農家戸数減2割以内の16自治体がおおよ 家戸数減 1 割以内、 1~2 割、 2~3 割に、それぞれ 6

そ4麗にわけられることにふれておこう。ひとつは前述 ~7 割程度合まれている。いま、農家減 3 割~4 割!漫に

のように空知の都市部、砂川がこれに入る。また半農半 含まれる石狩、空知、 J二JIIの町村をあlずれば、厚問、奈

漁地簿としての上磯、松前、鹿部、砂原、予言平、利尻、 芥江、朝日、下JII、名寄をあげることができるが、石狩、
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空知、上JII支庁以外の町村は次の如くである。福島、初

山別、奥尻、様似、苦前、小平、留萌、滞潟、北槍山、

羽腕、 B高(以上水間の比率の高い地域、つまり水困地

祷といってよL、〉、寿書官(水問、畑作半々 )、主主回原、登

別、鋭|路(市)、郵11路(村)、大滝、遼車玉、音別(以上畑

作地幣あるいは畑作の比重量の高い地帯)。水問地帯以外

に畑作地帯も含まれているが、以上によって北海道の中

核水白地帯の他地域に対する優位伎はあきらかであろ

う。しかしそこにおいてもすでに前項で、みた如き矛盾が

惹起している点をわれわれは看過すべきではなし、。

(4) 分解の分i妓点 7.5町以上j欝の畑作酪農地帯におい

ては、すでtこみたようにこの10年間における農家戸数の

はげしい減少の中から分解の分岐点以上の農家が構造的

に筆出されている町村が数多くみうけられる。しかし重量

家戸数の減少率のたかい自治体のすべてがこのパターン

をしめしているわけで‘はない。他緩tこは、分解の分岐点

以上の農家の構成比l割未満、また 1~2 劉に集中する

自治体も存在する。しかし前者に比して、こうしたいわ

ば畑作地帯において全部的零落過程により近いパターン

をとる市町村は、ただ単に量的に数が少ないとL、うだけ

ではなしに、畑作の生産地帯構造としても次のような特

質をもつものとして笈ちあらわれている点、に湯目しなけ

ればならない。

いま分解の分岐点 7.5 町廃で差是家戸数の減少率 3~4

郷、 4割以上の町村のうちその分岐点以上の重量家の構成

比 1 割未満及び 1~2 割の町村をとりだすと、白老、積

丹、瀬棚、占究室といった道央南の町村がうかびあがり、

その対極にある分解の分岐点以上の燦芸誌の構成比4割以

上の町村をみると、援戸、端聖子、紋別といった網走の町

村がとりだされる。分解の分岐点10殴JI替をみても農家戸

数減少率 3~4 割、 4 割以上で、分妓点以上の農家の構

成比 1 割未満および 1~2 割の自治体は、 2霊前、幌加内、

丸綴布、滝ノ上、重量浦、八雲となり、その対極の、地域

全農家に対する分岐点以上の農家の構成比4割以上の町

村としては、腕延、雄武、治虫、斜思、小清水、総走、

輿部、中頓別、歌主筆、天塩、弟子閥、機局、厚岸、根室

がとりだせる。前者には丸瀬布、滝ノ上といった網走の

町村も含まれているが、他はすべて道南を主体とした道

北東以外農村地域であり、後者は縦走の町村を主体とし

て宗谷、留耳菌、郵11路、根室の町村であることが特徴的で

ある。分解基軸15陣I層をとりだしてみても悶様の点が指

摘でき、前者には股娠の苫小牧、後者には枝幸、猿払、

j二会i阪、受郎、大樹、広潟、中札内、忠類、鹿追、標津、

中穣律、 i浜中など、宗谷、根室、十勝の町村が入る。

かようにみてくるならば、地域の重量家戸数の激しい減

少の中で、分解の分岐点以上の農家の構成比l割未満、

1~2 割ときわめて低率な町村の多くが道南央の町村で

あることがあきらかとなろう O それも白老、室蘭、?苦小

牧など工業化がすすめられている地域と、また、 ~J話、

瀬棚、幌加内、八雲など山村あるいは点夜する畑作酪長基

地帯に類型化することが可能であろう O つまり、網走、

十勝といった従来からの北海道のや核畑作地帯の他地域

に対する優位性をもち、また新興の酪農地帯は特異性が

ここでも翁耳元される。

ところでこのことは、十勝、網走といった在来からの

中核焔作地殺において矛!還が進展していなし¥というこ

とを少しも物語るものではなし、。以上の考察にもそのー

表2-12
人口の減少率と農民層の分解の型との関連

(35年明100)

¥分、解、製、農増寧減戸¥量数、襲
150 149 129 1ω9989796骨 59

喝旬。崎、句曲、回

以上 1a lW lW 00 ro M ω 以下

X→X 2 2 4 5 2 
3→X 1 
小計 2 2 4 5 3 

X→1田I 1 
1 →1.~ 1 
X→1.5 1 
3"'1.5 1 
X:"'2 1 1 
2.5→2.5 1 
2→3 1 1 
1.5→3 1 
2.5"'3 2 2 
3→3 1 3 
5→3 1 
X-3 1 1 2 
小計 1 4 5 12 1 

2.5-5 2 2 
3"'5 2 4 2 8 8 1 3 
5→5 1 2 3 2 4 12 3 4 
7.5→5 1 1 
10→5 1 1 1 2 1 
X"'5 1 1 2 2 
小計 2 7 8 7 18 23 5 7 

3-75 エ 1 
5→7，5 1 ヱ 1 8 5 1 
7.5"'7.5 ヱ 1 1 5 1 

1(}→7..5 5 2 1 
15→7 1 
X"'7.5 1 1 1 
ノj、言十 2 1 2 1 1 10 13 4 1 

5→10 2 1 1 1 3 
7.5"'10 3 11 8 3 
10→10 1 1 3 1 
15→10 1 
小計 2 1 7 13 12 7 

7.5→15 1 1 
10→15 1 l 3 2 1 5 3 1 
15→15 1 1 
X→15 1 
小計 1 1 s 3 2 6 5 1 

5 2 16 14 23 56 70 17 12 
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地域社会変動構造把援に関する基礎的分析方法 (上)

端がみられたように網走支庁に属する町村は、農家戸数 ということ。

の急激な減少の中で、いわば全商的に零細化せざるをえ おおよそ以上の諸点があきらかとなる。

ないパターンをとるところと、またその中から分解の分 しかし北海道全地域の215自治体の人口の増減のパタ

岐点以上の農家の構成比を急速にたかめるとし寸形で酪 …ンをその農民層分解のパターンにのみ関連づけて解明

農地帯としての性格をそなえつつあるものに分化しつつ することは無理であろう。われわれは次節において、北

あるし、また前項でみたように十勝の幾村の多くは、その 海道地域における全都市的諸機関、すなわち鉱・工業生

分解の分岐点の上昇にともなってあきらかに分岐点以上 産組織および各穏飯売、サーピス組織のすべてについて

の農家の構成比をひくめつつある。かような形で北海道 35年から45年にかけてのこの10年間の変動をあとづけ、

における中核的畑作地帯である十勝、網走においてもそ とりわけ序章で‘のべたように昭和41年以降の構造的変化

の矛盾は顕在化している。そしてまた本節の直接の目的 に着目しつつ、その構造的変化、発展を解明することに

ではないのでここではふれないが、新興の飴農地帯にお する。

いて急速に形成されつつある上層農家のもつ諸矛盾は、

とりわけ国家独占資本主義段階における農業生産様式そ

のもののもつ経済的矛盾の本質をするどく内包している 未発

といわなければならなし、。

次にわれわれは、農民爆の分解の君主と地域の人口減少

率との関途を考察しよう。

表2-12はこれをみたものである。すでにわれわれは

本章第1節で、地域の人口が1答IJ程度減少しても地域の

世帯数また都市的事業体数は犠加を現にしめし、かかる

傾向は、その発展のテンポが鈍るとはいえ、現状維持と

いう形で人口減1~ 2 j弱までは表取されること、しかし

人口 2~3 割、 3~4 割減以上となると、投機数をはじ

め都市的事業体数そのものも大幅に解体、減少をはじめ

る傾向性があきらかに看取できることについてふれた。

したがって、いまここでは、人口減 1~2 割層を基軸に

おいて、農民腐の分解パターンとの関連をみると次の務

点の指織が可能となる。

第1に、人口増をふくめて人口減1割以内の町村がし

める割合は、分解の分岐点15町震の町村、ついで分解の

分岐点5田J}替の町村にたかし、ということ。

第 2 には、農家戸数の減少率が 1 割未満、 1~2 割と

いった!替の構成比のたかかった分解基軸のひけない層お

よび分解の分岐点3町以下腐においては、分解の分岐点

7.5町腐とともに人口減3綴以上の町村のしめる割合が

Tニカミし、こと。

第3に、分解の分岐点15町j習において人口減3割以上

の自治体のしめる割合がきわだって少なく (27%)、分

解基軸10町薦、 5111J層が45%とこれについで、いるという

こと。

第4に、地域の人口がとにかく昭和35年以降の10年間

に土勢力目している自治体の構成比は、分解の分岐点15町爆

にもっともたかく (36.4%)、ついで、5町層 (22.1%)、

7.5町j寵 09.1%)となり、 X謄は12.5%、7.5町腐は

7.1%、3田丁以下震はなし、という変動をしめしている
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